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１ 農業総合研究所の概要 

（１）組織、体制の概要 

本県の農業・食品関係試験研究機関は、明治中期以

降順次設立され、農政及び農業技術の変遷に伴って再

編整備を繰り返しつつ、時代や研究ニーズを踏まえな

がら技術開発に努めてきた。 

この間、農業試験場、園芸試験場、畜産試験場及び

食品研究所が専門場所として、高冷地農業技術セン

ター、中山間地農業技術センター及び佐渡農業技術セ

ンターが地域農業の技術支援を図る農業技術センター

として、それぞれが機能を発揮して、本県の農業・食

品産業を全国トップレベルに発展させる原動力の一つ

となってきた。 

一方、農業・食品産業を巡る国際環境や消費構造が

大きく変化し、高度情報機器の発達と相まって、総合

研究機能が発揮できる研究推進体制が求められるよう

になった。そこで、平成９年に、４つの専門場所及び

３つの農業技術センターに共通する基盤研究部門を統

合し、研究センター及び農業技術センターを分散配置

する「統括型」の農業総合研究所に再編成し、現在に

至っている。 

 

（２）所 在 

新潟県農業総合研究所 

 新潟県長岡市長倉町 857 

 〒940-0826  TEL 0258(35)0823 

        FAX 0258(39)8498 

 

新潟県農業総合研究所作物研究センター 

 新潟県長岡市長倉町 857 

 〒940-0826  TEL 0258(35)0893 

        FAX 0258(35)0021 

 

新潟県農業総合研究所園芸研究センター 

 新潟県北蒲原郡聖籠町大字真野 177 

 〒957-0111  TEL 0254(27)5555 

        FAX 0254(27)2659 

 

新潟県農業総合研究所畜産研究センター 

 新潟県三条市棚鱗 178 

 〒955-0143  TEL 0256(46)3103 

        FAX 0256(46)4865 

 

新潟県農業総合研究所食品研究センター 

 新潟県加茂市新栄町 2-25 

 〒959-1381  TEL 0256(52)0448 

        FAX 0256(52)6634 

 

 

新潟県農業総合研究所高冷地農業技術センター 

 新潟県中魚沼郡津南町大字中深見乙 7910 

 〒949-8311  TEL 025(765)2145 

        FAX 025(765)3018 

 

新潟県農業総合研究所中山間地農業技術センター 

 新潟県長岡市川口牛ヶ島 135-1 

 〒949-7505  TEL 0258(89)2330 

        FAX 0258(89)4315 

 

新潟県農業総合研究所佐渡農業技術センター 

 新潟県佐渡市中興甲 351 

 〒952-1211  TEL 0259(63)4102 

        FAX 0259(63)3972 

 

（３）組織機構図 

農業総合研究所    管理部 

                企画経営部 

                基盤研究部 

                アグリ・フーズバイオ研究部 

               作物研究センター 

               園芸研究センター 

               畜産研究センター 

               食品研究センター 

                高冷地農業技術センター 

               中山間地農業技術センター 

               佐渡農業技術センター 

 

 

職員数 研究職 112名 

    行政職  24 名 

（うち農業革新支援担当 10名） 

    現業職  50名 

     合 計 186 名 
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２ 共同研究及びプロジェクト研究 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 １ 共同研究   

外部資金  

 

 

001 

002 

(1) 植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（みどりの食料シ

ステム戦略実現技術開発・実証事業のうち農林水産研究の推

進） 

ア  ナス遺伝資源の特性評価および種子増殖 

イ ナス遺伝資源のうどんこ病抵抗性評価 

令３～７ 

 

 

〃 

 〃 

同：遺伝資源セ、野菜

花き研、龍谷大、愛知

県、岡山県、高知県、

園研 

 〃 

外部資金  

 

003 

(2) 土壌実態調査による土壌管理と土壌炭素量の関係解明（農

地管理実態調査）（農水省委託事業） 

ア 農耕地土壌炭素実態調査 

令元～５ 

  

〃  

共同：農研機構 

 

基盤  

外部資金  

 

 

004 

(3) 直播栽培拡大のための雑草イネ等難防除雑草の省力的防除

技術の開発（戦略的プロジェクト研究推進事業） 

 

ア 寒冷地南部における省力的防除技術の開発 

令元～５ 

 

 

令元～５ 

共同：農研機構中日本

農研、山形県、福島県

他 

作研 

外部資金  

 

 

005 

006 

(4) ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素材の開発

（戦略的プロジェクト研究推進事業） 

 

ア ゲノム編集技術を用いた日持ち向上ユリ作出法の開発 

イ ゲノム編集に対応したユリの効率的遺伝子導入法の開発 

令元～５ 

 

 

 〃 

 〃 

共同：大阪大学、理化

学研究所、北海道農業

研究センター他 

バイオ 

 〃 

外部資金  

 

007 

 

008 

 

009 

(5) 鉄還元菌窒素固定の増強による低肥料バイオマス生産 

 

 ア 水田土壌への鉄資材施用による低肥料バイオマス生産技

術の実証 

 イ 土壌の鉄還元菌窒素固定を高める最適な鉄資材施用量や

稲わら施用時期の検討 

 ウ 鉄還元窒素固定菌の割合を高める稲新品種の開発 

令２～６ 

 

  〃 

 

 〃 

 

 〃 

共同：東京大学、産総

研 

基盤 

 

 〃 

  

 〃 

外部資金  

 

 

010 

(6) 土壌微生物叢アトラスに基づいた環境制御による循環型

協生農業プラットフォーム構築（ムーンショット型農林

水産研究開発事業） 

ア 北陸サブモデル圃場栽培試験 

令２～11 

 

 

令３～６ 

共同：理化学研究所

BRC、福島大学、東京

大学、福島県他 

作研 

外部資金  

 

 

011 

 

012 

 

(7) 省力樹形に適した果樹品種・系統の選定と最適な栽培管理

方法の開発（イノベーション創出強化研究推進事業） 

 

ア ジョイント V字樹形に適した品種の特性解明と栽培管理

方法 

イ ジョイント樹形における自家和合性品種の省力的着果管

理方法 

令３～５ 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

共同：宮城県、神奈川

県、長野県、静岡県、

福岡県、農研機構 

園研 

 

 〃 

外部資金  

 

 

013 

(8) 農地土壌炭素貯留等基礎調査事業における農地管理技術検

証 

  

ア メタン削減に資する水田の栽培管理技術実証 

令３～７ 

 

 

 〃 

共同：農研機構、北海

道、福島県、長野県、

滋賀県、鹿児島県 

基盤 

外部資金  

 

 

014 

(9) 需要に基づいた計画的・効率的な生産・流通体系の構築と

消費者への価値訴求プラットフォームの提供に関する開発

（戦略的スマート農業技術等の開発・改良） 

ア 需要に基づき計画的・効率的に生産するための栽培管

理技術 

令４～６ 

 

 

 〃 

 

共同：㈱ぐるなび、農

研機構、東京工業大

学、愛知県、岐阜県他 

園研 

外部資金  

 

015 

(10) 子実用とうもろこし（国産濃厚飼料）の安定多収生産技

術の開発 

 ア 温暖地における遅播き栽培向け高能力品種の選定 

令４～６ 

 

 〃 

共同：農研機構、他 

 

畜研 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

外部資金  

 

016 

 

017 

(11) マウス体内における異種配偶子生産システムの開発と

その家畜への応用 

 ア CRISPRoff システムを用いた生殖巣および生殖細胞を

欠損した異種胚盤胞保管受容胚マウス作製 

 イ ウシ ES細胞の作成 

令４～７ 

 

令４～５ 

 

令４～５ 

共同：新潟大学 

 

畜研 

 

 〃 

外部資金  

 

018 

 

(12) 水田メタン・玄米ヒ素等の同時低減技術の開発と関与

微生物群集構造・機能遺伝子の解明 

ア 中部地方の細粒質班鉄型グライ低地土における水管

理・資材施用による水田メタン・玄米ヒ素・カドミウム

同時低減のための栽培管理技術の開発 

令４～８ 

 

 〃 

 

共同：農研機構、富

山、JIRCAS、USDA-ARS 

基盤 

外部資金  

 

019 

020 

(13) 省力的な IPM を実現する病害虫予報技術の開発（委託プ

ロジェクト研究） 

ア いもち病の感染に関与する気象パラメータの収集  

 イ 紋枯病の発生予測システムの適合性の検証 

令４～８ 

 

 〃 

 〃 

共同：農研機構植物防

疫研究部門他 

作研 

 〃 

外部資金  

 

 

021 

022 

023 

(14) ダイズ黒根腐病抵抗性を評価した品種の開発（イノベー

ション創出強化研究推進事業） 

ア 黒根腐病抵抗性 QTLを持つ系統の評価 

(ア) 新潟県圃場での抵抗性系統の抵抗性評価 

(イ) 新潟県圃場での抵抗性系統の特性評価 

イ 黒根腐病抵抗性の科学的評価と検定法の改良 

令４～８ 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

共同：農研機構作物研

究部門他、富山県 

 

作研 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

024 

(15) 畜産からの GHG排出削減のための技術開発 

 

 

ア 低メタン産生牛作出のための育種方法の確立と応用 

令４～８ 

 

 

 〃 

共同：農研機構、東北

大学、広島大学、京都

大学、北海道総研他 

畜研 

外部資金  

 

 

025 

026 

027 

(16)  次世代型土壌 ICTによる土壌管理効果可視化 API開発と

適正施肥の実証 

 

 ア 土壌データ基盤の構築 

 イ 土壌管理効果の可視化 

 ウ 土壌管理効果の可視化による減肥実証試験 

令５～７ 

 

 

  〃 

 〃 

 〃 

共同：農研機構他 

 

 

基盤 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

028  

(17)  J-クレジット新規方法論等算定推進委託事業 

 

 

ア 新潟県における鉄資材による水田メタン削減に関する

調査 

令５～７ 

 

 

 〃 

共同：農研機構、福島

県、長野県、徳島県、

大分県、鹿児島県、 

基盤 

外部資金  

 

029

030

031

032

033

034 

(18)  農業副産物を活用した高機能バイオ炭の製造・施用体系

の確立 (グリーンイノベーション基金事業) 

ア バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査 (水稲) 

イ 地域条件を考慮した栽培技術体系の確立 (水稲) 

ウ バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査 (トマト) 

エ バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査(ブドウ) 

オ 地域条件を考慮した栽培技術体系の確立(トマト) 

カ 地域条件を考慮した栽培技術体系の確立 (ブドウ) 

令５～７ 

 

共同：農研機構 他 

 

作研 

 〃 

園研 

 〃 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

035 

 

036 

（19）ドローン画像解析に基づく果樹の効率的栽培管理技術

の開発 

 

ア ドローン送風による受粉の省力化と自家和合性品種の

組み合わせによる着果管理技術の開発 

イ ドローン撮影画像の解析によるデータ駆動型病害対策技

術の構築 

令５～７ 共同：新潟食料農業大

学、(株)プログレス、

富山県 

園研 

 

 〃 

外部資金  

 

037 

(20) 国内生産力の強化を図るための野菜品種の開発（食料安

全保障強化に向けた革新的新品種開発プロジェクト） 

ア 青枯病抵抗性ナス品種候補の北陸地域露地普通作型へ

の適応性解明 

令５～７ 共同：農研機構、埼玉

県、群馬県 

園研 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

外部資金  

 

 

038 

(21)  緑肥の肥料効果の面的把握とすき込み方法の改善に基

づく減化学肥料栽培技術の開発（戦略的スマート農業技

術の開発・改良） 

 ア  トウモロコシ残さの緑肥効果のセンシングと緑肥成分

データベースの作成 

令５～７ 

 

 

 〃 

共同：農研機構他 

 

 

畜研 

外部資金  

 

 

039 

(22) コメ中の有害元素低減と水田からのメタン排出抑制を

両立する技術の確立 

 

 ア 北陸地方の細粒質斑鉄型グライ低地土における水管理技

術の省力化 

令５～９ 

 

 

 〃 

秋田県、富山県、滋賀

県、農研機構 

 

基盤 

県単事業  

040 

041 

 

042 

 

043 

(23) 高温耐性コシヒカリ BLの開発〔前期〕 

ア DNA及び RNAマーカー選抜技術の開発 

 イ 高速世代促進技術の開発 

 ウ 高温耐性コシヒカリ BLの開発 

 （ア） 高温耐性コシヒカリ BLの開発に向けた交配及び選      

    抜 

 （イ） マーカーによる高温耐性コシヒカリ BLの選抜 

令５～９ 

 〃 

令５～６ 

 

令５～９ 

 

 〃 

共同：石川県立大学 

バイオ 

作研 

 

〃 

 

バイオ 

外部資金  

 

044 

(24)  ”コメどころ”新潟地域共創による資源完全循環型バイ

オコミュニティ拠点 

 ア 農業生態系オミクス解析のための基礎データの収集 

令５～14 

 

 〃 

共同：長岡技科大、理

研、農研機構他 

基盤 

県単政策  

 

045 

 

046 

047 

 

048 

049

050 

051 

 

(25) 高温・強風障害を克服するための新潟米栽培技術 

 ア  強風（フェーン）被害の予測と対策技術の検証 

 (ア) 強風（フェーン）被害予測システムの検証と利用技術

の確立 

 (イ) 強風（フェーン）被害を回避する栽培体系の確立 

 (ウ) 適期収穫のための簡易な気象観測手法の検討 

 イ  高温障害対策技術の体系化 

 (ア) 登熟期の高温を回避する栽培体系の確立 

 (イ) 穂数 350本への誘導 

 (ウ) 高温障害対策技術の評価と体系化 

 ウ  生体分子指標に基づく高温及びフェーン被害の影響把

握及び対策技術の有効性評価  

令３～５ 

 

 〃 

  

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

  

共同：農研機構九州沖

縄農研 

作研 

  

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

バイオ 

 

 ２ プロジェクト研究   

県単事業  

 

052 

053 

054 

 

055 

056 

 

057 

058 

(26) 水田園芸生産安定技術開発事業 

ア 緑肥栽培や有機物投入による土壌物理性改善技術の開発 

（ア） 土壌の物理性に及ぼす影響 

（イ） 排水効果に及ぼす影響 

（ウ） 野菜の生育に及ぼす影響 

イ 転炉スラグの施用による土壌化学性改善技術の開発 

（ア） 土壌の化学性に及ぼす影響 

（イ） 野菜の生育に及ぼす影響 

ウ 早期畑地化体系の構築・実証とマニュアル作成 

（ア） 一般ほ場の土壌の物理性・化学性等の実態 

(イ） 砕土率を確保できる耕耘時の土壌水分の簡易判断手

    法 

令４～６ 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

基盤、園研、作研 

 

作研 

基盤 

園研 

 

〃 

〃 

 

〃 

作研 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単事業  

 

 

059 

 

060 

 

 

061 

062 

063 

064 

065 

066 

 

 

 

067 

068 

069 

070 

 

 

071 

072 

073 

 

 

074 

075

076 

(27) カーボンゼロ実現に向けた農業技術開発事業 

ア 農地への炭素貯留技術の開発 

（ア） 各種炭素源の貯留効果の評価 

  a 異なる土壌条件における各種炭化物の炭素貯留特

    性 

  b 有機物資材の炭素貯留効果の評価 

（イ） 農地への籾殻や籾殻炭化物の施用による炭素貯留 

技術 

a 水田への籾殻炭化物等の投入効果 

    b 水田転換畑（大豆）への籾殻炭化物等の投入効果 

   c 畑地（野菜）への籾殻炭化物等の投入効果 

   d 準高冷地の黒ボク土における籾殻くん炭量 

   e 果樹園へのせん定枝炭化物等の投入効果 

   f 暗渠疎水材への籾殻炭化物利用技術 

イ 温室効果ガス発生抑制技術の開発 

（ア） 水田の中干し等のメタン発生抑制効果向上技術の 

開発 

a より効果が高い水管理方法 

   b 多収米栽培への適応技術 

 （イ） 新たな一酸化二窒素発生抑制技術の開発 

（ウ） リモートセンシングによるメタン発生抑制技術の 

検討 

（エ） 技術の体系化 

  a 水田における炭素貯留、メタン削減体系の実証 

  b 畑地における炭素貯留、N2O削減体系の実証 

  c 開発技術の LCA評価・経営評価 

ウ 未利用熱源の利用技術の開発 

 （ア） 施設園芸における省エネ・省資源化技術の開発 

   a 施設園芸における省エネ技術の開発 

   b 施設園芸における省資源化技術の開発 

 （イ） 米菓等の製造工程における省エネ技術の開発 

令４～６ 

 

 

 〃 

  

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

基盤、作研、園研、畜

研、食研、高冷地、企

画 

基盤 

 

畜研 

 

 

基盤 

作研 

園研 

高冷地 

園研 

基盤 

 

 

 

基盤 

作研 

園研 

基盤 

 

 

基盤 

園研 

企画 

 

 

園研 

〃 

食研 

県単政策  

 

 

077 

 

078 

 

079 

 

 

080 

 

081 

 

 

082 

 

083 

084 

(28) スマート農業技術の実証と新技術開発 

ア 水稲栽培におけるスマート農業技術の実証と導入指針

の策定 

（ア） 開水路用各種給水管理装置の性能評価及び利用効

果の検証 

（イ） ドローン等による画像データを利用した生育診断

法の開発 

（ウ） スマート技術の導入指針の策定 

イ 施設栽培における環境・生育情報を活用した果菜類の

最適管理技術と自動管理技術の開発 

（ア） 環境情報・作物情報を活用した栽培管理支援技術

の開発 

（イ） 現地実証 

ウ 搾乳ロボットを核とした省力型酪農システムの実証と

利用技術開発 

（ア） 搾乳ロボット内給与飼料の栄養濃度の違いが、乳

生産、ルーメン発酵及び活動量等へ及ぼす影響 

（イ） 乳牛の個体データによる繁殖情報や疾病の推定法 

（ウ） 搾乳ロボット導入の経営評価 

令３～５ 

 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

 

 

令４～５ 

 

令３～５ 

令５ 

企画、作研、基盤、

園研、畜研 

 

作研 

 

基盤 

 

企画 

 

 

園研 

 

〃 

 

 

畜研 

 

〃 

〃 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単政策  

 

 

 

085 

 

086 

 

087 

 

 

 

088 

089 

 

 

090 

 

091 

092 

(29) 園芸作物の品質を低下させる生理障害の発生原因究明

と発生防止技術確立 

ア 西洋ナシ「ル レクチエ」に発生するブラックエンド

（尻腐れ果）の発生要因解明 

（ア） 植物体、土壌の無機栄養状態と障害発生との関連

の解明 

（イ） カルシウム資材の施用が障害発生に及ぼす影響の

検討 

（ウ） 果実の組織構造及び生体分子が障害発生に及ぼす

影響の把握 

イ オリエンタル系ユリ切り花に発生する葉先枯れ症状の

発生要因解明 

（ア） 障害の発生状況と各要因の関連性検討 

（イ） 葉先枯れ症状の再現系の確立 

ウ チューリップ切り花に発生するトップル（花首折曲が

り症）の発生助長要因解明と防止対策の確立 

（ア） 植物体内のカルシウム濃度とトップル発生の関係

性の解明 

（イ） 栽培条件とトップル発生の関係性の解明 

（ウ） チューリップ用切り花品質保持剤と併用処理効果

の検討 

令３～５ 

 

 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

 

〃 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

園研、バイオ 

 

 

 

園研 

 

 〃 

 

バイオ 

 

 

 

園研 

〃 

 

 

園研 

 

〃 

 〃 

県単政策  

 

093 

 

094  

095 

(30) 中山間地域の園芸産地拡大に向けた山菜の栽培技術の

開発 

ア フキノトウ秋挿し栽培技術の開発 

イ タラノキ立枯疫病の防除対策 

（ア） 菌の同定と発生要因の解明、診断方法の開発 

（イ） タラノキ立枯疫病の防除対策 

令３～５ 

 

〃 

 

〃 

〃 

中山間、基盤 

 

中山間 

 

基盤 

中山間、基盤 

県単政策  

 

096 

097 

098 

 

099 

(31) 園芸分野における有機農業の実践・参入を容易にする

支援技術の開発 

 ア 有機栽培が容易な園芸品目（園研） 

   有機栽培が容易な園芸品目（佐渡） 

 イ 不織布や防虫ネットを用いたトンネル栽培による害虫

防除効果 

ウ 畦立後太陽熱土壌消毒の抑草効果 

令４～６ 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

園研、佐渡 

 

園研 

佐渡 

〃 

 

園研 

県単政策  

100 

(32) 胴割耐性水稲品種育成のための DNAマーカーの開発 

 ア 胴割耐性水稲品種育成のための DNAマーカーの開発 

令４～５ 

 〃 

バイオ、作研 

〃 

県単政策  

 

101 

 

102 

 

103 

(33) 日本なし自家和合性新品種と西洋なし「ル レクチ

エ」の苗木安定供給技術確立 

 ア マメナシ実生台木の安定増殖と高品質接ぎ木苗生産技

術確立 

 イ 優良系マメナシ台木のクローン増殖技術のリニューア

ル 

 ウ 日本なし新品種に適したジョイント栽培用大苗の養成

技術確立 

令４～６ 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

園研、バイオ 

 

園研 

 

バイオ 

 

園研 

 

※農業総合研究所の略称             ※次ページ（２）研究成果及び調査事業概要については、 

企 画：企画経営部               本表で用いた課題名を用いる。 

基 盤：基盤研究部 

バイオ：アグリ・フーズバイオ研究部 

作 研：作物研究センター 

園 研：園芸研究センター 

畜 研：畜産研究センター 

食 研：食品研究センター 

高冷地：高冷地農業技術センター 

中山間：中山間地農業技術センター 

佐 渡：佐渡農業技術センター 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

１ 共同研究 

(1) 植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（みどり

の食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち

農林水産研究の推進） 

研究の背景と目的 

東南アジアのナス遺伝資源について、日本国内で

の利用を促進するため、その特性を評価するととも

に種子の増殖を図る。 

 

001 ナス遺伝資源の特性評価および種子増殖 

  （佐藤翔・宮嶋・棚橋・長谷川） 

供試した 19 系統の収穫果実の多くは紫および緑色

で、果形は偏円やこん棒、円筒などが多くみられた。

系統内の形質分離は１系統で認められた。また、５系

統で目標の 100g 以上の種子、６系統で 50g 以上の種

子を得られた。 

 

002 ナス遺伝資源のうどんこ病抵抗性評価 

（宮嶋・佐藤翔） 

 ナス遺伝資源 71 系統のうどんこ病抵抗性を診断し

た結果、ナス種３系統とナス属の近縁種３系統で抵抗

性をもつ個体がある可能性が示唆された。 

 

(2) 土壌実態調査による土壌管理と土壌炭素量の関

係解明（農地管理実態調査） 

研究の背景と目的 

温室効果ガス排出量については、温室効果ガスイン

ベントリを毎年作成し、国連気候変動枠組条約事務局

に提出することが義務付けられている。この温室効果

ガスインベントリ報告に必要なデータを収集するため、

新潟県の農地・草地における土壌の炭素量や土壌炭素

の含有量に影響を及ぼす有機物管理の方法など農地管

理の実態調査を実施する。 

 

003 農耕地土壌炭素実態調査 

 （水野・栗林・本間） 

基準点ほ場の土壌炭素貯留量は稲わらまたはわら堆

肥の施用により、有機物無施用区に比べ多く維持され

る傾向であった。新たに設置した定点調査の水田ほ場

における土壌炭素貯留量および有機物管理実態はこれ

までの調査結果と同様の傾向であった。 

 

(3) 直播栽培拡大のための雑草イネ等難防除雑草の

省力的防除技術の開発 

研究の背景と目的 

県内の現地水田において、雑草イネに有効とされる

除草剤の体系防除効果を確認する。また、除草剤と併

せて農研機構等で開発された対策技術の被害低減効果

を明らかにし、雑草イネの防除体系を確立する。 

 

004 寒冷地南部における省力的防除技術の開発 

（服部） 

本県気象条件下では、雑草イネ種子の水田における

寿命は 2年以内で水稲２作目の夏以降に生存種子は見

られなかった。雑草イネに有効な除草剤３回処理と抜

き取りの実施により、多発ほ場でも３年以内に 10 株

/10a 以下の発生量まで雑草イネを低減できた。なお、

除草剤以外にも、水稲収穫後、概ね 1 週間以内に 70

㎏/10a の石灰窒素を散布することにより、稲わらが

ある条件でも５～９割の雑草イネの発生低減効果が見

られた。 

 

 (4) ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素

材の開発 

研究の背景と目的 

新潟県と農研機構野菜花き研究部門はユリにおいて

花弁の老化を制御する遺伝子を同定し、標的遺伝子を

ノックダウンすることで、切り花の日持ちが延長する

ことを明らかにしている。そこでユリにおけるゲノム

編集技術を確立するとともに、花弁の老化を制御する

遺伝子をゲノム編集によりノックアウトして日持ちが

延長したユリを育成する。 

 

005 ゲノム編集技術を用いた日持ち向上ユリ作出法の

開発 

              （野水・佐藤和） 

ゲノム編集でユリの花の老化に関連する遺伝子を破

壊した「アカプルコ」及び「ティアラ」は、非破壊系

統に対して日持ちが 1.5倍以上に延長することを確認

した。 

 

006 ゲノム編集に対応したユリの効率的遺伝子導入法

の開発 

             （野水・佐藤和） 

「アカプルコ」の培養りん片から再生した不定芽か

ら摘出した茎頂に線状の遺伝子をパーティクルボン

バートメント法により導入し、遺伝子導入した茎頂を

非選択培地で 10-15日間培養したのちに選抜培地で培

養することで形質転換体が得られた。 

 

(5) 鉄還元菌窒素固定の増強による低肥料バイオマス

生産 

研究の背景と目的 

水稲生産において重要な役割を担っている鉄還元

菌について、その窒素固定能力を既存の鉄資材を用

いて高める検証を行い、低肥料バイオマス生産技術

としての有効性を評価する。 

 

007 水田土壌への鉄資材施用による低肥料バイオマ
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ス生産技術の実証 

 （大峽・谷内田・廣田・前田） 

５年もしくは６年前に散布した鉄資材は作土中に

残存していたが、一部は次表層に流亡していること

が示唆された。しかし、水稲の収量や窒素吸収量の

増加が認められたことから、鉄資材の散布による土

壌窒素供給力の向上は継続されていることが示唆さ

れた。メタンガス発生量は、鉄資材の施用で６月ま

では削減傾向が認められたが、慣行窒素区で８月の

排出量が無施用区より多く、最終的な積算排出量も

多くなった。 

 

008 土壌の鉄還元菌窒素固定を高める最適な鉄資材

施用量や稲わら施用時期の検討  

（大峽・谷内田・廣田・前田） 

稲わらを秋すき込みした試験区では鉄資材の施用

量が増えると乾物重や窒素吸収量が増加したが、春

すき込みではそのような傾向が認められなかったこ

とから、稲わら秋すき込みのほうが鉄資材施用効果

が発揮されやすいことが示唆された。 

 

009 鉄還元窒素固定菌の割合を高める稲新品種の

開発  

       （大峽・谷内田・前田・廣田） 

 東京大学が選抜した品種のうち、KR37 は窒素吸

収量がコシヒカリ BL より多くなったが、収量・品

質は大きく劣った。KR8 は葉色が淡く推移したが、

収量・品質はコシヒカリ BL 並みだった。KH の生育

経過はコシヒカリ BL と同程度であったものの、登

熟歩合と精玄米重歩合が低く低収量であった。品質

はコシヒカリ BLより高かった。 

 

(6) 土壌微生物叢アトラスに基づいた環境制御による

循環型協生農業プラットフォーム構築 

研究の背景と目的 

大豆の高位安定生産には、排水性や地力の他、様々

な要因が複合的に関与していると考えられ、植物－微

生物－土壌環境の関連性について「マルチオミクス解

析」で因果関係を解明するために、各種データの収集

が図られている。本研究では主に大豆地上部の生育お

よび収量データの収集を行う。 

 

010 北陸サブモデル圃場栽培試験 

       （藤田） 

大豆栽培において、前年度と同様の化成肥料施用・

無施用・牛ふん施用に加えて、再生農法・土壌燻蒸処

理の５条件を設定し、大豆地上部の生育および収量

データを収集した。各データと子実重との相関を解析

した結果、成熟期の分枝および莢数の確保と子実病虫

害の抑制が増収につながることがわかった。 

 

 (7) 省力樹形に適した果樹品種・系統の選定と最適

な栽培管理方法の開発 

研究の背景と目的 

省力樹形を実際に導入した品種は一部の主要品種

に限られており、今後これらの省力樹形を普及させ、

国内の果実生産量を増やすために、品種特性に合わ

せた栽培方法を開発する必要がある。そこで、西洋

ナシのジョイントＶ字トレリス樹形の普及に向けた

技術を開発するとともに、ニホンナシ自家和合性品

種のジョイント樹形による省力的着果管理技術を確

立する。 

 

011 ジョイントＶ字樹形に適した品種の特性解明と

栽培管理方法 

         （大村・若桑） 

「ラ･フランス」の側枝管理方法の確立に向けた結

果枝の剪定において、長梢の切り詰めを繰り返しても、

長梢を誘引後切り詰める方法と比較して花芽形成数に

差は見られなかった。 

雪害対策として効果が認められた地下水を利用した

消雪方法において、前年より吐水量を減らしても十分

な消雪効果が確認された。 

 

012 ジョイント樹形における自家和合性品種の省力

的着果管理方法 

        （大村・若桑） 

自家和合性品種の「新美月」と「新王」、「なる

み」は、「幸水」と比較して摘果にかかる作業時間

がおおむね 30％以上削減されることが確認された。 

 

(8) 農地土壌炭素貯留等基礎調査事業における農地

管理技術検証 

研究の背景と目的 

水田土壌でメタン等の温室効果ガスの排出削減効

果があるといわれている中干し期間の延長及び稲わ

らの秋すきこみについて、知見が乏しい寒冷・積雪

地域を中心に実証を行い、温室効果ガスの排出削減

効果や水稲の生育・収量等に与える影響を明らかに

する。 

 

013 メタン削減に資する水田の栽培管理技術実証 

（大峽・谷内田・廣田・前田） 

 中干しの前倒しによって、中干し終了時には土壌表

面のひびが大きく、土壌も酸化的に推移したことで、

中干し終了時のメタンガス排出量は少なくなった。中

干し終了後もガス排出量は前倒し区で中干し慣行区と

同程度かやや少なく推移したことから、最終的な積算

排出量も前倒し区の方が少なくなった。稲わら処理で
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は、中干し終了までは春耕区に比べて秋耕区でメタン

ガスの排出量が少なくなった。しかし、中干し終了後

の８月上旬に秋耕区でメタンガスフラックスが大きく

なり、最終的な積算排出量も秋耕区の方が多くなった。

一酸化二窒素は作付期間を通じて排出量はほぼ０で

あったことから、水田において中干しの前倒しによる

一酸化二窒素の増加は考慮しなくても良いことが示さ

れた。 

 

(9) 需要に基づいた計画的・効率的な生産・流通体系

の構築と消費者への価値訴求プラットフォームの

提供に関する開発（戦略的スマート農業技術等の

開発・改良） 

研究の背景と目的 

現在の農業生産体系はプロダクトアウトが主流のた

め、需給のミスマッチが大きな問題となっている。そ

こで、需要予測や供給データ等を活用した需給マッチ

ング技術、需要に基づき計画的・効率的に生産するた

めの各種予測モデルを活用した栽培管理技術などの開

発を行う。 

 

014 需要に基づき計画的・効率的に生産するための栽

培管理技術 

              （遠藤・種村） 

イチゴ「越後姫」の供給予測技術の構築に向け、物

質生産に基づく収量予測モデルのパラメータ（光利用

効率、乾物果実分配率等）候補を決定し、開花果房数

や開花から収穫までの日数等の予測モデル候補を作成

するとともに、大玉果率のパターンデータを蓄積した。 

 

(10) 子実用とうもろこし（国産濃厚飼料）の安定多

収生産技術の開発 

研究の背景と目的 

温暖地である新潟県における主要な作物である水

稲及び大豆との競合を回避した飼料作物の栽培体系

を構築するために、田植え後大豆播種前の播種（５

月下旬～６月上旬）－稲刈り後大豆収穫前の収穫

（９月下旬～10 月上旬）を想定した、遅播き栽培

向け高能力品種を選定する。 

 

015 温暖地における遅播き栽培向け高能力品種の選定

（品田） 

とうもろこしの早晩性を示す相対熟度（RM）が

93～115 に属する６品種について６月上旬播種（遅

播き）と４月下旬播種（早播き）における生育特性、

収量性、子実水分推移等のデータを収集した。さら

に、湿害発生ほ場における６月上旬播種についても

同様のデータを収集した。本地帯における遅播き栽

培向け品種は、「34N84」と「LG30500」が有望であ

ると考えられた。また、RM による生育特性の違い

に関する知見のほか、６月上旬播種と４月下旬播種

の栽培上の相違点、６月上旬播種における試験ほ場

と湿害発生ほ場における相違点に関する知見を得た。 

 

(11) マウス体内における異種配偶子生産システム

の開発とその家畜への応用 

研究の背景と目的 

 異種胚盤胞補完法やエピゲノム編集技術などを用

いてマウス体内で異種の配偶子を生産するシステム

をラットで構築し、ウシへ応用することにより、そ

れらの産子を取得する技術を開発する。 

 

016 CRISPRoffシステムを用いた生殖巣および生殖

細胞を欠損した異種胚盤胞補完受容胚マウス作製 

（中川） 

 新潟大学において相同組み換え ES 細胞のイン

ジェクションによって 10 匹の雄キメラ産子の獲得

に成功。さらに自然交配によって CRISPRoff発現マ

ウス（ヘテロ）を獲得した。 

 

017 ウシ ES細胞の作成 

         （中川） 

 新潟大学においてウシとマウスの凝集キメラ胚を

作成するため、当センターで作成したウシ体外受精

卵を大学に提供した。 

 

(12) 水田メタン・玄米ヒ素等の同時低減技術の開

発と関与微生物群集構造・機能遺伝子の解明 

研究の背景と目的 

 栽培期間中における水管理や資材施用が土壌中の

カドミウム(Cd)・ヒ素(As)の形態別動態に及ぼす影

響を把握し、玄米 Cd 濃度を高めることなく、玄米

As 濃度の低減、温室効果ガス排出量の削減をする

ための実用的な資材施用法等を明らかにする。 

 

018 中部地方の細粒質班鉄型グライ低地土における

水管理・資材施用による水田メタン・玄米ヒ素・

カドミウム同時低減のための栽培管理技術の開発

（本間、水野、門倉） 

転炉宰および炭酸カルシウムの施用による同時低

減効果を検討した結果、資材施用による玄米ヒ素濃

度およびカドミウム濃度低下の効果は見られなかっ

たが温室効果ガス排出量は約３割減少した。 

  

(13) 省力的な IPM を実現する病害虫予報技術の開

発 

研究の背景と目的 

化学農薬の使用量を削減するためには、個々のほ

場における病害虫の発生リスクを把握することが重
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要となる。そこで水稲病害虫を対象に、メッシュ農

業気象データ等の予測情報を利用して、ほ場単位で

の病害虫の発生を予報する技術を開発する。 

 

019 いもち病の感染に関与する気象パラメータの収

集                

（堀・下條） 

 概ね６時間以上の葉面結露の持続が葉いもちの感

染につながったと推定された。結露は概ね湿度

90％以上、特に 95％以上で開始・継続する傾向で、

降雨や風で中断した。１km メッシュデータは気温

では実測値と概ね合致したが、湿度では実測値が

メッシュデータより高い傾向であった。 

 

020 紋枯病の発生予測システムの適合性の検証 

（下條・堀） 

１km メッシュ稲病害発生予測システムによる紋

枯病の発生予測は、夏季の高温・少雨の影響で実測

値は低かったにもかかわらず、予測値は各地点とも

に高めになった。平均気温以外の気象データを予測

のパラメータに加えることについて、さらに検討が

必要と考えられた。 

 

(14) ダイズ黒根腐病抵抗性を強化した品種の開発 

研究の背景と目的 

ダイズ黒根腐病については近年、野生種ツルマメか

ら本病抵抗性遺伝子座が検出され、大豆に抵抗性を付

与することで発病抑制効果が認められている。そこで、

新潟県優良品種「里のほほえみ」などに本病抵抗性を

付与した系統について抵抗性の評価を行う。併せて本

病発病程度を明瞭に判断する新たな検定法について効

果を検証する。 

 

021 新潟県ほ場での抵抗性系統の抵抗性評価 

（藤田） 

 抵抗性系統８系統のうち、「えんれいのそら」に

集積した１系統が達観評価において、また「里のほ

ほえみ」に集積した 2系統が剥皮評価において、比

較品種よりもダイズ黒根腐病の発病度が低下した。

さらに、黒根腐病発病ほ場の土壌分析を行い、達観

評価では「硝酸態窒素」および「電気伝導度」に、

剥皮評価では「交換性苦土」に発病度との相関関係

が確認された。 

 

022 新潟県ほ場での抵抗性系統の特性評価 

（藤田） 

 育成地から供試された５系統について栽培特性や

収量・品質を調査し、「エンレイ」系統については

収量および品質が良好な点で、作交 3098-3 をやや

有望と評価した。「里のほほえみ」系統については

青立ち抑制と収量性から、作交 448をやや有望と評

価した。 

 

023 黒根腐病抵抗性の科学的評価と検定法の改良 

（下條・堀） 

大豆の根部を剝皮した際の表皮下の着色度合いと

従来法による評価値との関係については、夏季の高

温・少雨の影響により少発生であったことから、今

年度も判然としなかった。 

 

(15) 畜産からの GHG排出削減のための技術開発 

研究の背景と目的 

農林水産分野における GHG 排出量のうち、家畜の

消化管内発酵や家畜排せつ物管理等の畜産由来が３

割を占めるため、排出削減が求められている。牛の

呼気中メタン排出量には個体差があり、その遺伝率

が高いため、低メタン産生牛作出のための育種方法

を確立し、GHG排出削減技術を開発する。 

 

024 低メタン産生牛作出のための育種方法の確立と応

用 

                  （山下） 

搾乳ロボットの飼槽で吸引収集した牛の呼気ガス中

メタンと二酸化炭素濃度が測定できる分析装置を用い

て、センターと農家の二か所で試験を実施した。延べ

167頭分のデータを得て、これまで83頭について解析

を行ったところ、メタン排出量は概ね既報値通りで

あった。また、上記の方法がメタン削減資材の評価に

応用可能かどうかを検討するため、削減飼料を添加し

た試験も実施し、51 頭のデータを得た（現在、解析

中）。 

 

(16) 次世代型土壌ICTによる土壌管理効果可視化API

開発と適正施肥の実証 

研究の背景と目的 

AI-土壌図、e 土壌図 PRO や土壌インベントリーPRO

を活用して、生産者がほ場一筆毎に有機物施用効果や

土づくり効果を営農支援ソフト上で可視化し、「化学

肥料使用量 30％低減」のほ場実証試験を行い、その

持続性をモデル検証する。 

 

025 土壌データ基盤の構築 

（本間・水野・栗林） 

 土地利用変化に伴う土壌種変化を精緻に予測できる

AI 学習器の構築のための簡易土壌調査を上越地域で

75ほ場実施した。 

 

026 土壌管理効果の可視化 

 （本間・水野・栗林） 

水田土壌温度を広域データ配信できる APIを開発し
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てダイズなどの作物群落を対象とした土壌温度水分モ

デルを高度化するため、水田土壌地温・水分およびダ

イズ畑地温を測定した。 

 

027 土壌管理効果の可視化による減肥実証試験 

 （本間・水野・栗林） 

水田および畑において、有機物施用や土づくり効果

を可視化し、「化学肥料の使用量 30％低減」を目指し

たほ場実証試験を実施した。 

 

(17) J-クレジット新規方法論等算定推進委託事業 

研究の背景と目的 

 農業分野における J-クレジットの方法論につい

てはまだメニューが少なく、新規の方法論の策定が

求められている。そこで、水田からの発生する温室

効果ガスであるメタンガスの削減に効果があると考

えられている農業用純鉄粉の施用が、温室効果ガス

の削減や水稲の生育、収量等に与える影響について

検証する。 

 

028 新潟県における鉄資材による水田メタン削減に関

する調査 

（大峽・谷内田・廣田・前田） 

鉄資材の施用によって土壌酸化還元電位は高く

（酸化的に）推移したが、土壌が酸化的になると減

少するはずの活性２価鉄は実証区で多く推移したこ

とから、鉄資材施用試験の場合、土壌活性２価鉄を

土壌の酸化還元程度を示す指標に用いることは問題

があることが示唆された。また、鉄資材の施用に

よって土壌が酸化的に推移することで、メタンガス

の発生量も削減することが示された。一酸化二窒素

は作付期間を通じて排出量はほぼ０であり、メタン

ガスとのトレードオフの関係は考慮しなくてよいこ

とが示された。 

 

(18) 農業副産物を活用した高機能バイオ炭の製造･

施用体系の確立 (グリーンイノベーション基金

事業) 

研究の背景と目的 

 バイオ炭を活用した農地炭素貯留できる営農技術

の普及を図るため、①バイオ炭の製造・施用コスト

を大幅に削減するとともに、②当該バイオ炭に農作

物の生育促進効果を有する有用微生物等を付加し、

高機能化することによって農作物の収量性を概ね２

割程度向上させ、また、③GHGの削減・吸収に貢献

する農産物であるといった環境価値を見える化し、

当該価値を農産物の価格に転嫁できるようにするこ

とにより、農地炭素貯留農法の収益性を向上させ、

農業者の導入インセンティブを高める。 

 

029 バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査(水稲)                              

（古川） 

次年度の栽培試験開始に備えて、バイオ炭袋 

(100L=10kg) に穴をあけ、ほ場を引きずって歩く方

法により、試験水田へのバイオ炭資材施用を行った。

10a 当たり 600kg のバイオ炭施用時間は１名で３時

間、バイオ炭の飛散は気にならず、マスク不要なレ

ベルであった。 

 

030 地域条件を考慮した栽培技術体系の確立 (水稲) 

（古川） 

バイオ炭を補助暗渠疎水材として条埋設した場合、

水稲生育への悪影響や GHG放出を促進することなく、

炭素貯留し得ると示唆された。 

 

031 バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査 (ト

マト)  

            （種村、遠藤） 

バイオ炭連年施用がトマトに及ぼす影響を明らか

にするため、培地にバイオ炭、ロックウール細粒綿、

ヤシ殻を用いて栽培試験を行ったところ、バイオ炭

はロックウールやヤシ殻と養分吸着･溶出の傾向は

異なるものの、同等の収量・品質が得られた。 

 

032 バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査(ブド

ウ) 

(堀川・原) 

５年分相当のせん定枝炭をシャインマスカットお

よびピオーネ 14 年生樹に表層施用した。表層 0-10

㎝の土壌の炭素濃度は上昇し、ブドウの生育、収量

や GHG発生に明らかな影響は認められなかった。 

 

033 地域条件を考慮した栽培技術体系の確立(トマト) 

              （種村、遠藤） 

高機能バイオ炭の連年施用が可能となる栽培技術

体系を確立するため、バイオ炭に微生物資材を添加

したトマト栽培における有機質肥料の吸収効率を検

証した。バイオ炭への微生物資材の添加は有機質肥

料の硝化を促進し、N 吸収量や乾物生産量を増加さ

せる効果があることを明らかとした。 

 

034 地域条件を考慮した栽培技術体系の確立(ブドウ) 

(堀川・原) 

園芸研究センターのブドウほ場から発生したせん

定枝は 252kgDW/10aであった。3月 17日または 4月

5 日に無煙炭化器により製炭した際の炭素の歩留ま

りは 30％程度で、せん定枝炭の発生量としては 45

㎏ DW/10a/y となった。 
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(19）ドローン画像解析に基づく果樹の効率的栽培管

理技術の開発 

研究の背景と目的 

ニホンナシでは、着果管理における省力化対応が

遅れており、また病害発生防止は予防的な効果が主

で、一度病害が発生してしまうと完全に抑え込むこ

とが難しい。そこで、ドローンによるセンシング

データ活用とドローン送風受粉、スポット散布を組

み合わせた新たな技術開発に取り組み、効率的な着

果管理体系、総合的病害防除体系を構築する。 

 

035 ドローン送風による受粉の省力化と自家和合性品

種の組み合わせによる着果管理技術の開発 

（大村・若桑） 

ドローン画像解析に必要な生態情報及び花芽数、

開花数の生育データを得た。また、ドローン送風受

粉に必要な飛行方法等のデータを得て、送風受粉の

ための情報を得た。 

 

036 ドローン撮影画像の解析によるデータ駆動型病害

対策技術の構築 

（五十嵐・長谷川） 

 セイヨウナシごま色斑点病の初期発生や重点防除

地点を発見するために、ドローンによる撮影を行っ

た。今後、撮影画像を分析し、ほ場での発生状況を

組み合わせて、防除技術を開発する。 

 

(20) 国内生産力の強化を図るための野菜品種の開発

（食料安全保障強化に向けた革新的新品種開発プロ

ジェクト） 

研究の背景と目的 

北陸地域の栽培環境において、農研機構が育成し

た青枯病抵抗性ナス「安濃交 10号」を対象に、露

地普通作型での栽培を実施し、生産力を含む数項目

の特性について明らかにする。 

 

037 青枯病抵抗性ナス品種候補の北陸地域露地普通

作型への適応性解明 

（佐藤翔・長谷川・竹田） 

 センター内の露地ほ場において自根栽培における

果実品質や生産力等について調査を実施した。また、

青枯病発生履歴のある現地ナスほ場の一部を使用し

て栽培し、病害に対する反応等について聞き取り調

査を実施した。 

 

(21) 緑肥の肥料効果の面的把握とすき込み方法の

改善に基づく減化学肥料栽培技術の開発 

研究の背景と目的 

子実用トウモロコシ残さの有効利用を図るため、

生育ステージ進行に伴う肥効や成分の動態を把握す

るとともに、それらのセンシング技術について検討

する。また、作物に適した緑肥種やすき込み時期の

選択が可能となるように、様々な緑肥を場内栽培や

参画機関から収集し、各々の生育ステージ、化学分

析値、推定窒素肥効等を収録したデータベースを作

成する。 

  

038 トウモロコシ残さの緑肥効果のセンシングと緑

肥成分データベースの作成 

       （小柳） 

完熟期のトウモロコシ茎葉における NDVI 値や

GNDVI 値と全窒素含量との間に相関関係は認められ

なかったが、乾物重や全窒素含量は他の緑肥に比べ

一定していたことから、一定数値で代替できる可能

性が示された。また、種類や生育ステージの異なる

緑肥試料を 70点収集し、化学分析値を得た。 

 

(22) コメ中の有害元素低減と水田からのメタン排     

  出抑制を両立する技術の確立 

研究の背景と目的 

 栽培期間中における水管理が土壌中のカドミウム

(Cd)・ヒ素(As)の形態別動態に及ぼす影響を把握し、

玄米 Cd濃度を高めることなく、玄米 As濃度の低減、

温室効果ガス排出量の削減をするための実用的な水

管理・資材施用法等を明らかにする。 

 

039 北陸地方の細粒質斑鉄型グライ低地土における

水管理技術の省力化 

   （本間、水野、栗林） 

 玄米 Asおよび Cd濃度の同時低減および温室効果

ガス排出量の削減を目的に「中干し完遂」、「中干し

完遂＋落水 1回」の水管理を比較した。その結果、

「中干し完遂」による玄米 As 濃度の低減効果は認

められなかったが、「中干し完遂と 4 日間の落水処

理」により約 17％低減した。一方、温室効果ガス

排出量はいずれも慣行と比較し半減した。 

 

(23) 高温耐性コシヒカリ BLの開発〔前期〕 

研究の背景と目的 

「新之助」や「ゆきん子舞」などの県育成品種か

ら高温耐性に関与する特徴的な遺伝子配列を特定し、

品種育成時に高温耐性の付与などを評価できるマー

カーを開発する。また、世代促進温室の利用により

戻し交配を年２～３回まで実現できる世代促進技術

を開発する。さらに高温耐性コシヒカリ BL の開発

に必要な高温耐性コシヒカリ同質遺伝子系統を育成

する。 
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040 DNA及び RNAマーカー選抜技術の開発 

（白矢・佐藤和・石橋） 

複数の高温耐性品種における DNA配列の比較解析

により高温耐性に関わる配列を特定し、一部マー

カーを開発した。また、戻し交配系統における形質

調査から、高温耐性獲得に効果がみられる複数の

マーカーを見出した。さらに、ゲノム解析により特

定された各高温耐性領域に存在する遺伝子のうち、

高温処理によって籾または止葉で変動する 72 遺伝

子を見出した。 

 

041 高速世代促進技術の開発 

（金井・橋本・石橋） 

 発芽率に与える交配後登熟日数の影響は小さく、

採種時期は交配後 30 日で特に問題ないものと思わ

れた。交配方式は袋がけ法が有効と判断され、発芽

処理は胚救済法が有望であった。 

 

042 高温耐性コシヒカリ BLの開発 

（石橋・橋本・白矢） 

 「ゆきん子舞」、「新之助」、新潟 124号など高

温耐性品種・系統とコシヒカリとの戻し交配を２回

実施した。今後さらに戻し交配を行なった後に、

マーカー選抜技術で高温耐性 QTL領域を持つ個体を

選抜する。 

 

043 マーカーによる高温耐性コシヒカリ BLの選抜 

（白矢・佐藤和・石橋） 

高温耐性品種・系統にコシヒカリを戻し交配し、得

られた集団から DNAマーカー選抜より複数の高温耐性

QTL保有個体を選抜した。 

 

(24) ”コメどころ”新潟地域共創による資源完全循

環型バイオコミュニティ拠点 

研究の背景と目的 

 地域資源を循環型させた持続可能な有機農業を実

現するために、地域で手に入る原料を用いて新規に

開発された有機堆肥入り混合肥料を用いた水稲有機

栽培試験を行い、その堆肥の特徴と改善点を明らか

にする。 

 

044 農業生態系オミクス解析のための基礎データの収

集 

       （大峽・谷内田・廣田・前田） 

 新たに開発した有機堆肥入り混合肥料の実証区で

は、水稲生育や収量・品質が有機慣行区より劣った

ことから、このままでは有機栽培用の肥料として扱

うのは難しいことが示された。 

 

(25) 高温・強風障害を克服するための新潟米栽培技

術 

研究の背景と目的 

温暖化の進展に伴い、猛暑日の頻度やフェーンリス

クが高まることが予想される。想定外の高温・強風

（フェーン）に遭遇しても品質低下を抑えられる技術

を開発するとともに、品質低下要因となる生体分子を

明らかにし、発現挙動を数値化することで被害リスク

の評価指標を構築する。 

 

045 強風（フェーン）被害予測システムの検証と利用

技術の確立 

          （佐藤徹・古川） 

県内４か所において気象観測装置を設置し、フェー

ン被害が予測される場合に配信される警戒情報を基

に、８月～９月の予測と実測の整合性を検証した結

果、前日及び 2日前の配信情報の予測精度が高いこと

を確認した。 

 

046 強風（フェーン）被害を回避する栽培体系の確立

（佐藤徹・古川） 

フェーン再現装置は、日中に遮光処理や前処理とし

て加湿することでフェーン被害が大きくなった。ほ場

でフェーン警戒情報に基づいてパラフィン入り肥料を

散布した結果、不稔が減少する事例がみられた。ケイ

酸追肥の効果は判然としなかった。 

 

047 適期収穫のための簡易な気象観測手法の検討 

（服部） 

Ｓ社温湿度計の非防水(MeterTH S1）及び防水タイ

プ(W3400010)の両機種ともに、強制通風式の気象観測

装置よりやや高い飽差値を示すものの、胴割れ粒発生

の注意喚起の指標となる６～９g/㎥程度の日平均飽差

の把握に活用できると考えられた。 

 

048 登熟期の高温を回避する栽培体系の確立 

（佐藤光） 

 移植時期が遅いほど品質が向上する傾向が見られた。

また、移植時期が遅いほど収量が低下する傾向が見ら

れたが、６月 10 日移植では収量が多かった。栽植密

度と肥料の違いが収量・品質に及ぼす影響は限定的で

あった。 

 

049 穂数 350本への誘導 

         （古川） 

全処理区で茎数が少なく推移し、対照区においても

穂数 350本に満たなかった。各種茎数抑制技術の効果

は確認されたが、茎数・穂数不足を助長する結果であ

り、穂数 350本への誘導は実現しなかった。 
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050 高温障害対策技術の評価と体系化 

  （佐藤徹） 

高温登熟対策として水管理や窒素施肥の被害軽減効

果を検証した。早期中干しや出穂期後飽水管理で整粒

歩合が高まった。また出穂期前追肥により玄米タンパ

ク質含有率が高まり整粒歩合が向上したが、いずれも

向上程度はわずかであり、異常高温下での抜本的な対

策が必要と判断された。 

  

051 生体分子指標に基づく高温及びフェーン被害の

影響把握及び対策技術の有効性評価 

  （白矢） 

コシヒカリの白未熟粒発生要因を遺伝子発現から

解析した。出穂期から 20 日間の連続した高温処理

では、デンプンと貯蔵タンパク質の合成能力の低下

及びデンプン分解能力の増加が白未熟粒発生の主要

因であることが示唆された。また、フェーン処理で

はデンプン分解能力及び細胞内ストレスの増加が主

な要因であることが示唆された。 

 

２ プロジェクト研究 

（26）水田園芸生産安定技術開発事業 

研究の背景と目的 

県内の水田は、土壌の物理性や化学性に問題があ

る事例が多く、野菜の安定生産にはこれらの改善が

急務と考えられる。転換畑での野菜生産を安定・向

上させるため、野菜の栽培に適した土壌に早期に改

善するための技術を開発する。 

 

052 土壌の物理性に及ぼす影響 

   （平原・秋山） 

緑肥の作付けによる透水性の改善を確認した。重

粘土壌においてはソルガムが適していると考えられ

た。また、根が耕盤層を貫通するには 60 日程度の生

育期間が必要であった。 

 

053 排水効果に及ぼす影響 

     （藤牧・太田） 

転換畑での野菜生産を安定・向上させるため、緑肥

の栽培が土壌物理性改善に及ぼす影響を調査した結果、

緑肥を栽培・すき込み処理した試験区では、無処理区

と比較して、畝内の排水性が向上する傾向が認められ

た。 

 

054 野菜の生育に及ぼす影響 

（長谷川・相川） 

 （場内試験）前年にソルガムとセスバニアを栽

培・すき込み後、タマネギの収量性を確認した。緑

肥の有無・種類による有意差は認められず、土壌の

化学性にもほとんど影響が認められなかった。 

（現地試験）大豆区、ソルガム区に加えてセスバ

ニア栽培区を設け、生育・収量調査を行った後、タ

マネギを栽培した（平成６年６月に収量調査を行

う）。 

 

055 土壌の化学性に及ぼす影響 

 （長谷川・相川） 

転炉スラグの施用が土壌の化学性に及ぼす影響を

調査した。転炉スラグ、消石灰、慣行苦土石灰施用

区を設けたが、いずれの区もタマネギ収穫後の pH

（H2O）が 6.0 前後に矯正された。収穫期の土壌分

析結果では、いずれの項目においても、施用資材の

違いに有意差は認められなかった。 

 

056 野菜の生育に及ぼす影響 

  （長谷川・相川） 

 ほ場試験区の収量は年ごとに向上しているが、こ

れは土壌の排水性の向上に伴うものと推定されるの

で継続調査をする予定である。一方、ポット試験で

は、アルカリ資材施用の１年省略は転炉スラグ施用

区の土壌㏗を低下させ、収量性に大きく影響し減収

した。 

 

057 一般ほ場の土壌の物理性・化学性等の実態 

（相川・長谷川） 

 現地の転換畑の実態調査を行った。転換畑土壌は

低 pH、低リン酸、及び塩基類不足の傾向が認めら

れたが、土壌がアルカリ化している事例もあった。

また、排水不良の事例も多く、野菜の栽培には適さ

ないほ場が多かった。 

 

058 砕土率を確保できる耕耘時の土壌水分の簡易判断

手法              （秋山・平原） 

重粘土における含水比は、土塊の粉砕やグリセリン

の増量及び補正を行うことで迅速法により精度よく測

定できた。加水区では、加えた水が吸着されるまでに

時間がかかり、測定誤差も大きくなる可能性があるた

め、迅速な判断には向かないと考えられた。 

 

(27) カーボンゼロ実現に向けた農業技術開発事業 

研究の背景と目的 

農業分野における温室効果ガスの発生抑制技術が求

められている。そのため、水田や畑地、施設園芸、米

菓製造等の農業・食品加工分野において、温室効果ガ

スの削減を実現するいくつかの技術を開発する。水田

や畑地では、炭素貯留と温室効果ガス削減の体系化を

図り、その効果を実証する。 

 

059 異なる土壌条件における各種有機物及びその炭化

物の炭素貯留特性 
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（栗林・本間・水野） 

 籾殻くん炭は湛水培養では土壌由来炭化物の消費を

抑制すると考えられた。もみ殻くん炭由来のケイ酸は

土壌に吸着されてから徐々に有効化する特徴を持つと

考えられた。 

  

060 有機物資材の炭素貯留効果の評価 

   （小柳） 

 ADF 値と ADL 値のみを用いる畑状態での経時的な炭

素貯留量推定式を構築した。また、ADF 含量と水田状

態下での１年後炭素残存量に高い正の相関関係が認め

られ、さらに ADF-C含量と炭素残存量がほぼ一致した

ことから、ADF 含量は施用１年後程度の炭素貯留効果

の指標になると考えられた。 

 

061 水田への籾殻炭化物等の投入効果 

 （栗林・本間・水野） 

 ほ場試験により、籾殻及び籾殻くん炭施用による水

稲・土壌への影響はないことを確認した。ライシメー

ター試験では、本年は収量及び品質に大きな区間差が

認められなかった。暗渠疎水材に籾殻くん炭を使用し

ても排水性に問題は見られなかった。 

 

062 水田転換畑（大豆）への籾殻炭化物等の投入効果

（藤田） 

炭素貯留源として籾殻くん炭資材を10aあたり現物

750kg 施用した結果、生籾殻施用および無施用の場合

と比較して、一酸化二窒素発生量および全生育期間

のGHG総量に差は見られず、大豆生育および収量にも

影響はなかった。籾殻くん炭は大豆栽培において炭

素貯留源として有効であると考えられた。 

 

063 畑地（野菜）への籾殻炭化物等の投入効果 

             （相川） 

籾殻くん炭を 750㎏/10a施用２年目のほ場におい

て、エダマメ、ブロッコリーの生育及び収量に影響

は認められなかった。ポット試験においては、

1.2t/10a の籾殻くん炭施用しても連用２年目の培

地でエダマメの生育抑制は認められなかった。 

 

064 準高冷地の黒ボク土における籾殻くん炭量 

（前田・西土） 

前年度に籾殻くん炭 750及び 1,200kg/10a をほ場

へ施用し、エダマメを連作した。土壌ｐH は弱酸性

のままで変化は少なく、生育と収量に影響はなかっ

た。またポット試験における直は栽培では、施用量

2.3t/10a以上で生育がやや劣った。 

 

065 果樹園へのせん定枝炭化物等の投入効果 

（原） 

せん定枝炭化物等を１樹あたり 50kg 施用したが、

施用した当年及び２年目は日本ナシの生育及び果実

品質、土壌条件に大きな影響は認められず、炭素貯

留に有効であると考えられた。 

 

066 暗渠疎水材への籾殻炭化物利用技術 

（太田・本間・水野・栗林） 

暗渠排水疎水材に籾殻くん炭を使用した場合、生

籾殻と比較して排水量は低くなったが、排水完了ま

での所要時間に変化は見られず、排水能力に差はな

いと考えられた。 

 

067 より効果が高い水管理方法 

（水野・栗林・本間） 

前延長中干しにより、中干し以降のメタン排出量は

減少し、メタンの総排出量は慣行中干し区に比べ約２

割減少した。中干しの違いによる生育・収量への影響

は認められなかった。出穂前の無降雨期間に４日間の

落水処理を行ったが、メタン発生抑制効果は認められ

なかった。一時落水による体積含水率の低下が十分で

ない可能性があり、落水のタイミングの検討が必要と

考えらえた。 

 

068 多収米栽培への適用技術 

       （古川） 

 多収性品種の単位面積当たりの GHG排出量は、コシ

ヒカリよりも多い結果であったが、単位収量あたりで

は同等であった。多肥条件で多収性品種を栽培するこ

とによる水稲バイオマスの増加が GHG排出量の増加要

因と推定された。 

 

069 新たな一酸化二窒素発生抑制技術の開発 

（堀川） 

植物繊維資材を前年に施用した２土壌（ライシメー

タ）でガス発生を調査した。N2O 発生抑制効果が期待

されるダニ類の増加は確認できず、ガス発生量も抑

制されなかった。 

 

070 リモートセンシングによるメタン発生抑制技術の

検討           （水野・門倉・本間） 

中干し実施状況の広域把握手法としてドローンセン

シングにより得られる NDWI（正規化水指数）の活用

可能性が示唆された。また、中干し適期判定には湛水

条件下における NDVI の活用可能性があるものの、

データの誤差要因について、さらに検討する必要があ

るものと考えられた。 

 

071 水田における炭素貯留、メタン削減体系の実証 

（門倉・本間・水野） 
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 籾殻または籾殻くん炭を施用し、慣行および適期中

干しを行った結果、メタン発生量に資材間差は認めら

れなかった。 

 

072 畑地における炭素貯留、N2O削減体系の実証 

（相川） 

砂壌土畑地への籾殻くん炭 750㎏/10aおよび混合

複合たい肥の施用はエダマメ・ブロッコリーの生長

と収量に影響しなかった。また肥料に混合たい肥複

合肥料を用いると燐加安よりも N2O 発生量が増加し

た。 

 

073 開発技術の LCA評価・経営評価 

    （守屋） 

土壌由来 CH4 排出量を前延長中干し 527.6kg-

CO2/10a として、前年度作成したコシヒカリ栽培モ

デルに適用すると、中干し変更により GHG排出量が

14％減少すると試算された。 

また、くん炭 250㎏/10a投入モデルを試算した結

果、約３割の GHG排出量削減と試算された。 

 

074 施設園芸における省エネ技術の開発 

（遠藤・種村） 

再エネ空調は燃油暖房に比べ、一次エネルギー消費

量を約３割、CO2 排出量を約５割削減可能であり、ラ

イフサイクルコストが燃油暖房より下回る年数は燃油

暖房＋空気熱 HPと同程度と試算された。 

 

075 施設園芸における省資源化技術の開発 

（堀川・種村） 

キュウリの養液栽培において耐病性品種とミヤコカ

ブリダニ製剤を導入することで、うどんこ病とハダニ

類の発生が減少し、殺菌および殺虫剤の散布回数を削

減できた。前年度までに、培地還元処理により肥料成

分が減少し、生育・収量は低下することを確認してい

たが、肥料成分減少を補う養液管理により、減収を回

避できた。 

 

076 米菓等の製造工程における省エネ技術の開発 

（髙橋・知野・大野） 

排熱回収装置の改良で 40％程度の熱回収率を得た。

排熱回収による米菓品質への影響はなかった。もち生

地水分 38％程度、蒸練蒸気圧 0.1kgf/cm2 以下で硬化

１日でも切断可能硬度に達し、１次乾燥時間も減少し

た。ただし米菓比容積が小さいため改良が必要であっ

た。本結果を基にモデル試算した結果、品質は異なる

ものの、製造時のCO2排出量は従来比で81.3％に低減

された。 

 

(28) スマート農業技術の実証と新技術開発 

研究の背景と目的 

近年のスマート農業技術や ICTの進展はめざまし

く、これらの技術は農業の様々な課題の解決に有効

な手段となり得る。今後、普及を進めるには、その

有効性を実証するとともに利用性を高める必要があ

る。 

 

077 開水路用各種給水管理装置の性能評価及び利用

効果の検証 

          （平原・秋山） 

 フロート式水位センサによる開水路用自動給水機

は、手動水管理と同等の精度で湛水管理及び飽水管

理を実施でき、省力化が可能であった。飽水管理時

は水位センサを塩ビパイプ等で囲い掘り下げること

で、田面下の水位を制御することが可能であった。

収量及び品質は手動水管理と同等以上に確保できる

と考えられた。 

 

078 ドローン等による画像データを利用した生育診

断法の開発 

       （水野・栗林・本間） 

センシング用のドローンを用いて斜め往復撮影を

行うことで、幼穂形成期の推定草冠高による倒伏リ

スク予測が可能である。また、NDVIと窒素吸収量

および倒伏程度には一定の関係が認められ、精密な

穂肥散布技術への活用が示唆された。 

 

079 スマート技術の導入指針の策定 

   （守屋） 

ドローンを利用した農薬散布作業のコスト（薬剤

費を除く）について、県内の 4経営体から聞き取り

を行い試算した結果、比較的高額な自律航行型で

あっても 30ha あれば地域慣行の防除経費と同等と

試算された。 

また、開水路用自動給水栓の 10ａあたり導入経

費について、２経営体から聞き取りを行い試算した

結果、約 20,000円から 35,000 円となり、また、水

路や取水口の構造が多様で設置可能なほ場が限られ

ることから、さらなる技術開発が必要と考えられた。 

 

080 環境情報・作物情報を活用した栽培管理支援技

術の開発 

      （種村・遠藤・堀川・相川） 

キュウリの半促成作型および抑制作型において、

同じ作型であれば施設内気温を活用した同一の指標

により節数や収量の予測が可能と推察された。また、

イチゴの株あたり葉面積及び LAIの推定モデルを作

成した。 

 

081 現地実証 
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     （種村・遠藤・堀川・相川） 

キュウリについて、現地３ほ場における環境条件

と収量構成要素の関係解析を行った結果、土耕栽培

においてもつる下げ整枝は摘心整枝と比較して収量

性や品質に優れ、平均気温を指標とした節数や収量

の予測が可能と推察された。 

 

082 搾乳ロボット内給与飼料の栄養濃度の違いが、

乳生産、ルーメン発酵及び活動量等へ及ぼす影響 

（宮腰） 

PMRを共通とする管理下において、搾乳ロボット

内で給与する配合飼料について、CP及び TDN含量

の異なる３区（CP-TDN％：①16-68、②19-73、③23

-78）を設定し、６頭の泌乳牛を用い３×３ラテン

方格法で飼養試験を実施したところ、飼料摂取量や

乳生産、ルーメン発酵、血液性状等に大きな違いは

認められなかった。給与量が３kgと少なかったた

め、影響が小さかったと考えられる。 

 

083乳牛の個体データによる繁殖情報や疾病の推定

法 

                 （山下） 

ICT デバイス（発情発見装置）において、発情と

検知したシグナルのうち、卵巣所見やホルモン動態

と関連のあるものは 38.7％と低いことから、他の

牛の発情行動や群内順位に伴う誤検知が多いと推察

され、精度の向上には使用者が牛群の状況を適切に

把握し、情報を取捨選択する必要があると考えられ

た。また、ホルモン動態及び卵巣所見からは発情と

考えられるものの、シグナルが出ていない微弱発情

が 54.0％あり、これは泌乳最盛期で最も多かった。 

 

084 搾乳ロボット導入の経営評価 

     （宮腰） 

搾乳ロボット導入後の２又は３年間と導入前３年

間の生産及び経営成績を比較した。搾乳ロボット飼

養は、つなぎ飼養よりも生乳生産量は 10 ポイント

増加した。また、疾病発症数は導入後３年間で減少

しなかったが、繁殖成績は改善した。搾乳ロボット

導入経営で県畜産経営指導指標の目標値である所得

率 20％以上に到達するには、55 頭規模で搾乳牛１

頭当たり生乳生産量が 10,200kg 以上必要と試算さ

れた。 

 

(29) 園芸作物の品質を低下させる生理障害の発生

原因究明と発生防止技術確立 

研究の背景と目的 

西洋なし「ル レクチエ」、オリエンタル系ユリ

切り花、チューリップ切り花は首都圏等への出荷量

が多く、市場評価が高い重要品目であるが、生理障

害の発生が問題となっている。このため現地調査や

土壌・植物体の成分分析、環境要因解析等により発

生要因の解明と対策技術の確立に資する。 

 

085 植物体、土壌の無機栄養状態と障害発生との関

連の解明 

      （堀川・種村・遠藤・相川） 

養液栽培管理の「ル レクチエ」樹をCa欠徐処理

したところ、果実のCa濃度は低下し、ブラックエン

ド障害の発生率が増加したことから、果実のCa欠乏

が同障害の原因と考えられた。 

 

086 カルシウム資材の施用が障害発生に及ぼす影響

の検討 

       （堀川・種村・遠藤・相川） 

硫酸カルシウムの土壌表面散布の連用（３年合計

500㎏/10a）により10-40㎝の下層でも交換性Caが増

加し、果実のCa濃度は高まったが、その程度は小さ

く、障害発生は軽減されなかった。 

 

087 果実の組織構造及び生体分子が障害発生に及ぼ

す影響の把握 

      （野水・佐藤和・白矢） 

障害発生程度の異なる果実から抽出したタンパク

質を解析した結果、カルシウム結合や乾燥に関連す

るタンパク質の発現変動が検出され、これらが障害

発生要因として推定された。 

正常果と障害果の果肉組織においてカルシウムの

マッピングを試みたが、組織以外のカルシウムを多

く検出したため違いはわからなかった。 

 

088 障害の発生状況と各要因の関連性検討 

（相川） 

オリエンタル系ユリに葉先枯れ症が発症した生産

者のほ場の土壌分析および水質分析を行ったが、土

壌化学性や水質と葉先枯れ症の発症に明確な関連性

は認められなかった。 

 

089 葉先枯れ症状の再現系の確立 

                   （相川） 

Naを含む水をかん水し、かつかん水量を制限する

ことにより、オリエンタル系ユリにおける葉先枯れ

症の発症が増加した。また、蒸散抑制剤の散布はほ

場試験と現地試験で発症を抑制しなかった。 

 

090 植物体内のカルシウム濃度とトップル発生の関

係性の解明 

             （種村・小池・和田） 

チューリップの養液栽培において障害発生を再現

することはできたが、障害の発生しない限界Ca濃度
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については判然としなかった。植物体のCa吸収量は

培地のCa含有量だけでなくMgなど他の成分含有量に

も影響されることが示唆された。 

 

091 栽培条件とトップル発生の関係性の解明 

（小池・和田・種村） 

チューリップのBox栽培において、根量を無処理

と比べ1/2量、1/3量となるように除去し栽培したが

、根量の違いがトップル発生に及ぼす影響について

は判然としなかった。しかし、根量が少ないと切り

花品質の低下や、葉のCa含量の低下が見られたので

、発根を良くする栽培管理が大切であると考えられ

た。 

 

092 チューリップ用切り花品質保持剤と併用処理効

果の検討 

        （小池・和田・種村） 

品質保持剤単独ではトップルの発生を抑制できな

いことが確認された。Ca 資材と品質保持剤を併用

する場合については、十分な量の Ca を吸液させる

ことや切り口の萎縮を防ぐため、最初に Ca 液を処

理する必要があることが確認された。また、併用処

理の場合には品質保持剤の吸液量が減少して、品質

保持剤の効果が十分に得られないケースがあること

を確認した。 

 

(30) 中山間地域の園芸産地拡大に向けた山菜の栽

培技術の開発 

研究の背景と目的 

フキノトウとタラノメは中山間地域における冬期

の収入源として重要な品目である。フキノトウにつ

いては近年、秋に地下茎を植える秋挿し栽培が増え

ているが、品質が不安定であるため、夏期の高温に

耐える管理技術を開発する。タラノメでは養成株に

おける立枯疫病の防除技術を開発する。 

 

093 フキノトウ秋挿し栽培技術の開発 

  （横山） 

 秋挿しの生育及び収量特性を把握した。夏期の高

温渇水条件下において散水や遮光により枯死率が減

少した。また散水で収量が高かった。白黒マルチに

は増収効果が認められなかった。２回目の追肥時期

は慣行から前後１か月ずらしても収量に影響を与え

なかった。 

 

094 菌の同定と発生要因の解明、診断方法の開発 

（前田・谷内田・廣田・大峽） 

 タラノキの立枯症状がPhytpphthora cactorum に

よる立枯疫病であることを確認した。また、罹病根

からは病原力の弱い別種の卵菌類が分離されており

、本菌の同定及びタラノキへの病原性については再

検討が必要となった。 

 

095 タラノキ立枯疫病の防除対策 

（前田・谷内田・廣田・大峽） 

タラノキ立枯疫病に対するメタラキシル・アゾキ

シストロビン粒剤の防除効果を現地ほ場において検

証した結果、本剤散布により、立枯疫病菌の被害を

軽減できることが明らかとなった。また、散布回数

は 1回よりも２回の方が防除効果は高まる傾向が認

められた。 

 

(31) 園芸分野における有機農業の実績・参入を容易

にする支援技術の開発 

研究の背景と目的 

本県における有機農業の取組は一部の農業者に限

られ、特に園芸分野の取組はごくわずかである。有

機農業の面積拡大を支援するため、営農形態にあわ

せて導入でき、生産の安定化・省力化が図れる支援

技術を開発する。 

 

096 有機栽培が容易な園芸品目（園研セ） 

（五十嵐・相川・土田） 

早生エダマメ、軽量葉物類、ビーツ、サツマイモ、

夏まきレタスを作付けした。エダマメは今回の作型で

は莢への被害が少なく、また慣行区との差がないため、

栽培は可能と考えられた。軽量葉菜類は不織布トンネ

ルにより害虫被害は軽減できたが、作型で生育に差が

生じた。サツマイモとビーツは病害虫の発生が少なく

発酵鶏糞でも化成肥料と同等の収量が得られた。夏ま

きレタスは慣行の化成肥料窒素量の２～４割増量した

発酵鶏ふんで同等の収量を得られた。 

 

097 有機栽培が容易な園芸品目(佐渡農技セ) 

  （土田・山本） 

 施肥後、太陽熱消毒を行った秋播きホウレンソウ

、コマツナにおいては、化成肥料等量でも慣行並み

の収量となった。ネギ、コマツナに関しては病害虫

防除の点で有機栽培は難しいことがわかった。 

 

098 不織布や防虫ネットを用いたトンネル栽培によ

る害虫防除効果 

        （土田・山本） 

キャベツの有機栽培はトンネル栽培で慣行と同等

の収量を得ることができた。また、施肥量に関して

は慣行窒素成分等量、２割増量、４割増量のうち、

２割増量の成績が優れた。 

 

099 畦立後太陽熱土壌消毒の抑草効果 

                （五十嵐、相川） 
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 夏まきにんじんのは種前に太陽熱消毒を実施した。

太陽熱消毒の効果により、雑草の発生は抑制された。

また、有機質肥料を窒素成分量にして慣行比２割増

やすことで慣行並みの収量が確保できることが示唆

された。 

 

(32) 胴割耐性水稲品種育成のための DNAマーカー

の開発 

研究の背景と目的 

近年、問題となっている水稲の登熟期における異

常高温は、胚乳内に亀裂が生じた胴割粒を多発させ

るため、食味の低下のみならず県産米のブランド力

の低下が危惧される。そこで、胴割耐性品種の開発

を加速化させるため、その原因となる遺伝子配列を

特定し耐性判別マーカーを開発する。 

 

100 胴割耐性水稲品種育成のための DNAマーカーの

開発 

              （白矢・石橋） 

８通りの品種の組み合わせによる DNA配列の比較

解析から、胴割耐性に関わる 13 の領域を特定し胴

割耐性を評価することが可能な７つの DNAマーカー

を開発した。また、胴割発生に関わることが推測さ

れる 117遺伝子を見出した。 

 

(33) 日本なし自家和合性新品種と西洋なし「ル レ

クチエ」の苗木安定供給技術確立 

研究の背景と目的 

県育成日本なし新品種やジョイント栽培の導入に

より、苗木の需要が増加しているが、十分な量が確

保できない状況が生じている。そこで、県内果樹苗

木生産業者と協力して接ぎ木苗生産の実証研究を実

施し、技術開発と同時に優良苗木の安定生産体制を

確立する。 

 

101 マメナシ実生台木の安定増殖と高品質接ぎ木苗

生産技術確立 

         （大村・若桑） 

 マメナシ果実の収穫時期（11 月、12 月）、採種

時期（12 月、１月）を換えて播種後の発芽率を調

査したが、発芽率に差は見られなかった。発芽資材

はジフィーセブン Cを用いた方が発芽揃いと初期生

育が良かった。 

 

102 優良系マメナシ台木のクローン増殖技術のリ

ニューアル 

          （野水・佐藤和） 

幸水開花日を基準として、開花 30 日後の穂木が

茎頂培養に適すると考えられた。 

シュートは 1 mg/l ベンジルアデニンを添加した

培地で培養することにより、８週間で５倍に増殖し

たが、そのまま同じ培地で 16 週間後まで培養を維

持することができた。 

 

103 日本なし新品種に適したジョイント栽培用大苗

の養成技術確立 

        （大村・若桑） 

ジベレリンペーストを前年より２週間早く塗布し

たところ、「新王」はジョイント用苗木に必要な長

さに達した。一方、「新美月」と「新碧」はジョイ

ント用苗木に必要な長さの苗木が 40～50％程度し

か確保できなかったが、前年より増加した。 
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３ 研究成果 
（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企業

の生産活動において活用できる情報（令和６年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

２ 

３ 

４ 

 

５ 

６ 

 

 

７ 

８ 

９ 

10 

 

11 

 

12 

13 

 

 

14 

 

 

 

15 

16 

17 

 

18 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

ドローンを用いた斜め往復撮影による水稲草冠高の把握とコシヒカリの倒

伏リスク予測 

新潟県における雑草イネの出芽消長と種子の寿命 

出穂期の目標 SPAD 値に誘導するためのコシヒカリの２回目穂肥診断 

DVR 法による水稲品種コシヒカリ、「こしいぶき」及び「新之助」の出穂

期予測 

極端な高温登熟年におけるコシヒカリの収穫適期のめやす 

適切な飽水管理等が自動化できる開水路用自動給水機の水位設定 

 

（複合営農推進に向けた技術） 

新潟県における菓子用小麦品種「ゆきはるか」の生育特性及び品質特性 

整枝作業が単純で収量が向上するきゅうりのつる下げ整枝法 

活着に優れるカリフラワーのスーパーセル苗 

西洋なしジョイントＶ字トレリス樹形栽培における地下水等を利用した消

雪方法 

塩化カルシウム溶液の水あげによるチューリップ切り花のトップル軽減技

術 

かき「突核無」の正月販売に適した長期貯蔵法 

24か月齢出荷が可能となる黒毛和種オス子牛の人工哺乳技術 

 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

タラノキに発生した立枯疫病に対するアゾキシストロビン・メタラキシル

M 粒剤による防除 

 

（食品産業振興に向けた技術） 

製品が硬くなりにくい微細米粉の製造技術 

魚臭を低減できる水産塩干品（一夜干し）の製造方法 

米由来のアレルゲンフリー・プラントベース食品「米マヨネーズ」の製造

技術 

西洋なし「ル レクチエ」におけるコルク状果肉障害果の光透過判別法 

 

基盤部 

 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

 

 

作研セ栽培科 

園研セ環境・施設科 

中農技セ 

園研セ育種栽培科 

 

園研セ育種栽培科、環

境・施設科 

食研セ園芸特産食品科 

畜研セ酪農肉牛科 

 

 

基盤部、中農技セ 

 

 

 

食研セ穀類食品科 

食研セ水産加工食品科 

食研セ食品工学科、園芸

特産食品科 

食研セ園芸特産食品科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

５ 

 

 

６ 

 

７ 

 

（農業共通基盤部門の技術） 

有機質資材に含まれる貯留炭素の畑状態における分解特性 

 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

遺伝子発現解析から示されたコシヒカリの登熟初中期のフェーン処理によ

る品質低下要因 

遺伝子発現解析から示された出穂期後の高温によるコシヒカリの白未熟粒

発生要因 

病害虫発生予察調査のデータを地図上に表示するアプリケーション 

アカスジカスミカメのジノテフランに対する感受性モニタリング法 

 

（複合営農推進に向けた技術） 

西洋なし「ル レクチエ」のブラックエンド障害は果実のカルシウム欠乏症

である 

チューリップ促成切り花栽培における生理障害トップルの発生を助長する

要因 

 

畜研セ生産・環境科 

 

 

バイオ部 

 

バイオ部 

 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

 

 

園研セ環境・施設科 

 

園研セ育種栽培科、環

境・施設科 
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No. 成果名 担当 

８ 

 

９ 

 

10 

 

 

11 

12 

 

 

13 

生花店等による処理を想定したオリエンタル系ユリ切り花への品質保持剤

の中間処理の効果 

オリエンタル系ユリにおけるアイリス黄斑ウイルスの葉及び花蕾の病徴と

球根伝染性 

低・未利用資源を含む飼料全般に適用できる消化性評価手法 

 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

ふきのとう促成栽培における秋定植作型の生育・収量特性 

薬用植物トウキの育苗方法 

 

（食品産業振興に向けた技術） 

乳酸菌を活用した無塩発酵漬物に関する基礎情報 

園研セ育種栽培科 

 

園研セ環境・施設科 

 

畜研セ生産・環境科 

 

 

中農技セ 

中農技セ 

 

 

食研セ園芸特産食品科 
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II 農業総合研究所・研究部  
 

組織構成図 

所 長 

副所長 

管 理 部 

農業革新支援担当 

総 務 課 

企画経営部 
企画調整室 

（連携推進担当） 

基盤研究部 

環境保全チーム 

土壌基盤チーム 

アグリ・フーズバイオ研究部 

生物工学チーム 
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１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 

 

 

 

 

 

 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 １ 企画経営部   

県単経常  

201 

202 

 

(1) 有機栽培の拡大に向けた販売戦略・営農条件の解明 

ア  

イ  

令５～７ 

 〃 

 〃 

（連携推進担当） 

 〃 

 〃 

 ２ 基盤研究部   

県単経常  

203 

204 

205 

 

206 

207 

208 

(1) 土壌機能を利用した環境保全型農業技術の開発 

ア 転炉スラグによる土壌病害防除技術の開発 

イ 微生物の機能評価及び利用技術の開発 

（ア）イネ及びトマトの共生微生物の多様性解析及び有用

菌株の選抜 

（イ）トマト共生微生物の同定と多様性解析 

（ウ）微生物を利用した病害抑制効果の検証 

ウ 稲わらのすき込み時期が雑草の発生に与える影響の解  

  明 

令４～６ 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

  

（環境保全チーム） 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

県単経常  

 

209 

210 

 

211 

 

(2) 生産現場における新技術を活用した多様な基盤研究の確

立 

ア ドローンおよび衛星データの利用技術の確立 

イ 新たな研究資源を活用した農業情報アプリや生育診断

技術の開発 

ウ 効率的な有機質資源や土作り資材の利用技術の開発 

 

令２～５ 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

（土壌基盤チーム） 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

 ３ アグリ・フーズバイオ研究部   

県単経常  

 

212 

213 

 

214 

 

（1）バイオ技術を用いた県産農産物品質安定化基礎技術の

開発 

ア ウイルス感染ユリを高感度で検出する基礎技術の確立 

イ 新潟県育成チューリップにおける不定芽誘導方法の検

討 

ウ 水稲における白未熟粒発生の年次及び栽培地域間差の

要因解明 

令５～７ 

 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

（生物工学チーム） 

 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

１ 企画経営部 

(1) 有機栽培の拡大に向けた販売戦略・営農条件の

解明 

研究の背景と目的 

有機農産物の生産量増加に伴う適正価格を解明す

るとともに、大規模に有機農業に取り組む経営体の

営農条件を解明する。 

 

201  

202 

 （担当者休職により研究実績なし） 

 

２ 基盤研究部 

(2) 土壌機能を利用した環境保全型農業技術の開発 

研究の背景と目的 

 将来にわたり持続可能な農業生産を行うため、環

境保全型農業の推進は重要な課題である。そこで、

土壌の持つ様々な機能を活かし、環境にやさしく、

かつ安定した農業生産量を確保するための技術開発

を行う。 

 

203 転炉スラグによる土壌病害防除技術の開発  

         （廣田・前田・谷内田・大峽） 

 転炉スラグ添加したコンテナでかぐらなんばんを

栽培し、青枯病の発病抑制効果を検証した。緩衝能

曲線により添加する転炉スラグ量を求めたが、規定

量の添加だけでは土壌 pH7.5に達せず、転炉スラグ

を再添加した。結果として、緩衝能曲線から求めた

転炉スラグ量の２割量が必要であった。。栽培期間

を通じて土壌 pH7.5以上が維持され、高温・多かん

水といった青枯病甚発生条件での栽培であったにも

かかわらず、かぐらなんばんの青枯病に対して一定

の発病抑制効果が認められた。 

 

204 微生物の機能評価及び利用技術の開発 

（前田・大峽・廣田・谷内田） 

 イネから分離した共生細菌のうち、同定の結果か

ら、新規性が高く有望と考えられた５菌株について、

育苗期におけるもみ枯細菌病に対する発病抑制効果

を調べた。その結果、１菌株において、浸漬時に種

籾に処理することにより、本病の被害を軽減するこ

とができた。 

 

205 イネ及びトマトの共生微生物の多様性解析及び

有用菌株の選抜 

（前田・大峽・廣田・谷内田） 

 栽培条件の異なるイネから分離した共生細菌のう

ち、病害抑制能の報告事例がなく、新規性の高い５

菌株について、育苗期におけるもみ枯細菌病に対す

る発病抑制効果を調べた結果、CR197 株で一定の効

果が認められた。 

 

206 トマト共生微生物の同定と多様性解析 

（前田・大峽・廣田・谷内田） 

 土壌還元消毒後及び有機栽培で育てたトマト根部

における共生細菌の多様性を調べた結果、有機栽培

における多様性の方が高かった。放線菌群とα－プ

ロテオバクテリアの構造は、土壌還元消毒後及び有

機栽培それぞれで特徴的であることが明らかとなっ

た。 

 

207 微生物を利用した病害抑制効果の検証 

（谷内田・前田・大峽・廣田） 

 ダニ及び植物系繊維の土壌施用の有無、及び肥料

の違いによるホウレンソウ萎凋病に対する発病抑制

効果を検証した。ダニ施用による発病抑制効果は判

然としなかった。ポット試験では植物系繊維施用に

より根部の発病抑制効果が認められた。肥料の違い

については、有機質肥料区の方が化学肥料区に比べ、

土中の萎凋病菌量増加に応じた根部の萎凋病発病度

の増加程度が緩慢な傾向であった。 

 

208 稲わらのすき込み時期が雑草の発生に与える

影響の解明 

   （大峽・谷内田・廣田・前田） 

水稲有機栽培において稲わらを春にすき込むと、

前年秋にすき込み場合と比べて雑草、特にホタルイ

の発生量が多くなった。またそれに伴い水稲の生育

や収量・品質も秋耕の方が優れた。 

 

(3) 生産現場における新技術を活用した多様な基盤

研究の確立 

研究の背景と目的 

 農耕地土壌図やメッシュ農業気象データといった

農業基盤データやリモートセンシングデータの利用

環境の整備が進んできたことから、これらを利活用

するための基盤技術の開発を行う。また、生産現場

では地力低下や地球温暖化抑制が課題であることか

ら、効果的な対策技術の開発を行う。 

 

209 ドローンおよび衛星データの利用技術の確立 

 （本間・水野・栗林） 

サーモカメラ搭載のドローンにより出穂後の水稲群

落の表面温度を測定した結果、蒸散速度との明確な関

係は認められなかった。 

衛星データから得られる農地における GNDVI の時期

的変化により、作付けの有無や栽培品目の推定ができ

ることが示唆された。  
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210 新たな研究資源を活用した農業情報アプリや生

育診断技術の開発 

       （本間・太田） 

複数の気象要因と生育データを説明変数として、

収量および玄米タンパク質含有率の予測モデルを作

成し、予測精度を検証した結果、収量は高い精度で

予測可能であったが、玄米タンパクは予測精度が劣

った。 

 遠隔地において現地の画像を確認するスマートフ

ォンアプリを開発し運用したところ、高温条件下で

動作が不安定となったことから、十分な温度対策を

施した装置が必要と考えられた。 

 

211 効率的な有機質資源や土作り資材の利用技術の

開発 

 （栗林・水野） 

コシヒカリの全量基肥栽培において高溶出ケイ酸

資材の側条施肥を行った結果、資材を全層施肥した

場合の半量でも、前年同様にケイ酸吸収量および収

量の増加が認められた。籾殻の収穫後投入量

500kg/10a 以上の連用により、稲体有効態ケイ酸の

増加効果が見らた。また、1,250㎏/10aまでの単用

及び 750kg/10aまでの連用では、水稲の生育・収量・

品質に影響を与えないと考えられた。 

 

３ アグリ・フーズバイオ研究部 

(1) 県産農産物の高品質化に向けた新たな基礎技術

の開発 

研究の背景と目的 

近年の急激な気温上昇等の影響により、これまで見

られなかったような農産物の品質低下や病害が発生し

ており、それに対応する技術が求められている。そこ

で、病気感染株の高感度検出技術、組織培養による大

量増殖方法の開発、障害における栽培地域間差の要因

解明により県産農産物の品質安定化を図り、県産農産

物のブランド力向上を目指す。 

 

212 ウイルス感染ユリを高感度で検出する基礎技術

の確立 

             （佐藤和・野水） 

PlAMV と LMoV の LAMP 用プライマーセットを

作成し、それぞれのウイルスに感染したユリを使用し

て検出を検証した結果、設計したプライマーで LAMP

反応が確認された。 

 

213 チューリップの新品種育成期間短縮法の開発 

            （野水） 

チューリップの不定芽または不定胚を再生させるた

めにりん片と花茎を培養した。りん片はカルスの形成

のみ認められた。花茎はシュートの再生が認められた

が、内生細菌のコンタミによりほとんど枯死したため、

品種間差異を評価することはできなかった。 

 

214 水稲の白未熟粒発生における年次及び栽培地域間

差の要因解明 

             （白矢） 

気温及び湿度の違いがデンプン代謝、乾燥、細胞内

ストレス応答、貯蔵タンパク質生成に影響し、白未熟

粒の発生に地域間差が認められることが示唆された。

また、本年の外観品質の低下は、デンプン代謝の低下、

ストレスの増加による細胞代謝の乱れ、及び玄米窒素

量の低下が要因と推察された。出穂後の追肥及び出穂

前のカルシウム資材の処理は白未熟粒発生の抑制に寄

与することが示唆された。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和６年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

 

２ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

ドローンを用いた斜め往復撮影による水稲草冠高の把握とコシヒカリの倒

伏リスク予測 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

タラノキに発生した立枯疫病に対するアゾキシストロビン・メタラキシル M 

粒剤による防除 

 

基盤部 

 

 

基盤部、中農技セ 

 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

２ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

遺伝子発現解析から示されたコシヒカリの登熟初中期のフェーン処理によ

る品質低下要因 

遺伝子発現解析から示された出穂期後の高温によるコシヒカリの白未熟粒

発生要因 

 

バイオ部 

 

バイオ部 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

なし   

 

イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

水田土壌における鉄還元菌の高解像度な群集構造解析（美世 一守、増

田 曜子、大峽 広智、妹尾 啓史、伊藤 英臣） 

土と微生物（77）,102 令５．６．９  

～11 

Optimal drain timing for simultaneous reduction of arsenic and 

cadmium concentration in rice grains．（ Toshimitsu Honma, 

Hidetaka Katou, Ken Nakamura） 

4th Global Soil Security 

Conference 2023（GSS2023） 

令５ .６ .26

～28 

水田転換畑への籾殻炭化物投入による、ダイズ収量および温室効果ガ

スの影響（藤田 与一、 水野 貴文、本間 利光） 

日本作物学会講演会要旨集 

256，3 

令５．９．12 

 

玄米中Cd濃度低下を目的とした炭酸石灰施用とその必要量（中村 乾、

加藤 英孝、薄井 雄太、本間 利光） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 5 

令５．９．12

～14 

水田土壌への酸化鉄鉱物の添加による鉄還元菌の活性化を介したメ

タン生成抑制（千原 光貴、増田 曜子、大峽 広智、妹尾 啓史） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 11 

令５．９．12

～14 

出穂前後各３週間の同一水管理における玄米As・Cd濃度と気象要素の

関係 －同一圃場における10年間のほ場試験の結果－（本間 利光、門

倉（金子）綾子、水野 貴文、牧野 知之、中村 乾、加藤 英孝） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 68 

令５.９．12

～14 
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水田土壌に存在する低結晶性鉄鉱物による鉄還元菌窒素固定活性の

増強（佐藤 咲良、清水 優希、増田 曜子、大峽 広智、小暮 敏博、高

橋 嘉夫、妹尾 啓史） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 87  

令５.９．12

～14 

畑土壌における牛ふん堆肥を含む指定混合肥料の連用が土壌や作物

に及ぼす影響（廣田 早紀、谷内田 学、石川 伸二、冨樫 直人、田中 

治夫） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 112  

令５.９．12

～14 

転炉系スラグの5年間連用が玄米中無機ヒ素濃度におよぼす影響（山

口 紀子、 須田 碧海、 馬場 浩司、 中村 乾、 薄井 雄太、 伊藤 正

志、 本間 利光、 中田 均、 楠田 理恵、 河村 紀衣、 西田 美沙子

、藤村 澄恵、原田 夏子、春日 純子、松本 真悟） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 142 

令５.９．12

～14 

窒素固定活性上昇のために水田に散布した鉄資材による温室効果ガ

スの削減（大峽 広智、佐藤 咲良、増田 曜子、伊藤 英臣、妹尾 啓史

） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 144 

令５.９．12

～14 

土壌の炭素貯留を目的としたもみ殻くん炭の性質および土壌化学性

へ与える影響（金子(門倉)綾子、本間 利光、水野 貴文） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (69), 155 

令５.９．12

～14 

転炉スラグを用いたかぐらなんばんの青枯病に対する発病抑制効果（

廣田 早紀、前田 征之） 

日本土壌肥料学会関東支部

東京大会 

令５.11．25 

異なる水管理がコメ中ヒ素，カドミウム濃度および温室効果ガス発生

に及ぼす影響（本間 利光、水野 貴文、中村 乾、山口 紀子、馬場 浩

司、常田 岳志） 

日本土壌肥料学会関東支部

東京大会 

令５.11．25 

低カドミウム吸収品種‘コシヒカリ環1号’を用いたコメ中ヒ素、カド

ミウム濃度とメタン排出量の同時低減（本間 利光、須藤 重人、牧野 

知之、中村 乾、加藤 英孝、安部 匡、石川 覚） 

第 28回ヒ素シンポジウム 令５.11．30

～12.１ 

新潟県における農耕地土壌の炭素貯留量の実態と土壌管理による変

化について（本間 利光） 

新潟アグロノミー 令５.12．１ 

水稲の有機栽培における土壌微生物叢の変化（二川 倫、大峽 広智、

山﨑 真一、市橋 泰範、志田 洋介、小笠原 渉） 

長岡バイオエコノミーシン

ポジウム 2024 

令６．２．

27 

アイガモロボ®に初期慣行除草を組み合わせた効果的な水稲有機栽培

除草体系（大峽 広智、中村 哲也、藤井 義晴、大川 泰一郎） 

日本作物学会第 257 回講演

会要旨集，43 

令６．３.28

～29 

ユリ花被の老化制御遺伝子の特定とゲノム編集による花被の老化を

遅延したユリの作出（渋谷 健市、佐藤 和人、野水 利和、奥原 宏明

、近藤 正剛、小林 仁） 

第 40 回日本植物バイオテ

クノロジー学会大会要旨

集，69 

令５.９．10

～13 

ユリにおける高効率形質転換系の開発とゲノム編集（野水 利和、佐 

藤 和人、渋谷 健市） 

第 40 回日本植物バイオテ

クノロジー学会大会要旨

集，37 

令５.９．10

～13 

気象変動による炊飯物性変動要因となるタンパク質の探索（白矢 武

士、太田 沙由理、土田 徹） 

北陸植物学会 2023年大会 令５.11．11

～12 

ユリのMYB12プロモーターは花被片特異的に発現し，ユリの分子育種

に有用である（山岸 真澄、白 宇、野水 利和） 

園芸学会令和６年度春季大

会 

令６．３．

23～24 

米飯プロテオミクスによる気象変動下での食味変化要因となるタン

パク質の発現解析（白矢 武士、太田 沙由理、佐藤 徹、土田 徹） 

日本作物学会第 257 回講演

会要旨集，60 

令６.３．28

～29 

 

（３）現地指導 

なし 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１） 指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令５.10.26  堀之内たらの芽生産組合ほ場巡回・全体会議 30 前田 征之 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行事 内容 講師 

令５.７.12 新潟大学理学部 授業科目「科学・技術と

社会」講義 

農業研究における基礎研

究の活用例について 

白矢 武士 

令５.12.８ 新潟食料農業大学 農業気象学集中講義 新潟県農業総合研究所に

て実施しているドローン

を活用した研究開発の取

組を紹介 

水野 貴文 

 

（６）研修生受け入れ    

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

長浜 采希 新潟大学 インターンシップ 令５.９.25～29 アグリ・フーズバイオ

研究部 

 

（７）取材対応    

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

令５.６.30 新潟放送 暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 白矢 武士 令５.７.６ 

令５.８.28 テレビ朝日 暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 白矢 武士 令５.８.28 

令５.９.５ テレビ新潟放送 暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 白矢 武士 令５.９.７ 

令５.９.26 NHK新潟放送局 暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 白矢 武士 令５.10.６ 

令５.10.23 新潟放送 暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 白矢 武士 令５.10.29 

令５.10.25 テレビ新潟放送 暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 白矢 武士 令５.10.31 

令５.10.31 新潟テレビ 21 暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 白矢 武士 令５.11.16 
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４ 総務報告 

（１）施設（農業総合研究所・作物研究センター） 

所 在 地 長岡市長倉町 857番地 

建物面積 延 10,268 ㎡ 

圃場面積 田 14.51ha、畑 4.25ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 8,783     8,783 

維持管理費 40,071   51 95 39,925 

経常研究費 2,371     2,371 

ほ場・飼育管理費 0     0 

受託試験費 9,561    9,561 0 

政策研究費 45,250    26,534 18,716 

備品整備費 283     283 

施設整備費 5,445     5,445 

その他（庁舎修繕費含む） 10,434     10,434 

その他（他課事業） 15,683     15,683 

合   計 137,881 0 0 51 36,190 101,640 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 所長 

副所長 

水沢 誠一 

吉川 力 

（土壌基盤） 専門研究員 

 〃 

主任研究員 

研究員 

 〃 

技術員 

 〃 

本間 利光 

藤牧 洋介 

水野 貴文 

栗林 将也 

太田 秀徳 

中村 信之 

飯濱 康輔 

管理部・総務課

（庶務） 

 

管理部長・総務課

長 

庶務係長 

主査 

主任 

主事 

 

波多野 孝則 

 

戸田 健一 

鳥部 美幸 

細貝 裕子 

青木 和憲 

 
アグリ・フーズ

バイオ研究部 

 

アグリ・フーズ

バイオ研究部長 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

研究員 

白鳥 豊 

 

佐藤 和人 

野水 利和 

白矢 武士 

相原 浩太郎(兼務) 

堀川 拓未(兼務) 

石橋 俊明(兼務) 

山下 舞(兼務) 

企画経営部 

企画調整室 

 

 

連携推進担当 

企画情報部長 

企画調整室長 

専門研究員 

 〃 

専門研究員 

 〃 

 〃 

吉川 力 (兼務) 

黒田 智久 

堀内 千鶴子 

松井 崇晃 

守屋 透 

小泉 薫 

樋口 泰浩 

基盤研究部 

（環境保全） 

基盤研究部長 

専門研究員 

 〃 

主任研究員  

 〃 

石川 浩司 

前田 征之 

谷内田 学 

大峽 広智 

廣田 早紀 

農業革新支援担

当 

 

副参事 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

佐野 晃 

加藤 文洋 

佐藤 誠 

田辺 茂郷 

小潟 信雄 

田村 良浩 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 

３月31日付 

転出 

〃 

〃 

〃 

転入 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

退職 

〃 

〃 

石本 万寿広 

門倉 綾子 

高浪 裕三 

高橋 浩之 

水沢 誠一 

波多野 孝則 

吉川 力 

石川 浩司 

黒田 智久 

松井 崇晃 

栗林 将也 

太田 秀徳 

飯濱 康輔 

眞島 操 

保坂 直人 

牛腸 奈緒子 

中山間兼高冷地センター長 

経営普及・副参事 

農地管理・主任 

作研・技術員 

所長 

管理部長 

副所長兼企画経営部長 

基盤・研究部長 

企画・企画調整室長 

企画・専門研究員 

基盤・研究員 

基盤・研究員 

農総研・技術員 

退職 

退職 

退職 

企画・企画調整室長 

基盤・専門研究員 

基盤・専門研究員 

農総研・技術員 

副所長兼企画経営部長 

砂防・課長補佐 

農大・教授兼稲作経営科長 

病害虫防除・次長 

企画・専門研究員 

作研・専門研究員 

上越農林部・技師 

新潟巻農業部・技師 

作研・技術員 

所長 

管理部長 

基盤・研究部長 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

滅菌器（殺菌器・乾熱滅菌器） 

サブマリン式電気泳動装置 

ラボ用乾熱滅菌器 SK801（ヤマト科学株式会社） 

Pico-96（タイテック株式会社） 

 

（６）派遣研修者 

   なし 

 

（７）参観者数 

   なし 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明の名称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

カドミウム吸収抑制資材及び稲の栽培

方法 

門倉 綾子・本間 利

光・前田 征之・大峡 

広智 

特願 

2009-236195 

平 21.10.13 

特開 

2011-83194 

平 23.４.28 

第 5282344号 

平 25.６.７ 

稲用含鉄資材、稲用含鉄資材の製造方

法及び稲用含鉄資材の施用方法 

伊藤 公夫・井本 健

夫・白鳥 豊・犬伏 和

之 

特願 

2014-251235 

平 24.12.11 

特開 

2016-113312 

平 28.６.23 

第 6474601号 

平 31.１.８ 

水田土壌用硫化水素検知装置及び水田

における硫化水素の発生状況確認方法 

白鳥 豊・土田 沙由

理・古川 勇一郎・阿部 

大介・三木 孝昭 

特願 

2015-218346 

平 25.11.６ 

特開 

2017-090149 

平 29.５.25 

第 6507352号 

平 31.４.12 

稲の白未熟粒発生率予測方法、稲の整 

粒歩合予測方法及び稲の栽培方法 

白矢 武士・土田 沙由 

理・佐藤 徹・東 聡志 

特願 

2017—185414 

平 29.９.26 

特開 

2019-58103 

平 31.４.18 

第 6933838号 

令３.８.24 
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水田用除草具及び水田雑草防除方法 白鳥 豊 特願 

2019-48492 

平 31.３.15 

特開 

2020-146009 

令２.９.17 

第 6970449号 

令３.11．２ 

農耕地用一酸化二窒素低減材及び農耕

地における一酸化二窒素発生量の低減

方法 

白鳥 豊・土田 沙由

理・妹尾 啓史・平柳 

貴弘・永峰 賢・深野 

透 

特願 

2018-154828 

平 30.８.21 

特開 

2019-52296 

平 31.４.４ 

第 7170259号 

令４.11．４ 

 

 

イ 実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

エ 登録品種 

なし 

 

（９）栄誉 

部課名・職名 氏 名 栄誉名 受賞年月日 栄誉の概要 

基盤研究部・部

長 

石川 浩司 全国農業関係試験研究

場所長会研究功労者表

彰 

令５.６.23 コシヒカリマルチラインの永続的

利用技術の開発 

アグリ・フーズ

バイオ研究部長 

白鳥 豊 農業技術功労者表彰 令５.12.８ 水田におけるメタン発生抑制と硫

化水素「見える化」技術の開発 
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III作物研究センター  
 

組織構成図 

育 種 科 新品種開発チーム 

原種生産管理チーム 

高品質栽培チーム 

水田高度利用チーム 

病害虫チーム 

栽 培 科 

作物研究センター長 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 １ センター内プロジェクト   

県単経常  

 

301 

302 

303 

304 

 

305 

 

306 

 

 

307 

308 

309 

 

 

310 

(1) 持続可能な水田農業推進のための生産技術の確立 

ア 高品質安定生産技術の改善 

（ア）水稲気象感応生育調査 

（イ）「新之助」の生育に適した全量基肥肥料の検討 

（ウ）硫黄被覆肥料による基肥一発施肥体系の確立 

（エ）除草剤抵抗性ノビエの防除法の検討 

イ 省力・低コスト栽培技術の検証 

（ア）生育調節剤などを利用した老化苗活性化技術 

ウ 農業 ICTを活用した生育診断 

（ア）栽培管理支援情報伝達システムによる出穂期予測・追

肥診断の精度検証 

エ 稲種子発芽試験（収穫直後）における品種別休眠打破法 

（ア）品種別休眠打破法の効果 

（ウ）種子の休眠を深めるための高温登熟処理の効果検証 

（エ）休眠性の深い品種の休眠打破法 

オ 大豆種子発芽試験における子実水分の影響及び前処理方

法の検討 

（イ）奇形粒・腐敗粒の発生を抑制する前処理方法 

令３～５ 

 

 〃 

〃 

令４～５ 

令３～５ 

 

〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

  

  

 〃 

育種科、栽培科 

 

栽培科 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

  

 〃 

 

 

育種科 

 〃 

 〃 

  

 

 〃 

県単政策  

 

311 

312 

 

313 

314 

315 

316 

317 

(2) 主要農作物種子生産・供給対策事業 

ア 水稲優良品種選定調査 

(ア) 基本調査（本調査） 

(イ) 現地調査 

イ 大豆優良品種選定調査 

（ア）系統適応性検定 

（イ）本調査 

（ウ）現地調査 

ウ 麦類優良品種選定調査 

エ 県内のいもち病菌レース 

令５ 

 

 〃 

〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

育種科、栽培科 

 

育種科 

〃 

 

栽培科 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 ２ 育種科   

県単経常  

318 

319 

 

320 

321 

322 

323 

324 

325 

326 

(1)水稲の基幹品種の育成 

ア 粳、酒、糯、新形質米の有望系統の育成 

イ DNAマーカー選抜法を用いたいもち病ほ場抵抗性系統の

育成 

ウ 新系統「新潟 139号」の概要 

エ 新系統「長 2516」の概要 

オ 新系統「長 2576」の概要 

カ 新系統「長 2626」の概要 

キ 新系統「長 2579」の概要 

ク 2023年の異常高温年における高温耐性系統の探索 

ケ 胴割粒発生率調査 

平９～ 

 〃 

平 29～ 

 

令 5 

〃 

〃 

〃 

〃 

 〃 

〃 

（新品種開発） 

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 
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 ３ 栽培科   

県単経常  

 

 

 

327 

328 

329 

330 

331 

 

332 

333 

 

 

 

334 

335 

336 

337 

338 

339 

 

340 

 

341 

342 

(1) 栽培技術の高度化に対応した先進的病害虫管理技術の開発 

ア 水稲の低コスト栽培、高品質栽培を支援する病害虫管理技術

の開発 

（ア）病害虫の発生実態と対策技術 

a 新規育苗箱施用剤によるいもち病育苗期感染防止効果 

b 新規育苗箱施用剤による本田いもち病防除効果 

c 新之助における効率的な紋枯病防除法の検討 

d 多収性晩生品種における紋枯病の影響  

e 普通ソバの花粉媒介に貢献する昆虫種の探索             

（イ）薬剤感受性のモニタリング 

  a ばか苗病菌の DMI剤感受性 

  b QoI 剤耐性いもち病菌非存在下における QoI 剤散布のい

もち病防除効果の確認 

イ 大豆「里のほほえみ」の病害虫防除体系の確立 

（ア）病害の発生実態と対策技術 

a 葉焼病の薬剤防除効果の中規模実証 

b 葉焼病の２回防除の効果 

c 葉焼病のスポット防除の効果 

d 大豆の生育と葉焼病発病程度の関係 

e 葉焼病の品種間差の検討 

f 各種薬剤の紫斑病防除効果 

（イ）総合的防除体系の確立 

  a ダイズカメムシ類とマメシンクイガの同時防除 

ウ ICT等を活用した簡便な病害虫調査手法の開発 

（ア）ICT等を活用した捕虫器（トラップ）の開発 

（イ）画像解析による簡便な病害虫調査手法の検討 

令４～６ 

  

 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

（病害虫） 

 

 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

  

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

県単経常 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

343 

 

 

 

344 

 

345 

(2) 新潟県版複合営農体系の確立に向けた技術開発 

ア 水田における農産物安定生産技術の開発 

 （ア）気象感応調査 

a 大豆気象感応調査 

イ 効率的な水田利用を可能にする支援技術の開発 

（ア）先端技術を取り入れた生育診断技術や機械操作技術等

の確立 

a 固定式カメラによる水稲生育情報の把握 

 ウ 持続可能な水田活用のための技術開発 

 （エ）ソバにおける発酵鶏ふんの化学肥料代替効果の検証 

令４～６ 

 

 

〃 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

（水田高度利用） 

  

  

〃 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

県単政策  

 

346 

347 

 

348 

 

349 

 

350 

(3) 斑点米カメムシ類の新たな防除体系の確立 

ア アカスジカスミカメの発生動態の解明 

（ア）アカスジカスミカメの個体群動態 

（イ）アカスジカスミカメの移動分散能力 

イ 斑点米カメムシ類の新たな防除体系 

（ア）アカスジカスミカメに対する数種殺虫剤の防除効果と 

  特性 

（イ）斑点米カメムシ類の薬剤感受性モニタリング 

ウ 発生予察データの再解析と高度化 

（ア）発生予察データの再解析と高度化 

令３～５  

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

 〃 

 

 〃 

（病害虫） 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

  

 〃 

 

 〃 
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外部資金  

 

351 

(4) 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の側条施用技

術等の検討 

ア 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の側条施用

技術等の検討 

令５～６ 

 

 〃 

（病害虫） 

 

 〃 

外部資金  

 

352 

(5) 高密度播種育苗とペースト二段施肥による省力･環境保全

型水稲栽培技術の検討 

ア 高密度播種育苗とペースト二段施肥による省力･環境保

全型水稲栽培技術の検討 

令５～７ 

 

 〃 

（水田高度利用） 

 

 〃 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究課題及び調査事業概要 

１ センター内プロジェクト 

(1) 持続可能な水田農業推進のための生産技術の確

立 

研究の背景と目的 

 農業経営の大規模化や ICTの農業利用が浸透して

きており、作業の効率化が求められている。また、

水稲種子生産での収穫・乾燥作業に伴う発芽率低下

の改善、稲品種の貯蔵性の違いに基づいた効率的な

種子生産の実現が求められている。そのため、水稲

の省力・低コスト栽培技術及び優良種子を安定的に

生産するための基礎技術を構築する。 

 

301 水稲気象感応生育調査 

 （服部） 

梅雨明け以降の無降雨、異常な高温と乾燥が収穫

期まで続き、過去にない高温登熟条件となった。「こ

しいぶき」、コシヒカリ、「新之助」とも登熟後期

の葉色低下、玄米品質の著しい低下、基部未熟粒な

ど白未熟粒の多発、玄米蛋白質含有率の低下が見ら

れた。 

 

302 「新之助」の生育に適した全量基肥肥料の検討

 （佐藤光） 

全量基肥肥料の既存３銘柄を施肥窒素量５kg/10

ａで施肥し、生育・品質・収量を調査した。いずれ

の銘柄も生育に大きな支障は認められなかったが、

出穂期前に葉色が大きく低下しており、最適な肥料

溶出パターンの継続検討が必要と考えられた。 

 

303 硫黄被覆肥料による基肥一発施肥体系の確立 

 （佐藤光） 

硫黄被覆肥料では、施肥窒素量 5.4kg/10aよりも

6.4kg/10aの方が生育量及び収量が確保された。し

かし、出穂期前後の葉色が大きく低下したため、肥

料の配合の検討が必要と考えられた。 

 

304 除草剤抵抗性ノビエの防除法の検討 

 （服部） 

シハロホップブチル等に抵抗性を示すノビエ系統

に対して、シハロホップブチル・フロルピラウキシ

フェンベンジル乳剤は高い除草効果を示した。散布

適期に約１葉程度余裕を持った処理であったが、除

草剤抵抗性ノビエ系統に有効な剤と考えられた。 

 

305 生育調節剤などを利用した老化苗活性化技術  

（古川） 

薬害の出やすい除草剤及び高密度播種による老化

苗の移植により初期生育が抑制され、品質に差はな

かったものの減収傾向が認められた。老化苗に対す

る生育調節剤の活性化効果 (生育促進効果) は限定

的であった。 

 

306 栽培管理支援情報伝達システムによる出穂期予

測・追肥診断の精度検証 

 （佐藤徹） 

出穂期の目標 SPAD 値に誘導するための２回目穂

肥の診断法として、２回目の穂肥時の窒素量と SPAD

値から穂肥量を診断する診断式を作成した。また、

コシヒカリ、「こしいぶき」、「新之助」の出穂期

を気温と日長から DVR法で予測するためのパラメー

タを決定し、予測方法を開発した。 

 

307 品種別休眠打破法の効果 

 （高添） 

水稲種子審査における規定の休眠打破方法の効果

を品種別に調査した。収穫３週間後に調査する場合、

「わたぼうし」では処理不要、「つきあかり」は規

定の方法では不十分、その他品種は予熱処理が必要

であった。水浸漬の効果は、品種を問わずほぼ認め

られなかった。 

 

308 種子の休眠を深めるための高温登熟処理の効果

検証 

                              （高添） 

休眠の深い水稲種子を得るため、水田に小型ビニ

ルハウスを設置して登熟中後期の温度を高めた。「つ

きあかり」、「五百万石」及びコシヒカリでは休眠

を深めることができたが、「いただき」では差が生

じなかった。 

 

309 休眠性の深い品種の休眠打破法 

 （高添） 

休眠の深い水稲種子の発芽試験における休眠打破

方法を検討した。休眠打破処理については予熱 50℃

処理の日数を延長することで、発芽温度については

変温管理することで、種子の休眠覚醒を促すことが

できた。最も効果が高かったのは、予熱 50℃・14日

処理＋変温発芽であった。 

 

310 奇形粒・腐敗粒の発生を抑制する前処理方法 

 （加藤） 

シャーレ（直接水分添加、水分添加＋高吸水性ポ

リーマー）及び紙おむつによる大豆の子実水分の調

整を実施した。添加水量と処理時間の違いによる子

実水分の変化は、品種・粒大にかかわらず概ね同様

な傾向であった。また、発芽率調査における腐敗粒

や子葉の損傷程度は、置床時の子実水分が低いほど

高い傾向が認められ、特にエンレイでその傾向が強

かった。 
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(2) 主要農作物種子生産・供給対策事業 

研究の背景と目的 

主要農作物におけるブランド力を強化して農業所

得を確保するためには、実需者等のニーズを踏まえ

た良食味・高品質な品種を県優良品種に選定して普

及推進する必要がある。このため、新潟県種子条例

に基づき優良品種選定調査を行う。 

 

311 基本調査（本調査） 

 （橋本） 

11 系統を供試し、新潟 128 号を除く 10 系統をや

や有望と評価した。 

 

312 現地調査 

 （東） 

４地域の普及指導センターによる総合評価は、新

潟 126号は１地域で中、３地域で棄却。新潟 131号

は１地域で有望、２地域で中、１地域で劣る。新潟

135号は２地域で有望、１地域で中、１地域で棄却。

３ヶ年の結果、新潟 135号を優良品種候補とした。 

 

313 大豆優良品種選定調査（系統適応性検定） 

 （川上） 

高温と干ばつの気象条件下で「里のほほえみ」よ

り子実重が多かった刈系 1109号と新系 17号をやや

有望とした。 

 

314 大豆優良品種選定調査（本調査） 

 （川上） 

関東 155号は高温気象でも子実重 20.5kgと多く、

外観品質が良く、タンパク質含有率が高いため、や

や有望とした。同様に収量性の高い東北 191号と北

陸５号、外観品質の良い関東 144号をやや有望とし

た。加工適性による評価は調査中である。 

 

315 大豆優良品種選定調査（現地調査） 

 （川上） 

東山 239号は成熟期が早く、難裂莢の性質を有し、

黄葉と落葉が斉一で収穫期の判断が容易なため、普

及の有望度が高いと評価した。関東 144号は外観品

質が良く、収量性が高く、高タンパク質含有率の特

性ともあわせて、普及の有望度が高いと評価した。 

 

316 麦類優良品種選定調査 

 （川上） 

大麦は収量性が高い北陸皮 66号、北陸皮 72号、

北陸皮 76号、北陸皮 78号、北陸皮 79号を有望とし

た。小麦は外観品質の良い東北 237号、収量性の高

い東北 239号を有望とした。 

 

317 県内のいもち病菌レース 

 （堀・下條） 

県内で分離したいもち病菌 378菌株を供試したと

ころ、「コシヒカリ新潟 BL３号」、「同４号」、「同

10号」に病原性を持つレースが分離されたが、現在

使用されている抵抗性品種「コシヒカリ新潟 BL３

号」、「同４号」に病原性を持つレースの分離頻度

はわずかであった。 

 

２ 育種科 

(1) 水稲の基幹品種の育成 

研究の背景と目的 

新潟県の稲作が今後とも産地間競争に打ち勝つた

めには、全国に先駆けて商品性の高い新たな品種を

開発し、実用化することが極めて重要である。将来

にわたり食料供給県としての地位を維持するため、

本県での栽培に適する優良な水稲基幹品種を育成す

る。 

 

318 粳、酒、糯、新形質米の有望系統の育成 

  （橋本） 

優良品種選定予備試験に供試した粳・酒・糯・新

形質米 106 系統のうち 26 系統を有望またはやや有

望と評価した。晩生粳系統の長 2561 に新潟 139 号

を付与した。 

 

319 DNAマーカー選抜法を用いたいもち病ほ場抵抗

性系統の育成 

            （金井） 

DNA 分析で新之助/岩手 89 号//5*新之助 B5F3から

Pb1と pi21をホモで持つ６個体を選抜した。同様に

新之助/奥羽 430 号//5*新之助 B5F3から Pb1 と Pi39

をホモで持つ６個体を選抜した。 

 

320新系統 新潟 139号の概要 

     （福原） 

 新潟 139号は「新之助」より成熟期が５日遅い晩

生系統である。品質、食味は極良、耐倒伏性はやや

強、葉いもち抵抗性は弱である。 

 

321 新系統 長 2516の概要 

       （石橋） 

長 2516は「越淡麗」に葉いもちほ場抵抗性遺伝子

pi21を導入した同質遺伝子系統で、葉いもち強、穂

いもちやや強である。玄米千粒重が原品種の「越淡

麗」よりやや大きいが、その他の形質は「越淡麗」

と同質である。 

 

322 新系統 長 2576の概要 
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     （石橋） 

長 2576は「越淡麗」に葉いもちほ場抵抗性遺伝子

pi39を導入した同質遺伝子系統で、葉いもち強、穂

いもちやや強である。その他の形質は「越淡麗」と

同質である。 

 

323新系統 長 2626の概要 

      （東） 

長 2626は「わたぼうし」に葉いもちほ場抵抗性遺

伝子 pi21 を導入した同質遺伝子系統で、葉いもち

やや強、穂いもち中である。その他の形質は「わた

ぼうし」と同質である。 

 

324新系統 長 2579の概要 

      （東） 

長 2579は「わたぼうし」に葉いもちほ場抵抗性遺

伝子 pi39 を導入した同質遺伝子系統で、葉いもち

やや強、穂いもち中である。その他の形質は「わた

ぼうし」と同質である。 

 

325 2023年の異常高温年における高温耐性系統の 

探索 

               （石橋） 

異常高温年となった 2023 年の生産力検定及び温

水かけ流し検定の玄米品質を分析し、既存の高温耐

性品種・系統を１ランク以上、上回る系統を探した

ところ、早生熟期で６系統、晩生熟期で２系統を見

出した。 

 

326 胴割粒発生率調査 

        （東） 

採取時に籾水分が低い品種・系統は胴割粒が多発

する傾向が見られた。降雨日翌日採取のサンプルは

穀粒判別器の胴割粒の減少が目立った。降雨日＋14

日における目視調査の胴割耐性基準品種の胴割粒率

を基準として、供試品種・系統の胴割耐性の判定を

試みた。 

 

３ 栽培科 

(1) 栽培技術の高度化に対応した先進的病害虫管

理技術の開発 

研究の背景と目的 

 生産者のニーズが多様化する中、病害虫の発生様

相の変化に伴い新たな病害虫の顕在化が懸念され、

従来型の病害虫防除技術だけでは対応が難しくなっ

てきている。そのため、品種や栽培方式毎の病害虫

発生リスクを把握し、生産者のニーズに対応したき

め細やかな病害虫管理技術を構築する。 

 

327 新規育苗箱施用剤によるいもち病育苗期感染防

止効果 

             （下條・堀） 

抵抗性誘導剤ジクロベンチアゾクスを含む育苗箱施

用剤は、苗いもち病に対して対照のプロペナゾールを

含む剤とほぼ同等の防除効果が見られた。カスガマイ

シン液剤との体系処理による防除効果について、引き

続き検討が必要である。 

 

328 新規育苗箱施用剤による本田いもち病防除効果

（堀・下條） 

少発生条件下において、いずれの薬剤も７月下旬ま

で発病を抑制したが、プロベナゾール含有剤処理区で

効果が低い傾向であった。トリプルキック箱粒剤区で

は７月下旬以降効果が低下する傾向が認められた。移

植箱数が少なく、また少発生であったことから、移植

箱数を調整し多発生条件下で再度検討する必要があ

ると思われた。 

 

329 「新之助」における効率的な紋枯病防除法の検討 

       （下條・堀） 

 「新之助」における紋枯病について、現地ほ場での

８月上旬防除は発病進展を抑制したが、夏季の高温・

少雨の影響で減収抑制効果は判然としなかった。また

所内ほ場における紋枯病の発生程度、発生時期と収量

等との関係は、病原菌接種区内での発病のバラツキが

大きく、かつ全体的に収量が低かったため判然としな

かった。 

 

330 多収性晩生品種における紋枯病の影響 

                  （下條・堀） 

 「あきだわら」において７月後半から紋枯病を発病

させた場合、出穂期前の防除により病勢進展が抑えら

れ、減収が抑制される傾向が見られた。「みずほの輝き」

でも、出穂期前の防除により病勢進展が抑えられたが、

収量等への影響は判然としなかった。 

 

331 普通ソバの花粉媒介に貢献する昆虫種の探索 

（髙橋・岩田） 

 現地普通ソバほ場における訪花昆虫相として４目

18 科 35 種が記録された。体表の花粉付着量およびほ

場内密度から、ヒメヒラタアブ属とクロマルハナバチ

が花粉媒介の重要種であることが示唆された。 

 

332 ばか苗病菌の DMI剤感受性 

     （堀・下條） 

プロクロラズ剤耐性ばか苗病菌が 2020～2023 年に

確認され、耐性菌率は低下傾向であった。また、プロ

クロラズ感受性とペフラゾエート感受性は交叉する傾

向が見られた。 
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333 QoI 剤耐性いもち病菌非存在下における QoI 剤散

布のいもち病防除効果の確認 

 （堀・下條） 

2018年以降、QoI剤耐性菌は 2020年に１菌株が確認

された以外は６年間殆ど確認されていない。墨黒穂病

防除のために QoI剤を使用する「わたぼうし」等、対

象品種を限定すれば QoI剤をいもち病防除に再使用し

ても同耐性菌による防除効果低下は起こりにくいと考

えられた。 

 

334 葉焼病の薬剤防除効果の中規模実証 

  （堀・下條） 

 ８月上旬頃の薬剤散布により発病進展が抑制され、

わずかに百粒重が増加する傾向が認められたが、生育

ムラとの関連も考えられ、防除効果は判然としなかっ

た。８月中旬散布においてもわずかに発病進展が抑制

されたものの、防除効果は判然としなかった。 

 

335 葉焼病の２回防除の効果 

      （堀・下條） 

 ７月下旬～８月中旬頃の銅剤散布により発病進展が

抑制され、散布回数増加により防除効果は向上したも

のの、その差は小さかった。葉焼病の防除は発生初期

の防除効果が高いが、本試験では初発がかなり早かっ

たため、十分な防除効果が得られなかった可能性が考

えられた。全体に小粒傾向であり、発病と収量との関

係は判然としなかった。 

 

336 葉焼病のスポット防除の効果 

     （堀・下條） 

 初発確認後のスポット防除により発病が抑制される

傾向が認められたものの、初発時の発生程度や生育量

の差に影響され、防除効果は判然としなかった。 

 

337 大豆の生育と葉焼病発病程度の関係 

 （堀・下條） 

 無防除か所の調査結果では、生育量（主茎長）と葉

焼病発病程度に相関が見られ、主茎長が長いほど発病

程度が高くなった。 

 

338 葉焼病の品種間差の検討 

  （堀・下條） 

発病程度と熟期との関連は認められなかった。同

一品種における発病程度はほぼ同様の傾向を示した。

一部品種において年次変動が見られた。 

 

339 各種薬剤の紫斑病防除効果 

    （堀・下條） 

 夏季に顕著な高温乾燥条件が続き、極少発生のた

め防除効果の判定はできなかった。発生の多い条件

で再検討する必要がある。 

 

340 ダイズカメムシ類とマメシンクイガの同時防除 

（岩田・髙橋） 

 ９月上旬（子実肥大初期）の殺虫剤散布によるダ

イズカメムシ類およびマメシンクイガに対する防除

効果を検討した。現地「里のほほえみ」ほ場で数種

殺虫剤の防除効果を比較し、２種の殺虫剤では無散

布と比較してダイズカメムシ類およびマメシンクイ

ガの被害粒が減少した。 

 

341 ICT等を活用した捕虫器（トラップ）の開発 

 （岩田・髙橋） 

 誘殺虫を撮影してデータ伝送するフェロモントラ

ップ（以下、カメラ付トラップ）を現地ほ場に設置

し、実用性を検討した。カメラ付トラップは、誘殺

数が少なかった５～７月は粘着板の交換回数を削減

できた。カメラ付トラップは従来のトラップの代替

として利用できる。 

 

342 画像解析による簡便な病害虫調査手法の検討 

（岩田・髙橋） 

 ハスモンヨトウとオオタバコガについて、カメラ

付トラップの撮影画像から自動で検出・計数する AI

を作成した。AIによる計数結果と目視による計数結

果の決定計数はハスモンヨトウでは 0.85、オオタバ

コガでは 0.79 であった。AI の検出・計数精度は、

捕獲数が増加するに従い低下する傾向があった。 

 

(2) 新潟県版複合営農体系の確立に向けた技術開発 

研究の背景と目的 

米需要の減少による米価の下落から、水稲のみに

依存しない複合営農体系を導入した経営体の確立が

急がれている。そこで、水田での園芸作物の有効な

基盤条件等の調整法や、大豆・麦・そばなどの畑作

物の持続可能な高位安定生産方法を確立するととも

に、水稲栽培の省力化に向けた技術を開発する。 

 

343 大豆気象感応調査 

   （藤田） 

大豆生育期間を通して気温は平年より高く、梅雨

明け以降は高温・干ばつの気象となった。適度に土

壌水分を確保した条件では莢数が確保されたが、高

温により百粒重が小さくなる傾向となり、収量は平

年並みであった。品質も子実肥大期に高温が続いた

ため、不定形裂皮粒の発生が多かった。 

 

344 固定式カメラによる水稲生育情報の把握 

 （平原・秋山・佐藤光） 

草丈と茎数は、生育診断が重要な時期は概ね推定値
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と実測値が近い値となり、生育の傾向をとらえること

ができた。葉色は、推定値と実測値のずれが大きかっ

た。調査データは協力分担機関へ提供した。 

 

345 ソバにおける発酵鶏ふんの化学肥料代替効果の検

証 

                 （秋山・川上） 

ソバを対象とした発酵鶏ふんの化学肥料代替効果を

検証した結果、ほぼ同等の生育及び収量が得られたた

め、低コストな栽培体系として利用できると考えられ

た。また、高窒素鶏ふんは低窒素鶏ふんより少ない施

用量、肥料経費で化学肥料の代替ができると考えられ

た。 

 

 (3) 斑点米カメムシ類の新たな防除体系の確立 

研究の背景と目的 

新潟県では近年アカスジカスミカメの発生量が増加

し、令和２年産米では斑点米被害が多発生した。アカ

スジカスミカメの発生動態及び防除薬剤の効果・特性

を明らかにし、効果的、合理的な斑点米カメムシ類の

防除体系を確立する。さらに発生予察情報を高度化す

るため、これまで蓄積された発生予察データを再解析

し、斑点米カメムシ類の発生予察技術を改良する。 

 

346 アカスジカスミカメの個体群動態 

（岩田・髙橋） 

３年間、複数地区で水田周辺の雑草地と水田の斑

点米カメムシ類の発生量を調査した。雑草地のアカ

スジカスミカメ密度は７月上～中旬が最も高く、８

月上旬には低下した。水田における個体群動態は、

アカスジカスミカメ、アカヒゲホソミドリカスミカ

メともにイネの出穂期の影響を受けた。 

 

347 アカスジカスミカメの移動分散能力 

 （髙橋・岩田） 

室内試験でアカスジカスミカメ成虫の飛翔速度

を測定した。雌雄で差は見られず、前年度測定した

飛翔時間とあわせると、１時間あたり最大で 2.2km、

１回の飛翔で最大 760m の潜在的な移動能力を有す

ることが示唆された。 

 

348 アカスジカスミカメに対する数種殺虫剤の防除

効果と特性 

             （岩田・髙橋） 

現地の「つきあかり」、コシヒカリ、「あきだわら」

ほ場において、マルチローターを用いて品種の多様化

に対応した適期防除の効果を実証した。実証区は斑点

米率が無散布区よりも低く、防除効果が確認された。

マルチローターを用いることで、早生から晩生まで適

期に合わせた殺虫剤散布ができた。 

 

349 斑点米カメムシ類の薬剤感受性モニタリング 

（髙橋・岩田） 

３年間で県内全域のアカスジカスミカメのジノテ

フランに対する感受性を検定した。令和５年度時点

では感受性低下個体群は確認されなかった。また、

アカスジカスミカメの野外採集成虫を用い、ジノテ

フラン液剤 4000 倍希釈で補正死亡率 80%以上であ

れば、感受性低下は見られないとする簡易検定法に

ついて、複数地点で実証試験を行ったところ、実用

可能な検定手法であることが示唆された。 

 

350 発生予察データの再解析と高度化 

  （岩田・髙橋） 

病害虫発生予察データを視覚的に発信するため、

予察データを地図上に表示するアプリケーションを

作成した。アプリケーションは GUIを持ち、マウス

を使って直感的に操作することができる。ユーザー

は地図データと調査地点の位置情報（緯度、経度）

があれば、予察データを地図上で可視化できる。 

 

(4) 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の

側条施用技術等の検討 

研究の背景と目的 

水稲の高密度播種苗移植栽培においては、育苗箱施

用剤を施用した場合、単位面積あたり施用量の減少に

伴い防除効果の低下が懸念される。そこで、側条施用

における育苗箱施用剤および 100g 施用や種子塗抹剤

等の防除効果を検討する。 

 

351 高密度播種苗移植栽培における育苗箱施用剤の側

条施用技術等の検討 

          （堀・下條） 

 高密度播種苗における育苗箱施用剤の側条施用は、

初期害虫およびいもち病の防除効果は高く、育苗コス

ト低減効果も認められた。高密度播種苗の 100g箱施用

区および種子種子塗沫区においても同様の効果が認め

られたが、種子塗沫区では調査データが一部得られな

かったことから、今後、再評価する必要がある。 

 

(5) 高密度播種育苗とペースト二段施肥による省力･

環境保全型水稲栽培技術の検討 

研究の背景と目的 

経営面積の拡大等により育苗や移植作業の労力削減

が求められていることや、プラスチック被覆緩効性肥

料による環境への悪影響が懸念されていることから、

高密度播種育苗（以下、密苗）とペースト二段施肥に

よる全量基肥施肥技術を組み合わせた、省力的かつ環

境に配慮した水稲栽培技術の新潟県での有効性を明ら
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かにする。 

 

352 高密度播種育苗とペースト二段施肥による省力･

環境保全型水稲栽培技術の検討 

 （平原・秋山・藤田） 

 密苗は使用苗箱数を慣行より５割程度削減でき、育

苗や移植時のコスト低減や作業負担の軽減が期待でき

る。ペースト二段施肥は初期生育が確保でき、収量・

品質も慣行と同等であったことから、従来のプラスチ

ック被覆緩効性肥料と代替が可能である。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和６年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

３ 

 

４ 

５ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

新潟県における雑草イネの出芽消長と種子の寿命 

出穂期の目標 SPAD 値に誘導するためのコシヒカリの２回目穂肥診断 

DVR 法による水稲品種コシヒカリ、「こしいぶき」及び「新之助」の出穂期

予測 

極端な高温登熟年におけるコシヒカリの収穫適期のめやす 

適切な飽水管理等が自動化できる開水路用自動給水機の水位設定 

 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

病害虫発生予察調査のデータを地図上に表示するアプリケーション 

アカスジカスミカメのジノテフランに対する感受性モニタリング法 

 

作研セ栽培科 

作研セ栽培科 

 

（２）研究発表 

ア 学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

マルチラインのイネにおける種子混合移植栽培がイネいもち病菌レ

ースの構成変化に及ぼす影響の格子モデルによる解析（石川 浩司、黒

田 智久、岩田 大介） 

日本植物病理学会報89 巻 

２号 

令和５年５

月 

コシヒカリマルチラインにおける構成同質遺伝子系統の計画的変更

によるイネいもち病真性抵抗性の持続的利用の検証（石川 浩司、堀 

武志、黒田 智久、松澤 清二郎、岩 田大介、渡部 真帆、佐藤 秀明） 

日本植物病理学会報89 巻 

３号 

令和５年８

月 

イネいもち病菌飛散胞子の隣接試験区からの移入が発病に及ぼす影

響の格子モデルによる解析（石川 浩司、黒田 智久、岩田 大介） 

北陸病害虫研究会報第72

号 

令和５年 12

月 

幼穂形成期を基準とした異なる期間の降雨と気温がイネ稲こうじ病

発生に及ぼす影響（石川 浩司、黒田 智久） 

北陸病害虫研究会報第72

号 

令和５年 12

月 

水稲除草剤試験で用いる試験区ラベルの工夫について（服部 誠、古川 

勇一郎） 

植調第57巻第3号 令和５年６

月 

Transcriptionally linked simultaneous overexpression of P450 

genes for broad-spectrum herbicide resistance. （ Hiroe 

Suda,Tomomi Kubo,Yusuke Yoshimoto,Keisuke Tanaka,Satoru 

Tanaka,Akira Uchino,Satoshi Azuma,Makoto Hattori,Takuya 

Yamaguchi,Masahiro Miyashita,Tohru Tominaga,Satoshi Iwakami） 

Plant Physiology, Volume 

192 

令和５年８

月 
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イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

水田転換畑への籾殻炭化物投入による、ダイズ収量および温室効果ガ

スの影響（藤田 与一、水野 貴文、本間 利光） 

日本作物学会 第256回講

演会 

令５ .９ .14

～15 

スマートフォンと連携した温湿度計による水稲登熟後期の簡易な飽

差測定法（服部 誠、今井 康貴、古川 勇一郎、佐藤 徹、佐藤 光、南

雲 芳文） 

北陸作物・育種談話会 第

60回講演会・シンポジウム 

令 ５ .10.19

～20 

ダイズ黒根腐病抵抗性を強化した系統の新潟県での抵抗性評価（藤田

与一、菱沼 亜衣、南條 洋平） 

北陸作物・育種談話会 第

60回講演会・シンポジウム 

令 ５ .10.19

～20 

病害虫防除所巡回調査データの解析と斑点米被害予測（岩田 大介、北

村 剛、平松 麻美、髙橋 和大） 

第76回北陸病害虫研究会 令６ .２ .15

～16 

普通ソバの花粉媒介に貢献する昆虫種の探索と簡易調査法の検討（髙

橋 和大） 

第76回北陸病害虫研究会 令６ .２ .15

～16 

コシヒカリマルチラインを侵害するイネいもち病菌レースの分布状

況とSSRマーカーによる遺伝解析（第２報）（堀 武志、下條 明、渡部 

真帆、松澤 清二郎、黒田 智久、石川 浩司、藤 晋一） 

令和６年度日本植物病理学

会大会 

令 和 ６ . ３

.13～15 

新潟県における2023年夏季の高温下での穂肥方法と玄米品質の関係（

佐藤 徹、服部 誠、古川 勇一郎、佐藤 光） 

日本作物学会第257回講演

会 

令６ .３ .28

～29 

フェロモントラップの粘着板捕獲虫を識別・計数するAI（岩田 大介、

髙橋 和大） 

第68回日本応用動物昆虫学

会 

令６ .３ .28

～31 

 

（３）現地指導 

ア  研究成果情報名：「新之助」の減化学肥料栽培（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

栽培科 

古川 勇一朗 

新発田農業普及指導セ

ンター 

新之助研究会 

新発田市天王 ２回 

６月27日 

８月25日 

基肥の全量を高窒素鶏糞で代替する「新

之助」の減化学肥料栽培 

 

 

イ 研究成果情報名：帰化アサガオ類などの生育を抑える、新しい大豆用全面茎葉処理剤の効果（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

栽培科 

藤田 与一 

三条農業普及指導セン

ター 

生産者、JA職員等 

燕市 １回 

７月11日 

帰化アサガオ類などの生育を抑える、新

しい大豆用全面茎葉処理除草剤の効果 

 

ウ 研究成果情報名：新潟県に見られる雑草イネの特徴と除草剤による体系防除（令和４年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

栽培科 

服部 誠 

巻農業普及指導センタ

ー 

生産者、JA職員、関係機

関等 

新潟市西蒲区 １回 

１月30日 

地区で拡大している雑草イネ被害の縮小

に向けた対象生産者への対策技術の周知

と実践の徹底 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

新潟県農作物病害虫雑草防除指針 新潟県農林水産部 令６.３ 関係職員 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令６.３.13 令和５年度作物関係栽培技術検討会 61 関係職員 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

なし 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主催者 行事 内容 講師 

令５.７.14 新潟県種子協会 稲採種事業技術検討会 採種ほの生産管理につい

て 

加藤 武司 

令５.８.５ 新潟県立歴史博物館 常設展示ワンポイント

解説 

新潟県の水稲品種開発と

優良品種あれこれ 

岩津 雅和 

令５.10.13 新潟県消費生活センタ

ー 

消費者力アップ講座 新潟米大特集！銘柄米の

魅力と保存のポイントを

学ぼう 

岩津 雅和 

令５.11.24 新潟小麦の会 新潟小麦の会勉強会 小麦品種「ゆきはるか」の

特性紹介 

川上 修 

令５.12.４ 新潟県立高田農業高等

学校卒業生会 

樫野賞受賞者の会総会 新潟県における水稲品種

開発 

東 聡志 

令６.１.25 新潟県種子協会 稲採種事業実績検討会 採種事業における栽培管

理上の注意点について 

加藤 武司 

令６.１.29 農林水産省 農林水産

技術会議事務局 研究

推進課産学連携室 

公益社団法人 農林水

産・食品産業技術振興

協会（JATAFF） 

東北地域農林水産・食

品ハイテク研究会 

東北ハイテク研究会セ

ミナー 

新潟県で栽培されている

小麦品種の栽培特性 

川上 修 

令６.２.28 新潟地域農業振興協議

会（巻農業普及指導セ

ンター） 

令和６年度産大豆技術

対策研修会 

大豆マメシンクイガ、カメ

ムシ類に関する研究成果

について 

岩田 大介 

令６.３.15 上越病害虫防除協議会 令和５年度病害虫防除

研修会 

近年の斑点米カメムシ類

の発生実態 

岩田 大介 

令６.３.27 大日本農会新潟支部 第31回定期総会基調講

演 

コシヒカリBLの高温耐性

化の取り組みについて 

岩津 雅和 
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（６）研修生受け入れ 

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

森山 桐 長岡技術科学大学 実務訓練 令５.10.２～６.２.２ 育種科 

中川 真一 全農にいがた県本部 
作物における栽培・施

肥・防除技術の習得 

令５.７.24～８.４ 

令５.９.４～９.15 

栽培科 

 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令５.５.10 毎日新聞社新潟支局 コシヒカリBLついて 小林 和幸 令５.６.23 

令５.６.21 新潟日報  ｢高温耐性コシヒカリＢＬの開発｣について 岩津 雅和  令５.８.17 

令５.６.30 新潟放送（BSN）   ｢高温耐性コシヒカリＢＬの開発｣について 金井 政人 

岩津 雅和  

令５.７.６ 

令５.７.18 （株）千代田ラフト  

ＮＨＫ Ｅテレ 

「新之助」開発経緯について 橋本 憲明 

岩津 雅和  

令５.10.14 

令５.８.25 日本農業新聞 ｢高温耐性コシヒカリBLの開発｣について 岩津 雅和  令５.９.29 

令５.８.28 テレビ朝日 

ニュースステーション 

暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 石橋 俊明 

岩津 雅和  

令５.８.28 

令５.９.５ テレビ新潟  暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 金井 政人 

岩津 雅和  

令５.９.７ 

令５.９.６ 読売新聞 長岡支局  ｢高温耐性コシヒカリＢＬの開発｣について 岩津 雅和  令５.９.６ 

令５.９.26 NHK新潟放送局 長岡

支局  

暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 石橋 俊明 

岩津 雅和  

令５.10.２ 

令５.10.10 共同通信社 新潟支局 高温による米への影響について 岩津 雅和  ― 

令５.10.23 新潟放送（BSN）   ｢高温耐性コシヒカリＢＬの開発｣について 石橋 俊明 

岩津 雅和  

令５.９.29 

令５.10.25 テレビ新潟  暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 金井 政人 

岩津 雅和  

令５.10.31 

令５.10.31 新潟テレビ21  暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 岩津 雅和  令５.11.16 

令５.11.15 新潟テレビ21  暑さに強いコシヒカリＢＬの開発について 石橋 俊明 

岩津 雅和  

令５.11.16 
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４ 総務報告 

（１）施設（農業総合研究所・作物研究センター） 

所 在 地 長岡市長倉町 857番地 

建物面積 延 10,268 ㎡ 

圃場面積 田 14.51ha、畑 4.25ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 2,095    2,030 65 

維持管理費 0     0 

経常研究費 4,315     4,315 

ほ場・飼育管理費 5,784    4,959 825 

受託試験費 2,957    2,957 0 

政策研究費 24,059    13,879 10,180 

備品整備費 16,932     16,932 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 13,102     13,102 

その他（他課事業） 23,232     23,232 

合   計 92,476 0 0 0 23,825 68,651 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

育種科 

（新品種開発） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（原種生産管理） 

センター長 

参事（育種科長） 

専門研究員 

 〃 

 〃 

主任研究員 

研究員 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

臨時的任用職員 

〃 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

臨時的任用職員 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

小林 和幸 

岩津 雅和 

橋本 憲明 

東 聡志 

金井 政人 

石橋 俊明 

福原 楓 

川瀬 守 

長谷川 裕 

早川 友記 

伊東 一彦 

竹津 幸治 

平原 文隆 

加藤 武司 

高添 由起子 

富田 寛也 

阿部 徳文 

竹田 守人 

高橋 浩之 

塙 良輔 

目黒 秀二 

小幡 寅一 

星野 勝 

 

栽培科 

（高品質栽培） 

 

 

 

 

（水田高度利用） 

 

 

 

 

 

 

 

（病害虫） 

 

参事（栽培科長） 

専門研究員 

 〃 

 〃 

研究員 

技術員 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

研究員 

技術員 

 〃 

 〃 

臨時的任用職員 

専門研究員 

 〃 

主任研究員 

研究員 

技術員 

 

南雲 芳文 

服部 誠 

古川 勇一郎 

佐藤 徹 

佐藤 光 

諸橋 歩武 

川上 修 

藤田 与一 

平原 勇樹 

秋山 柚紗 

土田 正一 

小林 冬樹 

今井 義明 

大渕 昇 

堀 武志 

下條 明 

岩田 大介 

髙橋 和大 

武田 英夫 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 

３月31日付 

転出 

 〃 

 

 〃 

 

転入 

 

採用 

〃 

〃 

退職 

〃 

松井 崇晃 

今井 康貴 

 

林 賢太郎 

 

佐藤 光 

 

秋山 柚紗 

福原 楓 

阿部 徳文 

重山 博信 

竹内 睦 

農総研企画経営部・専門研究員 

長岡地域振興局農林振興部・主任普

及指導員 

南魚沼地域振興局農林振興部・主任 

栽培科・主任研究員 

栽培科・研究員 

 

栽培科・研究員 

育種科・研究員 

育種科・研究員 

退職 

退職 

育種科・専門研究員 

栽培科・主任研究員 

 

栽培科・主任研究員 

 

南魚沼地域振興局農林振興部・普

及指導員 

採用 

採用 

採用 

参事（育種科長） 

育種科・主任研究員 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

解析用コンピューター２台 

人工気象器３台 

HP285PROG8MICROTOWER 

LH-241PFDT-S 

 

（６）派遣研修者  

なし 

 

（７）参観者数 

   なし 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明  名称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

稲の同質遺伝子系統の DNA 系統識別技

術及び当該識別技術を利用した米の産

地識別技術 

石崎 和彦、松井 崇

晃、星 豊一 

特願 

2002-310616 

平 14.10.25 

特開 

2004-141079 

平 16.５.20 

特許 

4072610 

平20.２.１ 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 
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エ  登録品種 

農林水産植物の種類 登録品種の名称 登録番号・年月日 

稲 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

コシヒカリ新潟BL４号 

コシヒカリ新潟BL５号 

コシヒカリ新潟BL６号 

こしいぶき 

かほるこ 

秋雲（あきぐも） 

夏雲（なつぐも） 

紫宝（しほう） 

紅香（べにか） 

紅更紗（べにさらさ） 

稚児のほほ（ちごのほほ） 

越佳香（えっかこう） 

越車（こしぐるま） 

コシヒカリ新潟BL９号 

コシヒカリ新潟BL10号 

越淡麗 

コシヒカリ新潟BL11号 

コシヒカリ新潟BL12号 

ゆきん子舞 

こしのめんじまん 

新潟次郎 

コシヒカリ新潟BL13号 

新之助 

葉月みのり 

第10237号 平14.６.20 

第10874号 平14.12.16 

第10960号 平15.２.20 

第11357号 平15.８.19 

第11843号 平16.３.９ 

第11844号 平16.３.９ 

第11845号 平16.３.９ 

第11846号 平16.３.９ 

第11847号 平16.３.９ 

第11848号 平16.３.９ 

第12702号 平17.２.７ 

第12703号 平17.２.７ 

第12704号 平17.２.７ 

第15531号 平19.８.７ 

第15532号 平19.８.７ 

第15536号 平19.８.７ 

第15647号 平19.10.22 

第15648号 平19.10.22 

第16012号 平20.２.22 

第19411号 平22.３.17 

第22426号 平25.３.14 

第23135号 平26.３.６ 

第26276号 平30.３.16 

第28824号 令３.12.20 

 

（９）栄誉 

  なし 

 

（10）主要農作物種子対策事業 

ア 水稲の原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原原種生産数量 

品 種 名 採種面積(a) 生産数量(kg) 

こしいぶき 12.9 140 

コシヒカリ新潟 BL１号 6.9 220 

コシヒカリ新潟 BL４号 10.1 168 

新潟次郎 11.2 540 

こがねもち 6.0 124 

合 計 47.1 1,192 
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表２ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

作研（所内） ゆきん子舞 57.4 2,140 

 つきあかり 33.6 1,340 

 こしいぶき 142.8 5,220 

 新之助 33.6 1,340 

 新潟次郎 22.9 920 

 いただき 6.9 480 

 五百万石 22.9 733 

 ゆきみらい 9.7 300 

 わたぼうし 30.9 700 

 こがねもち 23.8 580 

委託 コシヒカリ新潟 BL２号 104.0 4,880 

(JA越後中央) コシヒカリ新潟 BL４号 151.0 6,960 

 コシヒカリ新潟 BL13号 185.0 9,040 

 合 計 824.5 34,633 

 

 

表３ 許諾契約に基づく譲渡種子生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

作研（所内） 一本〆 5.0 91 
 合 計 5.0 91 

 

 

表４ 指定採種ほへの配付数量 

品 種 名 配付数量(kg) 

ゆきの精 40 
ゆきん子舞 1,220 
こしいぶき 4,020 
コシヒカリ BL混合 13,620 
新之助 1,265 
つきあかり 800 
五百万石 400 
たかね錦 40 
越淡麗 60 
わたぼうし 520 
こがねもち 640 
ゆきみらい 100 
新潟次郎 580 
いただき 160 

合 計 23,465 

注）コシヒカリ BL混合(％)は、BL１：BL２：BL３：BL11 ＝ 10：20：35：35 

 

 

イ 大豆原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原原種生産数量 

品 種 名 採種面積(a) 生産量(kg) 

里のほほえみ 34.5 0 

合 計 34.5 0 
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表２ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

委託(JA津南町) エンレイ 100 2,000 

 里のほほえみ 230 5,280 

 合 計 330 7,280 

 

 

表３ 指定採種ほへの配付数量 

品 種 名 配付数量(kg) 

エンレイ 1,700 

里のほほえみ 4,220 

合 計 5,920 

 

 

 

ウ 大麦・小麦の原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

作研（所内） ミノリムギ 35.0 1,451 

 

 

表２ 指定採種ほへの配付数量 

品 種 名 配付数量(kg) 

ミノリムギ 380 
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IV 園芸研究センター  組織構成図 

園芸研究センター長 

総 務 課 

野菜園芸チーム 

花き園芸チーム 
 果樹園芸チーム 

病害虫チーム 

作物栄養・省エネチーム 

育種栽培科 

環境・施設科 

農業革新支援担当 
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１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧  

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

401 

402 

403 

404 

405 

406 

(1) 新潟オリジナル園芸品種の開発と種苗の安定供給技術の

確立 

ア 新潟オリジナル品種の開発 

（ア）イチゴ 

（イ）エダマメ 

（ウ）ナス 

（エ）ナシ 

（オ）チューリップ 

（カ）アザレア 

令元～10 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

育種栽培科 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

県単経常  

 

 

 

407 

 

 

408 

 

409 

410 

 

 

 

411 

(2) 新潟産果実のブランド力強化と産地活性化のための新品

種・新技術開発 

ア ブランド力向上に向けた品質向上、安定生産技術の開

発 

（ア）ナシ、ブドウの生産安定技術の開発 

イ 水稲との複合経営や生産拡大に寄与できる新たな栽培

方式の開発 

（ア）モモ植栽 1年目から収穫できるシンプル栽培技術の

開発 

（イ）水稲育苗ハウス等を利用した高品質生産技術開発 

（ウ）水田転換畑にも導入可能な盛土式根圏制御栽培技術

の確立 

ウ 果樹生産の新展開に向けた新品目選定、シーズ技術開

発 

（ア）ナシ花粉採取用低樹高ジョイント仕立ての摘心処理

の効果確認 

令３～５ 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

 

 

〃 

育種栽培科 

 

 

 

 〃 

 

  

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

県単経常  

 

 

 

412 

413 

 

414 

 

 

415 

(3) 花き産地強化とブランド力を支援する生産・流通技術の

開発 

ア 花き産地強化のための高品質・低コスト・省力・安定

栽培技術の開発 

（ア）チューリップ等の安定生産技術の確立 

（イ）切り花生産の高温期における品質低下防止技術の確

立 

（ウ）鉢花品目の新しい出荷形態の確立 

イ 県産切り花の有利販売に向けた保管、品質管理技術の

開発 

（ア）切り花の日持ち性向上技術及び保管技術の確立 

令３～５ 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

育種栽培科、環境・施

設科 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

416 

 

 

 

417 

 

 

418 

 

 

 

419 

(4) 複合経営を支援する野菜の高品質・安定生産技術の構築 

ア 高収益生産を可能にする新たな品目、作型等導入のた

めの技術確立 

（ア）新たな生産方式による適応性評価と導入技術の開発

（タマネギ・エダマメ・アブラナ科野菜等） 

イ 生産阻害要因の克服に向けた生育反応の解明と対策技

術の確立 

（ア）生育及び品質等に影響する環境要因の解明（ネギ・タ

マネギ・エダマメ・ダイコン・ニンジン・アブラナ科野

菜類･トマト等） 

（イ）生育反応に即した栽培技術の確立と生育予測手法の

開発（ダイコン・ニンジン・スイカ・エダマメ等） 

ウ 新たな栽培システムによる野菜生産の効率化技術の開

発 

（ア）水稲育苗ハウス等を活用した簡易な野菜栽培システ

ムの開発(トマト・イチゴ等) 

令３～５ 

 

 

 〃 

 

 

 

 〃 

  

 

 〃 

 

 

 

 〃 

育種栽培科、環境・施

設科 

 

育種栽培科 

 

 

 

 〃 

 

 

育種栽培科、環境・施

設科 

 

 

環境・施設科 

県単経常  
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421 

 

 

422 

423 

 

 

424 

 

425 

 

 

 

426 

427 

(5) 持続可能な園芸生産を支える環境制御技術の開発 

ア 主要園芸品目の低コスト・環境保全型防除技術の開発 

（ア）病害虫の発生量制御技術の開発 

（イ）薬剤耐性病害虫の対策技術開発 

イ 難防除病害虫の発生生態と密度コントロール技術の開

発 

（ア）難防除病害虫の発生生態の解明 

（イ）難防除病害虫の発生制御技術の開発 

ウ 園芸作物の栄養・生理障害の原因解明と対策技術の確

立 

（ア）野菜に発生する生理障害の発生原因解明と対策技術

の確立 

（イ）果樹に発生する生理障害の発生原因解明と対策技術

の確立 

エ 園芸作物における施肥コスト及び投入エネルギー削減

によるエコ栽培技術の開発 

（ア）園芸作物における効率的施肥法の確立 

（イ）施設園芸における投入エネルギー削減技術の確立 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

〃 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 

 〃 

 〃 

環境・施設科 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 

〃 

 

 

 

 〃 

 〃 

県単政策  

428 

(6) 県内在来品種の特性評価 

 ア 県内在来品種「特性表」の作成 

令３～８ 

 〃 

育種栽培科 

 〃 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 新潟オリジナル園芸品種の開発と種苗の安定供給

技術の確立 

研究の背景と目的 

激化する国内外の産地間競争のなかで園芸産地の体

制強化と多様な産地の育成が急務である。そこで、本

県の優位性を確保するため、早急に消費ニーズに応え

うる新潟オリジナル園芸品種を育成する。 

 

401 イチゴ   （佐藤翔・長谷川） 

１次選抜において、2022年交配系統のうち草勢の強

さ、大果性、着果性に優れる個体 13系統を選抜した。 

２次選抜において、2021年交配系統のうち生育特性や

果実形質等が優れる７系統を選抜した。特性検定にお

いて、2020年交配系統の評価を行い、一部の系統にお

いては収量性や果実品質で優れた結果が得られた。 

 

402 エダマメ 

 （佐藤淳・長谷川） 

新品種候補である新潟系 52 号は６月中下旬のは

種で収量が多くなった。ただし、７月中旬は種では、

草姿が小さくなったことにより、誘引や先刈りを要

しない省力的な栽培が可能であった。今後はより広

い作型において収量性と草姿の特徴を評価する必要

がある。また、対照品種である「肴豆」よりも高温

に強い系統であることが示唆された。 

 

403 ナス （佐藤翔・長谷川） 

単為結果性系統と越の丸両親品種の交配後代につい

て、原品種により諸形質を近づけるため戻し交配した

系統の自殖後代選抜を行った。単為結果性検定後、正

常肥大した果実で形質が優れる４個体を選抜し採種を

行った。また、選抜系統の一部を用い、試交 F1系統を

２系統作出した。 

 

404 ナシ 

 （若桑・大村） 

DNA検定により黒星病抵抗性系統 18個体を１次選

抜した。ほ場で結実した 65 系統の果実特性調査を

実施し 20 系統を淘汰した。有望 6 系統の特性調査

を継続実施し、新園 16号、新園 17号を特に有望な

晩生系統として調査することとした。 

 

405 チューリップ 

 （小池・和田） 

変わり咲きや芳香性の強い品種を用いて 93 組合

せの交配を行ったところ、58組合せで有胚種子が得

られた。また、露地選抜から９系統、半促成選抜か

ら 10系統を１次選抜した。 

 

406 アザレア 

 （和田・小池） 

23 組合せの交配のうち８組合せで種子が得られ

た。また 2021 年交配の後代系統から３系統を１次

選抜し６系統を中間母本とした。 

 

(2) 新潟産果実のブランド力強化と産地活性化のた

めの新品種・新技術開発 

研究の背景と目的 

果樹産地の衰退に歯止めをかけ、農業経営安定を

実現するためのブランド力強化と新たなチャレンジ

を喚起できる新技術開発により、産地の活性化と農

業所得確保を実現する。 

 

407 ナシ、ブドウの生産安定技術の開発 

 （大村・原） 

「新碧」の果実品質は、収穫日が遅くなるほど熟

度は進んだが、9 月 1 日収穫の果実でも品質面から

可食期にあると考えられた。果実袋の有無で差が見

られたが、果実袋の違いによる明確な差は見られな

かった。また、着果位置の違いによる品質差は見ら

れなかった。 

「シャインマスカット」の樹間を 1.5m の密植と

し、副穂または上部花穂の利用、房先３節摘心及び

メピコートクロリド液剤散布を組み合わせた栽培方

法では、房づくりや新梢管理における１樹あたりの

作業時間の短縮が示唆されたが、２倍の密植本数を

想定した場合、1.8 倍の作業時間を要した。副穂利

用は花穂上部を利用するため、袋かけなどの管理作

業がやりにくいものの、主穂先端部が障害などで使

えない場合の代替として有効であると考えられた。 

 

408 モモ植栽 1年目から収穫できるシンプル栽培技

術の開発 

 （若桑・大村・原） 

「玉うさぎ」と「幸茜」は定植 5 年目においても

収穫時期が現地の需要にほぼ合致した。いずれの品

種も推定収量は 21～33kg/樹と同等であった。多目

的防災網の設置により健全果が多くなり、健全果収

量は増加したが、前年同様に果皮着色の低下が見ら

れた。薬剤散布削減効果の検証では、多目的防災網

内において抗生剤を削減しても、せん孔細菌病の発

病葉率や発病果率に影響は見られなかった。 

 

409 水稲育苗ハウス等を利用した高品質生産技術開

発 

 （堀川・種村） 

イチジクの根域制限栽培において、園芸用育苗箱

にヤシ殻のみを充填して被覆肥料を使う栽培方法を

検討した結果、果実肥大は不良となった。遮光資材
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による高温対策が影響したものと考えられた。 

 

410水田転換畑にも導入可能な盛土式根圏制御栽培技

術の確立 

         （若桑・大村・原） 

モモ根圏制御栽培の８年目の収穫果数は 60個/樹以

上、健全果 1 果重は 200g 後半以上、収量は 3.6～

4.4t/10aで当初の目標を達成した。果実品質は比較的

良好であったが、渋味果の発生が見られた。３年目に

おける連結コンテナ、固形ヤシ殻、盛土の設置方法に

よる違いは見られなかった。土台の有無については供

試樹が少なかったため評価が困難であったが、過剰供

給に留意してかん水を行うことで土台なしでも問題は

起こらないと考えられた。 

 

411 ナシ花粉採取用低樹高ジョイント仕立ての摘心処

理の効果確認 

 （大村・原） 

５月上旬の摘心処理は細く短い枝を増やす効果が見

られ、「新興」では基部摘心により基部の花芽着生率が

高くなる傾向が見られた。 

 

(3) 花き産地強化とブランド力を支援する生産・流通

技術の開発 

研究の背景と目的 

県内花き生産強化のための高品質安定生産技術や

低コスト・省エネ栽培技術、品質保持に向けた出荷・

流通技術等を開発する。 

 

412 チューリップ等の安定生産技術の確立 

 （小池・和田・種村） 

ユリ切り花栽培において、高窒素鶏ふんペレット肥

料による施肥コスト低減の可能性が示唆された。また、

LED 照射によるユリ切り花の開花促進効果が確認され

た。チューリップ水耕栽培における発根処理につい

て、処理条件と切り花品質の関係及び異なる栽培シ

ステムでの栽培期間短縮効果を明らかにした。 

 

413 切り花生産の高温期における品質低下防止技

術の確立 

 （種村・和田・小池） 

高温期定植の作型において、定植後の夜冷処理は

奇形花の発生を軽減し草丈伸長を促進して切り花ボ

リュームを増大させる効果が認められた。本試験の

定植時期においては、夜冷処理の効果は６週間処理

で最大となり、それより長くなると収穫期が遅れる

ことが明らかとなった。 

 

414 鉢花品目の新しい出荷形態の確立  

（小池・和田） 

県内で栽培されているボケについて切り花に適し

た品種を選定するため、棘の多い６品種、棘の少な

い９品種について開花調査を行ったところ、冷蔵１

か月で開花がみられたのは９品種、冷蔵２カ月で開

花が見られたのは９品種であった。また、湿式保管

と乾式保管において開花に差は見られなかった。 

 

415 切り花の日持ち性向上技術及び保管技術の確

立 

         （和田・小池・種村） 

ユリ切り花への品質保持剤の中間処理には、OT系ユリ

「スーパーマスター」では品質向上、OH系八重ユリ「ディ

アンサ」では開花率向上の効果が見られた。シャクヤク

における乾式条件では、開花率や満開後の日持ち日

数を低下させずに 4週間程度の保管が可能であるこ

とを示した。 

 

(4) 複合経営を支援する野菜の高品質・安定生産技術

の構築 

研究の背景と目的 

１億円の売り上げ増を目指す県内産地の取り組み

を支援するため、既存技術の簡素化や効率化、新た

な品目・作型等の導入による収益性向上、大規模生

産に対応した機械化等の技術構築を行う。 

 

416 新たな生産方式による適応性評価と導入技術の

開発（タマネギ・エダマメ・アブラナ科野菜等） 

 （長谷川・佐藤淳・岸） 

a タマネギの直播栽培の検討 

播種月日を９月５、14、22 日、品種をスパート、

アトン、ネオアースとして栽培した結果、播種月日

は 14日が最も成績が良く、次いで 22日であった。

収量性には品種の違いによる有意差は認められな

かった。 

b ネギの生産安定技術の開発 

ネギの育苗培土中に亜リン酸粒状２号を混和する

ことで、生育量及び上位規格割合の向上が認められ

た。 

c エダマメ「新潟系 14号」の収量予測 

 ２粒莢を用いることにより、収穫７日前に最終的

な収量を予測することができる可能性を示した。 

d スーパーセル苗の有効性の確認 

ブロッコリーとキャベツのスーパーセル苗の有効

性を実証した。天候不順等で定植適期を逸した場合

でもスーパーセル苗では対応可能であり、その有効

性が認められた。 

e 秋冬ブロッコリーの品種比較 

秋冬ブロッコリーについて、「スピードドーム」、

「おはよう」、「こんにちは」の３品種を比較栽培

し、品種毎に定植晩限と特性を明らかにした。 
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f 種子用カボチャの評価 

種子用カボチャの栽培特性と収量性を評価した。

採種の手間が大きいため、農福連携などの手段によ

り課題を解決する必要があると考えられた。 

 

417 生育及び品質等に影響する環境要因の解明（ネ

ギ・タマネギ・エダマメ・ダイコン・ニンジン・

アブラナ科野菜類･トマト等）  

  （長谷川・岸） 

a エダマメ「新潟系 14号」の種子障害に及ぼす環境

要因の影響 

エダマメ「新潟系 14号」の種子障害に及ぼす環境

要因の影響を調べるため、作期移動試験及びかん水

量、断水の影響を調査した。播種晩限は８月 15日、

正常粒の生産を増やすためには、かん水量を多くし、

収穫までの乾燥期間を短くする必要があると推察さ

れた。 

b 夏ネギにおける襟部裂開の回避技術 

夏ネギに発生する襟部裂開（通称襟裂け）にはリ

ン酸およびカリウム施用量が関与しており、リン酸

施用量を増やすと発生は増加し、カリウム施用量を

増やすと発生は減少する傾向が示された。 

 

418 生育反応に即した栽培技術の確立と生育予測手

法の開発（ダイコン・エダマメ等）  

（岸・遠藤） 

加工ダイコンにおいて、植生指数による収量予測

の可能性が示された。一方、適切な撮影時期につい

ては検討が必要である。 

イチゴの間欠冷蔵処理の簡易な代替法として、１

週間や３日間の短期冷蔵処理法について検討した。 

エダマメ「新潟系 14号」の発芽に必要な有効下限

気温は約 12℃、有効積算気温は約 33℃、有効下限地

温は約 15℃、有効積算地温は約 29℃と推定された。 

 

419 水稲育苗ハウス等を活用した簡易な野菜栽培シ

ステムの開発(トマト・イチゴ等)  

（種村・遠藤・堀川・相川） 

トマト・イチゴに加え、新たな作物について検討

した。キュウリはラクラク水耕栽培システムへの適

応性が高く、つる下げ整枝の誘引枝は上位節を利用

することが良いと考えられた。 

 

(5) 持続可能な園芸生産を支える環境制御技術の開発 

研究の背景と目的 

持続的に農業生産活動を維持するために生産性と環

境の調和に留意した栽培体系や環境制御技術の開発と

普及が急務である。そこで、IPM実践指標の拡充、作物

の生理障害や難防除病害虫対策、施設の省エネルギー・

環境制御技術を開発する。 

 

420 病害虫の発生量制御技術の開発  

（長谷川・堀・五十嵐・宮嶋） 

 融雪後の落葉粉砕処理は、セイヨウナシ褐色斑点

病の葉と果実の発病を低減させた。また西洋ナシの

IPM 防除体系において、ハダニの天敵利用及び褐色

斑点病における落葉処理の影響について検討し、発

生抑制に対する有効性を確認した。 

 

421 薬剤耐性病害虫の対策技術開発  

（堀・宮嶋・五十嵐・長谷川） 

多くの現地ほ場において、トマト、キュウリの灰

色かび病における SDHI、QoI 剤、MBC 殺菌剤の耐性

菌を認めた。ネギアザミウマに対する防除開始時期

がネギの品質や収量に及ぼす影響を調べた結果、防

除時期が遅いと収量や品質が低下する傾向が認めら

れた。 

 

422 難防除病害虫の発生生態の解明 

（宮嶋・堀・五十嵐・長谷川） 

ナシ花腐細菌病の発病新梢の無病斑部位には病原

菌が存在しないか、密度が低いものと考えられた。

えだまめの炭疽病は開花期及び収穫２～３週前の降

雨が発病と関係している可能性が示唆された。ユリ

に感染する IYSV は球根伝染の可能性は低いと考え

られた。 

 

423 難防除病害虫の発生制御技術の開発 

（宮嶋・堀・五十嵐・長谷川） 

ナシ花腐細菌病の秋季及び生育期における薬剤防

除効果を確認した。トルコギキョウ立枯病は品種に

り発病に差が認められ、「セレブクイーン」、「プ

リマロゼ」、「ジェームス」の発病株率がやや高かっ

た。 

 

424 野菜に発生する生理障害の発生原因解明と対策

技術の確立 

 （堀川・種村） 

れんこん早生種の根上り症について、れんこん可

食部の無機成分を節毎に調査したが、生産者やほ場

の違いと根上り症との関連は明確ではなかった。 

 

425 果樹に発生する生理障害の発生原因解明と対策

技術の確立 

        （堀川・種村） 

「シャインマスカット」の未開花症について、症

状発生状況と着果管理、葉の無機成分を調査した。

症状の発生は前年までの発生歴と一致した。着果管

理と無機成分については、症状の発生との関連は認

められなかった。 



64 

－ IV - 8 － 

 

426 園芸作物における効率的施肥法の確立 

 （種村・遠藤・堀川・相川） 

イチゴ高設栽培において、培地の違いにより、連

用による排液 EC や各養分濃度への影響が大きく異

なることを明らかにした。チューリップ球根栽培に

おいて、基肥を鶏ふんに置き換えると同量の施肥量

では収量性が 15％程度劣ることを明らかにした。 

 

427 施設園芸における投入エネルギー削減技術の確

立 

              （遠藤・種村） 

イチゴ促成栽培において、定植から開花期頃の比較

的日射量が多い時期に高温管理した場合の生育や開

花時期への影響を明らかにした。 

 

(6) 県内在来品種の特性評価 

研究の背景と目的 

県内在来品種の区別性を明らかにするため、種苗

法に基づく品種登録に準じた「特性表」を作成する。

また、県内産地等が自ら特性表の作成に取り組むこ

とができるよう、産地等の取組を支援するとともに

品目別に調査ポイントをまとめた特性表作成マニュ

アルを作成する。 

 

428 県内在来品種「特性表」の作成  

（長谷川・佐藤淳・佐藤翔） 

 大崎菜、食用ギク、かぐらなんばんについて、そ

れぞれの生産者や産地等が自主的に特性表を作成で

きるよう、調査時期および手法を詳述した新潟県版

の特性表作成マニュアルのための写真やデータを取

得した。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報    

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和６年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

 

３ 

（複合営農推進に向けた技術） 

整枝作業が単純で収量が向上するきゅうりのつる下げ整枝法 

西洋なしジョイントＶ字トレリス樹形栽培における地下水等を利用した融

雪方法 

塩化カルシウム溶液の水あげによるチューリップ切り花のトップル軽減技

術 

 

園研セ環境・施設科 

園研セ育種栽培科 

 

園研セ育種栽培科、環境・

施設科 

 

イ 参考情報   

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

（複合営農推進に向けた技術） 

西洋なし「ル レクチエ」のブラックエンド障害は果実のカルシウム欠乏症

である 

チューリップ促成切り花栽培における生理障害トップルの発生を助長する

要因 

生花店等による処理を想定したオリエンタル系ユリ切り花への品質保持剤

の中間処理の効果 

オリエンタル系ユリにおけるアイリス黄斑ウイルスの葉及び花蕾の病徴と

球根伝染性 

 

園研セ環境・施設科 

 

園研セ育種栽培科、環境・

施設科 

園研セ育種栽培科 

 

園研セ環境・施設科 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

西洋ナシ（果樹園管理のポイント）（大村 宏和） 果実日本 令５.２～12 

Development of a high yield and environmentally friendly 

hydroponic system of cucumber（種村 竜太） 

 

Cucumber - Production, 

Breeding, Physiology, 

and Processing 

令５.５ 

 

夏播きブロッコリーの２粒播き栽培技術について（竹田 宏行） 農耕と園芸 令５.８ 

ユリにおけるアイリス黄斑ウイルス(IYSV)の球根伝染率（宮嶋 一郎、

小竹 修） 

北陸病害虫研究会報 第72

号 

令５.12 

地域が誇る農の逸品 2024 新潟県特産の西洋なし「ル レクチエ」の

ジョイント栽培技術の開発（大村 宏和） 

JATAFFジャーナル 令６.１ 

収穫前の気温および栽植密度が根深ネギの襟部裂開に及ぼす影響（岸 

孝 二、黒田 智久ほか） 

北陸作物・育種研究 令６.１ 

新潟県育成エダマメ品種‘新潟系 14 号’の栽培様式が収量および生

育特性に及ぼす影響と出芽に要する有効下限温度の推定（佐藤 淳、竹

田 宏行） 

北陸作物・育種研究 

2024年59巻 

令６.２ 

新潟県育成エダマメ品種‘新潟系 14 号’の作型開発，莢肥大特性の

解明および種子生産の安定化（佐藤 淳、竹田 宏行） 

園芸学研究 

2024年23巻１号 

令６.２ 

人工土壌の創生と持続的食料生産技術への展開（種村 竜太） アグリバイオ 令６.５ 
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イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

イチゴ養液栽培における培地の違いが収量と排液EC・養分濃度に及ぼ

す影響（種村 竜太、遠藤 昌伸、堀川 拓未、相川 敏之） 

日本土壌肥料学会 2023 年

度愛媛大会 

令５.９.12

～14 

硫酸カルシウムの施用がセイヨウナシ「ル レクチエ」の生理障害発生

および土壌Ca量に及ぼす影響（堀川 拓未、種村 竜太、遠藤 昌伸、相

川 敏之） 

日本土壌肥料学会 2023 年

度愛媛大会 

令５.９.12

～14 

水田転換畑におけるタマネギ栽培のためのアルカリ資材施用技術の

検討（長谷川 雅明、竹田 宏行、相川 敏之） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

ジョイント樹形におけるニホンナシ自家和合性品種の省力的着果管

理方法の検討（大村 宏和、若桑 咲子） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

新潟県育成エダマメ‘新潟系14号’の作型開発および種子生産の安定

化（佐藤 淳、竹田 宏行） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

チューリップ切り花における収穫後のCa資材処理がトップル発生抑

制に及ぼす影響（小池 洋介、種村 竜太、和田 茂） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

モモのコンテナ栽培における着果調節が生育・収量に及ぼす影響（若

桑 咲子、大村 宏和） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

キュウリ養液栽培における培地のエタノール還元消毒が生育と収量

に及ぼす影響（種村 竜太、堀川 拓未、遠藤 昌伸、相川 敏之） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

定植時期の違いが短期間苗冷蔵処理したイチゴ‘越後姫’の開花に及

ぼす影響（遠藤 昌伸、堀川 拓未、相川 敏之、種村 竜太） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

イチゴの二重ハンモック式高設栽培に還元消毒を適用する方法の開

発（堀川 拓未、種村 竜太、遠藤 昌伸、相川 敏之、高岡 裕樹） 

令和５年度園芸学会北陸支

部大会（北陸支部会誌） 

令５.12.８ 

新潟県の花き栽培における気象変動に対応した技術的取り組みにつ

いて（種村 竜太） 

令和５年園芸学会北陸支部

大会シンポジウム（北陸支

部会誌） 

令５.12.９ 

ナシ花腐細菌病の発生状況と防除技術に関する研究状況（長谷川 拓

也） 

令和５年度果樹茶業研究

会・果樹病害研究会 

令６.２.６ 

新潟県におけるナシ黒星病に対する落葉粉砕処理の防除効果（棚橋  

恵、黒田 智久、根津 潔） 

第 76回北陸病害虫研究会 令６.２.15

～16 

新潟県における果菜類の灰色かび病菌の殺菌剤感受性検定（宮嶋 一

郎、堀 清人、黒田 智久） 

第 76回北陸病害虫研究会 令６.２.15

～16 

新潟県村上地域のネギ産地における病害虫の発生実態（五十嵐 憲郎、

棚橋 恵、本間 昌彦、江口 喜久子） 

第 76回北陸病害虫研究会 令６.２.15

～16 

ナシ花腐細菌病の発生状況と防除対策に向けた取組み（長谷川 拓也） 新潟県病害虫研究会第 36

回シンポジウム 

令６.３.４ 

多雪地域における化石燃料を使用せず地中熱・空気熱ハイブリッドヒ

ートポンプシステムのみで暖房した温室のCO2排出量とエネルギー消

費量（遠藤 昌伸、種村 竜太、上田 真典、桑原 賢二） 

令和６年園芸学会春季大会

（園芸学研究.24(別 1) 

令６.３.23

～24 

キュウリ養液栽培における培地の太陽熱消毒が生育と収量に及ぼす

影響（種村 竜太、堀川 拓未、遠藤 昌伸、相川 敏之） 

令和６年園芸学会春季大会

（園芸学研究.24(別 1) 

令６.３.23

～24 
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（３）現地指導 

 ア 研究成果情報名：水稲育苗施設に導入可能な直売向け草花類切り花のコンテナ栽培技術（令和４年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

育種栽培科 

小池 洋介 

新潟農業普及指導セン

ター・（有）ナーセリー

上野 ２名 

新潟市江南区 ３回 

６月15日 

７月４日 

８月２日 

草花類のコンテナ栽培における定植後の

潅水管理及び収穫までの栽培管理、収穫

後の作業について 

 

 イ 研究成果情報名：クラウン加温を行ういちご「越後姫」栽培に適した肥培管理と温度管理（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

遠藤 昌伸 

十日町農業普及指導セ

ンター・（株）千手 

十日町市 ２回 

８月４日 

10月19日 

クラウン部の局所加温によるいちご「越

後姫」の生産性の向上について 

  

ウ 研究成果情報名：落葉粉砕処理によるナシ黒星病及びセイヨウナシ褐色斑点病の発病抑制技術（令和５年

度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

長谷川 拓也 

新潟農業普及指導セン

ター・とよさか果樹組合 

20人 

新潟市北区 １回 

12月５日 

日本なしの落葉粉砕処理技術の説明、並

びに、組合員によるブロアを用いた落葉

収集の実演 

 

エ  研究成果情報名：スマート農業に対応できる西洋なし「ル レクチエ」のジョイントＶ字トレリス樹形栽

培技術（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

育種栽培科 

大村 宏和 

佐渡農業普及指導セン

ター・羽茂ル レクチエ

生産組合等 

佐渡市 ２回 

６月19日 

２月８日 

「ル レクチエ」のジョイントＶ字トレリ

ス樹形の新梢管理及び剪定方法について 

 

オ  研究成果情報名：ハナハスの切り花品質を保持するための出荷前保管技術（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

種村竜太 

十日町農業普及指導セ

ンター・六花地区振興協

議会 

十日町市 １回 

６月27日 

出荷前保管技術について、温度や保管方

法、および資材導入コストなどについて 

環境・施設科 

種村 竜太 

 

長岡農業普及指導セン

ター・ながおか花ハス出

荷組合、JA越後中央 

長岡市 １回 

６月28日 

出荷前保管技術について、温度や保管方

法、および資材導入コストなどについて 

 

カ  研究成果情報名：いちご高設栽培における連用培地の還元処理の方法と増収効果（令和５年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

堀川 拓未 

巻農業普及指導センタ

ー・農業法人 

新潟市西蒲区 ３回 

６月７日 

７月20日 

12月20日 

処理の実施方法と萎黄病防除について 
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環境・施設科 

堀川 拓未 

 

新潟農業普及指導セン

ター・しろねいちご部会 

新潟市南区 ４回 

６月８日 

６月28日 

７月27日 

12月20日 

処理の実施方法と増収効果について 

 

 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１） 指針及び行政資料の執筆 

発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

令和６年度版果樹病害虫防除ハンドブック 

 

新潟県果樹振興協会 令６.２ 大村 宏和、原 道雄

、若桑 咲子、宮嶋 

一郎、長谷川 拓也 

令和６年度農作物病害虫雑草防除指針 

 

新潟県農林水産部 令６.３ 棚橋 恵、宮嶋 一郎

、五十嵐 憲郎、長谷

川 拓也 

令和６年度新潟県の農林水産業 

 

新潟県農林水産部 令６.３ 堀川 拓未 
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（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令５.４.13 令和５年度砂丘地園芸振興協議会計画検討会 20 岸 孝二 

令５.４.25 チューリップ県育成品種現地検討会 18 和田 茂、小池 洋介 

令５.４.25 新潟大学農学部３年生視察研修 32 棚橋 恵 

令５.４.25 農業大学校園芸経営科２年生視察研修 20 棚橋 恵 

令５.５.30

～６.１ 
令和４年度園芸研究センター成績発表会 89 全研究員 

令５.６.５ 新潟食料農業大学の視察研修 65 

棚橋 恵、大村 宏和、

和田 茂、種村 竜太、

宮嶋 一郎、長谷川 雅

明 

令５.６.６

～８ 
新潟市農業活性化研究センター令和４年度成績検討会 45 

長谷川 雅明、大村宏

和、和田 茂 

令５.６.27 園芸施設共済損害評価研修会 16 
宮嶋 一郎 

五十嵐 憲郎 

令５.６.28 おけさ柿現地研修会 60 原 道雄 

令５.６.30 いちご原苗養成 第 1回現地確認指導会 8 佐藤 翔一 

令５.７.11 令和５年度日本なし現地研修会 107 大村 宏和 

令５.７.21 新発田土地改良区視察研修 30 竹田 宏行、棚橋 恵 

令５.７.31 新潟県認定農業者会「令和５年度農政研修会」 38 竹田 宏行 

令５.８.７ 越後姫原苗養成の第２回現地確認指導会 8 佐藤 翔一 

令５.８.29 令和５年度もも品種検討会 49 若桑 咲子 

令５.９.14 新潟食料農業大学３年生の視察研修 66 

野菜、果樹、花き、病

害虫、栄養・省エネ

チーム員 

令５.９.27 日本なし新潟県育成系統等検討会 21 若桑 咲子 

令５.９.30 園芸研究センターふれあい参観デー 57 全職員 

令５.10.３ 令和５年度ぶどう品種検討会・技術検討会 66 原 道雄 

令５.10.11 令和５年度「ル レクチエ」収穫・追熟研修会 87 大村 宏和 

令５.10.16 新潟県園芸振興議員連盟視察研修 26 
小竹 修、竹田 宏行、

棚橋 恵 

令５.11.２ 令和５年度高品質生産拡大共進会審査会（日本なし） 8 小竹 修、果樹チーム 

令５.11.６ 日本なし次年度対策検討会 35 若桑 咲子 

令５.11.27 第 63回新潟県施設園芸研究大会 60 小竹 修、佐藤 翔一 

令５.12.11 柏崎地域の無煙炭化器実演会 30 原 道雄 

令５.12.12

～13 
新潟市農業活性化研究センター次年度試験計画検討会 45 

長谷川 雅明、大村 宏

和、和田 茂 

令５.12.15 令和５年度農薬実証ほ成績検討会 24 
宮嶋 一郎 

五十嵐 憲郎 

令５.１.24 令和５年度新潟県農薬管理指導士養成研修 110 棚橋 恵 

令６.３.８ 令和５度果樹専門技術検討会 16 大村 宏和 

令５.３.11 令和４年度花き調査研究等総合検討会 27 
和田 茂、小池 洋介、

種村 竜太、宮嶋 一郎 
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－ IV - 14 － 

（３）農業大学校 

教科名 
授業時間（時間） 

講師 
講義 演習 実習 計 

園芸特論Ⅱ 

 

16 ０   ０ 16 長谷川 雅明、大村 宏和、小池 洋介、宮嶋 一

郎、五十嵐 憲郎 

 

（４）農業大学校研究科 

なし 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主催者 行事 内容 講師 

令５.６.27 新潟県農業共済組合 園芸施設共済損害評価

研修会（Zoom開催） 

施設園芸における主要病

害虫と近年県内で新たに

発生が確認された病害虫 

宮嶋 一郎、五十嵐

憲郎 

 

（６）研修生受け入れ 

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

片山  由夏 

荒木 しおん 

新印新潟中央青果株式

会社 

 

園芸作物の育種及び栽

培研究 

令５.６.12～６.15 

令５.10.10～10.12 

 

育種栽培科、環境・施設

科 

 

伊藤 航大 新潟食料農業大学 食

料産業学部 

ワンデーインターンシ

ップ（果樹の育種及び

栽培研究） 

令５.８.30 育種栽培科、環境・施設

科 

水澤 樹 日本大学 生物資源科

学部 

試験研究および新潟県

農業の活性化業務の習

得 

令５.９.４～９.８ 育種栽培科、環境・施設

科 

川上 知輝 全国農業協同組合連合

会新潟県本部 

園芸品目の栽培・施肥・

防除技術習得 

令５.７.３～７.14 

令５.９.25～10.６ 

育種栽培科、環境・施設

科 

窪田 龍太郎 新潟大学大学院自然科

学研究科 

イチゴの栽培研究に関

する事項 

令５.10.18、26 

11.１、９、16 

（５日間） 

環境・施設科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令５.４.13 新潟日報ふむふむ 園芸作物の新品種育成について 竹田 宏行 令５.５.８ 

令５.４.24 新潟テレビ21 新潟県におけるイチゴの育種について 竹田 宏行 

佐藤 翔一 

令５.５.25 

令５.５.17 ＮＨＫ新潟放送局 シャインマスカットの未開花症の研究の取

り組みについて 

堀川 拓未 報道なし 

令５.６.２ 株式会社「日本種苗新

聞」 

園芸研究センターで育成したえだまめ、チュ

ーリップについて 

竹田 宏行 

佐藤 淳 

小池 洋介 

令５.10.１ 

令５.８.８ 新潟日報 カーボンゼロに関する取り組みについて 遠藤 昌伸 令５.８.24 

令５.11.24 日本農業新聞 日本なし自家和合性品種「新美月」「新王」

「新碧」の開発普及について 

大村 宏和 令５.12.14 
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－ IV - 15 － 

４ 総務報告 

（１）施設（園芸研究センター） 

ア 本 場 

所 在 地 北蒲原郡聖籠町大字真野 177 

建物面積 延 9,830.07ｍ2 

ほ場面積 果樹畑 4.66ha・野菜・花き畑 1.99ha 

イ 砂丘地ほ場 

所 在 地  新発田市人橋字香郷沢 

建物面積  延 502.52ｍ2 

ほ場面積 野菜・花き畑 1.20ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 10,808    106 10,702 

維持管理費 26,679     26,679 

経常研究費 6,565    2,450 4,115 

ほ場・飼育管理費 8,139     8,139 

受託試験費 6,709    6,709 0 

政策研究費 35,975    27,229 8,746 

備品整備費 8,893     8,893 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 15,205     15,205 

その他（他課事業） 6,371     6,371 

合   計 125,344 0 0 0 36,494 88,850 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

総務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育種栽培科 

センター長 

総務課長 

主査 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

参事（育種栽培科

長） 

専門研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

小竹 修 

樋口 了 

日下部 由紀子 

飯田 嘉夫 

武田 隆一 

千代 恵祐 

渡邉 キララ 

丹後 精一 

横山 利孝 

近 勝也 

臼井 一栄 

竹田 宏行 

 

大村 宏和 

原 道雄 

和田 茂 

長谷川 雅明 

育種栽培科 

 

 

 

 

環境・施設科 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

環境・施設科長 

専門研究員 

 〃 

 〃 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

研究員 

小池 洋介 

佐藤 淳 

若桑 咲子 

佐藤 翔一 

岸 孝二 

棚橋 恵 

堀 清人 

種村 竜太 

宮嶋 一郎 

遠藤 昌伸 

堀川 拓未 

五十嵐 憲郎 

相川 敏之 

長谷川 拓也 
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－ IV - 16 － 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 

３月31日付 

転出 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

転入 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

退職 

 

諸本 訓子 

竹田 宏行 

橋本 麻衣 

千野 史貴 

山口 吉博 

棚橋 恵 

土田 祥子 

日下部 由紀子 

竹田 宏行 

原 道雄 

佐藤 翔一 

棚橋 恵 

堀 清人 

長谷川 拓也 

渡邉 キララ 

臼井 一栄 

臼井 一栄 

村上農林振興部 庶務係長 

参事（育種栽培科長） 

新発田 主任普及指導員 

佐渡農林羽茂 主任普及指導員 

病害虫防除所 次長 

環境・施設科長 

佐渡農技センター 研究員 

総務課 主査 

参事（育種栽培科長） 

育種栽培科 専門研究員 

育種栽培科 主任研究員 

環境・施設科長 

環境・施設科 専門研究員 

環境・施設科 研究員 

技術員 

技術員（再任用） 

退職 

総務課 主査 

育種栽培科長 

育種栽培科 主任研究員 

育種栽培科 主任研究員 

参事（環境・施設科長） 

環境・施設科 専門研究員 

環境・施設科 研究員 

新潟工業用水道 主査 

育種栽培科長 

新潟農林振興部 課長代理 

佐渡農林振興部 技師 

環境・施設科 専門研究員 

農地整備課 副参事 

新採用 

新採用 

技術員 

技術員 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

高精度 GNSSモバイルステーション 

画像撮影用ドローン、バッテリーキッ

ト 

変水位透水性ユニット 

温度調節装置 

真空凍結乾燥機 

高速振動試料粉砕機 

農作業運搬車 

トラクタ 

バックホー 

ガレージジャッキ 

DJI-RTK2 

DJI Mavic3 Multispectral、DJImavic3 EnterprisePart05 

DIK-4051 

NT-145S1 

FDL-2000 

TI-100 

ELL803.PWS 

GK13.LVUC9L 

U-17-3A SE 

611-SJ50H 

 

（６）派遣研修者 

氏名 研修内容 日程 

若桑 咲子 

五十嵐 憲郎 

 

渡邉 キララ 

 

丹後 精一、渡邉 キララ 

千代 恵佑、臼井 一栄 

依頼研究員研修 果樹茶業研 

免許・運転技能研修（無人航空機

操縦者技能） 

免許・運転技能研修（①刈り払い

機、②大型特殊（農業機械限定） 

高所作業車 

農薬管理指導士資質向上研修 

令和５年６月５～16日 

令和５年８月 31日～９月６、26

日 

①令和５年７月 29日、②８月７～

８日、10月 12、26日 

令和５年 10月 16～17日 

令和６年２月 21日 

 

（７）参観者数 

農業者 農業関係団体 行政関係 学校関係 一般消費者 その他 合計 

32回 19回 19回 11回 2回 3回 86回 

199人 131人 64人 270人 46人 38人 860人 
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－ IV - 17 － 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明の名称 発明者 
特許出願 

番号・年月日 

特許出願公開 

番号・年月日 

特許登録 

番号・年月日 

サトイモの栽培方法 竹田 宏行 特願 2006-

281116 

平 18.10.16 

特開 2008-

92907 

平 20.４.24 

特許 

5771791 

平 27.７.10 

 

イ 実用新案権 

なし 

  

ウ 意匠権 

なし 

 

エ 育成者権（登録品種） 

農林水産植物の種類 登録品種の名称 登録番号・年月日 

いちご 新潟S3号 第 22112号 平 24.12.28 

チューリップ 新潟１号 第 15823号 平 19.12.17 

新潟２号 第 15824号 平 19.12.17 

新潟３号 第 17454号 平 21.２.24 

新潟４号 第 17455号 平 21.２.24 

新潟６号 第 17688号 平 21.３.２ 

新潟７号 第 17689号 平 21.３.２ 

新潟８号 第 17690号 平 21.３.２ 

新潟９号 第 17691号 平 21.３.２ 

新潟 10号 第 17692号 平 21.３.２ 

新潟 11号 第 17693号 平 21.３.２ 

新潟 13号 第 20371号 平 23.２.15 

新潟 14号 第 20372号 平 23.２.15 

雪うさぎ 第 24594号 平 27.11.10 

雪の華 第 25432号 平 28.９.27 

雪紫 第 25433号 平 28.９.27 

新紅 第 25433号 令４.１．17 

つつじ 越の淡雪 第 11563号 平 15.11.18 

越の舞姫 第 11564号 平 15.11.18 

ほほえみ 第 12949号 平 17.３.14 

ももか 第 12950号 平 17.３.14 

ダンシングスノー 第 12951号 平 17.３.14 

ひろか 第 32266号 令３．10．21 

スノーシャイン 第 32267号 令３．10．21 

かき 朱鷺乙女 第 11372号 平 15．８．19 

日本なし 新王 第 22540号 平 25．３．25 

新美月 

新碧 

第 22541号 平 25．３．25 

登録出願中 

大豆（えだまめ） 新潟系 14号 第 22414号 平 25．３．14 
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－ IV - 18 － 

（９）栄誉 

部科名・職名 氏 名 栄誉名 受賞年月日 栄誉の概要 

育種栽培科 竹田 宏行 園芸学会北陸支部功績

賞 

令５.12.８ 

 

野菜類の生産安定技術並びに有

害物質吸収抑制技術の開発 
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V 畜産研究センター  
 

組織構成図 

総 務 課 

酪農肉牛科 

生産・環境科 

畜産研究センター長 

養豚養鶏チーム 

資源循環チーム 

大家畜栄養生理チーム 

繁殖工学チーム 
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－ V - 2 － 

目次 

１ 研究概要 

 （１） 研究課題及び調査事業一覧 ······························································ V- 3 

 （２） 研究成果及び調査事業概要 ······························································ V- 4 

 

２ 研究成果 

（１） 新技術情報 

ア 研究成果情報 ··········································································· V- 7 

 イ 参考情報 ··············································································· V- 7 
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ア 学会誌等投稿 ··········································································· V- 7 

 イ 講演発表 ··············································································· V- 8 

 （３） 現地指導 ·············································································· V- 8 
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 （１） 指針及び行政関係資料の執筆 ···························································· V- 9 
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 （４） 農業大学校研究科 ······································································ V- 9 

 （５） その他講師派遣 ········································································ V-10 

 （６） 研修生受け入れ ········································································ V-11 

 （７） 取材対応 ·············································································· V-11 

 

４ 総務報告 

 （１） 施設 ·················································································· V-12 
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－ V - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

501 

 

502 

(1) 酪農・肉用牛の効率的生産に向けた基盤技術開発 

ア 県産未利用資源による牛由来メタン産生量低減効果の検

討 

イ TLR7/8活性化によるウシ精子の性選別法に関する実証試

験 

令５～７ 

 〃 

 

 〃 

 

酪農肉牛科 

 〃 

 

 〃 

 

県単経常  

503 

 

 

504 

505 

 

506 

507 

508 

 

(2) 中小家畜と自給飼料及び畜産環境改善に関する研究 

ア  安価な ICT機器を活用した養豚飼養管理省力化、低コ

スト化技術の開発 

イ 飼料の安定確保及び利用技術の開発 

（ア）良質な夏型飼料作物の安定生産 

（イ）低・未利用資源を含む飼料全般に適用できる消化性

評価手法 

（ウ）地鶏の飼料用米活用技術 

（エ）園芸作物残渣等未利用粗飼料資源の飼料化の検討 

ウ 堆肥の利用促進並びに環境や防疫に対応した管理技術の

開発 

令３～５ 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

生産・環境科 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

県単政策  

 

509 

510 

 

511 

 

(3) にいがた和牛の早期大型化及び高品質安定生産技術の開

発 

ア 発酵 TMRの長期給与が発育及び枝肉成績に及ぼす影響 

イ 代用乳の哺乳量や濃度、哺乳期間の違いが発育成績に

及ぼす影響 

ウ ゲノミック評価の肥育素牛への活用と枝肉成績との検

証 

令３～６ 

 

 〃 

令３～５ 

 

令３～６ 

酪農肉牛科 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

県単政策  

512 

 

513 

514 

(4) 黒毛和種受精卵のゲノミック評価選抜 

ア バイオプシー（BP）細胞における SNP解析の成功率の

調査 

イ バイオプシー胚の移植時における受胎率の調査 

ウ 胚のゲノミック評価と生まれた子牛のゲノミック評価

の一致度の調査 

令４～７ 

令４～５ 

 

令４～６ 

令５～７ 

酪農肉牛科 

 〃 

 

 〃 

 〃 

県単政策 

(所長枠) 

515 (5)昆虫飼料給与に関する研究 令５ 生産・環境科 

県単事業  

516 

(6) にいがた和牛レベルアップ推進事業 

ア 受精卵活用型生産拡大対策 

平 30～ 

 〃 

酪農肉牛科 

 〃 

県単事業  

517 

(7) 飼料生産給与技術改善対策事業 

ア 飼料作物品種適性調査 

昭 52～ 

平 24～ 

生産・環境科 

 〃 

県単事業  

518 

(8) にいがた地鶏振興事業 

ア にいがた地鶏振興事業 

平 25～ 

 〃 

生産・環境科 

 〃 

県単事業  

519 

(9) 畜産担い手基盤強化促進事業 

ア 中心的経営体指導強化推進事業（臭気低減対策指導） 

平 29～ 

令５～ 

生産・環境科 

 〃 

  ※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 酪農・肉用牛の効率的生産に向けた基盤技術開

発 

研究の背景と目的 

口蹄疫など海外悪性伝染病の発生リスクの増大、

穀物需給の逼迫や円安等の影響による飼料価格の高

止まり、さらに資材の高騰などの要因により、畜産

経営の収益性は低下している。また、近年では、温

室効果ガス（GHG）に配慮した飼養管理等、持続可能

性の高い農業経営が求められている。このため、意

欲的な酪農経営における生乳生産量の増加、あるい

は酪農、肉用牛経営における繁殖効率の改善などに

より生産性を向上させる基礎技術を開発する。 

 

501 県産未利用資源による牛由来メタン産生量低減効

果の検討 

 （山下） 

収集した４種の県内未利用資源（海藻、屑大豆、酒

粕、柿皮）について、飼料分析を行うと共に、牛第一

胃内でのメタン産生量低減効果を検証するため、再現

ルーメン培養試験を行ったが、培養後の測定手技が確

立せず、安定した結果とならなかった。今後手技の確

立を行っていく。 

 

502 TLR7/8活性化によるウシ精子の性選別法に関する

実証試験 

              （中川） 

広島大学から提示された性選別方法で和牛種雄牛 A

の精液を雄選別した精液を用いて経腟採卵由来、ある

いはと場由来卵子を用いて体外受精を行った。経腟採

卵由来卵子では 23個の胚を作成し、PCR法で性判定を

行ったところ、63.6％が雄胚であった。と場由来卵子

では 46個の胚を作成し、同じく PCR法で判定したとこ

ろ、61.5％が雄胚であった。一方種雄牛 Bでは雄胚の

割合は 37.5％であった。広島大学からは種雄牛によっ

て性選別の正確さがかなり異なるとの情報を得ており、

この種雄牛Aの選別率は60％台であることが推察され

た。今後別の種雄牛での選別を行っていく。 

 

 (2) 中小家畜と自給飼料及び畜産環境改善に関す

る研究 

研究の背景と目的 

本県の畜産業は、担い手の高齢化や労働力不足が

進行していることから、スマート農業技術を活用し

た省力化、精密化が求められている。また、収益性

の向上に向けて、自給飼料の生産拡大や飼料用米の

利用拡大、低・未利用資源の飼料としての活用が求

められているほか、畜産環境の改善に向けた対応が

必要となっている。そこで、これらに対応する技術

を開発する。 

 

503 安価な ICT機器を活用した養豚飼養管理省力化、

低コスト化技術の開発 

 （小見） 

子豚の保温用ヒーターに安価な温度センサース

イッチを組み込むことで、自動で温度調節が可能と

なり省力化及び低コスト化が図られた。体重推定装

置の活用により省力化が図られ、推定精度も十分に

実用可能なレベルであることが示された。 

 

504 良質な夏型飼料作物の安定生産 

   （品田） 

 飼料用とうもろこしの害虫であるアワノメイガを

効果的に防除するため、散布時期の検討を行った。

絹糸抽出期前の散布が効果的である可能性が示唆さ

れた。 

 

505 低・未利用資源を含む飼料全般に適用できる消

化性評価手法 

           （清水） 

デタージェント分析値を指標とした消化率および

消失率の評価手法を検討するために、ルーメン内乾

物消失率試験とデタージェント分析を実施した。そ

の結果、飼料作物の他に野草や農産残渣においても、

ADL 含量からおよそのルーメン内乾物消失率を推定

することができ、イネ科に限定すれば、さらに高い

精度での推定が可能となることが示された。 

 

506 地鶏の飼料用米活用技術 

      （村山） 

 にいがた地鶏の生産コストの低減を図るため、飼

料用米を 50％配合した飼料を用いて飼養試験を実

施した。飼料用米の給与割合を 50％まで増加させて

も大豆粕等の添加により栄養成分を調整すれば、増

体が著しく悪化することはなく、飼料費を 30～40％

低減することができることが示された。 

 

507 園芸作物残渣等未利用粗飼料資源の飼料化の検

討 

                 （清水） 

県内で収集した野草や農産残渣等の未利用資源に

ついて、タンパク質飼料として利用が期待できるも

のとして、野草ではハルガヤやヨシ等、農産残渣で

はえだまめ未熟莢、キャベツ外葉等があげられた。

農産残渣のうち、えだまめ未熟莢の飼料化試験では、

ギ酸を 0.5％添加すると発酵品質が向上し、長期保

存が可能となることが示された。 

 

508 堆肥の利用促進並びに環境や防疫に対応した管

理技術の開発 
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 （小見） 

養豚由来の悪臭物質のひとつであるノルマル酪酸

の濃度を現場で推定する方法を検討した。ニオイセ

ンサーの表示値及びアンモニアの臭気強度からノル

マル酪酸の臭気強度を推定できる可能性が示唆され

た。 

 

(3) にいがた和牛の早期大型化及び高品質安定生産技

術の開発 

研究の背景と目的 

県内黒毛和種肥育農家の半数が繁殖牛を導入し、自

家産素牛が確保可能な一部一貫経営へ移行しているこ

とから、市場導入より早期に肥育着手が可能な状況に

ある。しかし、県内農家では 24か月齢出荷に対応した

飼料給与体系が確立されておらず、全国共励会などの

受賞は 30か月齢出荷に限られる。そこで、早期肥育着

手できる環境を活かした 24 か月齢出荷を可能にする

技術を開発、効率化を図ることで肥育経営の安定に資

する。 

 

509 発酵 TMRの長期給与が発育及び枝肉成績に及ぼ

す影響 

  （関﨑） 

第２期肥育試験の供試牛では肥育中期終了時点に

おいて、発酵 TMR給与区の方が濃厚飼料多給区より

も粗飼料の乾物摂取量、総乾物摂取量が有意に高く、

粗飼料多給とともに全体の摂取量を増加させること

ができた。発育はいずれの区も標準より高く推移し、

良好な発育を示したが、発酵 TMR給与区の方が濃厚

飼料多給区よりも体重、体高、胸囲が有意に高く、

体長も高い傾向がみられた。 

 

510 代用乳の哺乳量や濃度、哺乳期間の違いが発育

成績に及ぼす影響 

  （関﨑） 

場内産雄子牛 14 頭を用い、代用乳倍量区(最大

12L/日)に５頭、規定量区(最大 6L/日)に５頭、増量

区（最大 10L/日区）に４頭を供試した。倍量区、増

量区の体重・体高・胸囲・腹囲が規定量区より有意

に優れ、最大 10L/日以上の哺乳に向け増給すること

により４か月齢で 180kg以上の体重に発育すること

を確認した。 

 

511 ゲノミック評価の肥育素牛への活用と枝肉成績

との検証 

                  （関﨑） 

肥育試験に用いる素牛のゲノミック評価値を家畜改

良事業団から入手した。これを参考に各試験区に配置

し、現在肥育試験を継続中。 

 

(4) 黒毛和種受精卵のゲノミック評価選抜 

研究の背景と目的 

ウシにおいて、ゲノム上の一塩基多型（SNP)から

枝肉重量や脂肪交雑等の遺伝的能力を推定する技術

（ゲノミック評価）が確立されている。SNP 情報は

一般的に生体の検体（血液、毛根）から得られるが、

受精卵（胚）の細胞片から得ることでより早い段階

での評価が可能となる。そこで、胚の細胞片から DNA

を抽出・増幅する方法について検討し、SNP 解析率

の向上を目指すとともに、ゲノミック評価の高い子

牛を作出する。 

 

512 バイオプシー（BP）細胞における SNP解析の成

功率の調査 

  （福留） 

胚を 10～30％の割合でバイオプシーして初期 DNA

量を増やすとともに、市販されている特定の全ゲノ

ム増幅キットを使用して全ゲノムを増幅したところ、

SNP解析率は平均 95.3％に、ゲノミック評価成功率

は 92.3％に向上した。 

 

513 バイオプシー胚の移植時における受胎率の調査

 （福留） 

バイオプシー胚を超急速ガラス化法（CA-VSED）で

保存し、室内加温後に胚移植を実施したところ、11

頭中 7頭が受胎（受胎率 63.7％）した。 

 

514 胚のゲノミック評価と生まれた子牛のゲノミッ

ク評価の一致度の調査 

 （福留） 

ゲノミック評価胚移植産子２頭の耳片細胞とバイ

オプシーサンプルとの SNP塩基一致率は 99.4％であ

り、高い相同性を確認することができた。また、県

優良和牛基準を満たすバイオプシー雌胚を 10 個作

出し、年度内に５個を移植、３頭が受胎して、うち

２頭の子牛が出生した。 

 

(5) 昆虫飼料給与に関する研究 

研究の背景と目的 

新たな飼料として注目されている昆虫飼料につい

て飼料成分とルーメン内における分解特性を調べ、

牛への給与の可能性を探る。 

 

515 昆虫飼料給与に関する研究 

      （品田） 

市販の昆虫飼料については、タンパク質と脂質に

富んでいることがわかった。また、ルーメン内の消

失率は、牧草等と比べて低いことがわかった。 

 

(6) にいがた和牛レベルアップ推進事業 
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事業の背景と目的 

受精卵移植により遺伝的能力の高い和牛子牛を増産

し、県産高能力肥育素牛の安定供給を通じて、高品質

で効率的ににいがた和牛の生産拡大を図る。 

 

516 受精卵活用型生産拡大対策 

    （福留） 

当センターで飼養する優良な黒毛和種供卵牛７頭

から延べ13回通常採卵を行い、正常な受精卵82個、

移植に適した A,A’卵は 46 個、販売用受精卵を 45

個確保した。さらに８頭から延べ 24回の OPU-IVPを

行い、正常な体外受精卵 103個を生産した。その中

で移植に適した A,A’卵は 71個あり、販売用体外受

精卵を 58 個確保した。その他に県内の農家で飼養

されている優良な黒毛和種供卵牛４頭から延べ４回

OPU-IVPを行い、正常な体外受精卵を 33個生産した。

その中で移植に適した A,A’卵は 32個あり、販売用

体外受精卵を 15個確保した。 

 

(7) 飼料生産給与技術改善対策事業 

事業の背景と目的 

県内栽培に適する飼料作物の優良品種を選定する

ためにエンバク及びイタリアンライグラス各品種の

生育特性・収量特性について検討する。また WCS用

イネ専用品種「つきはやか」の特性をコシヒカリと

比較する。 

 

517 飼料作物品種適性調査 

    （品田・小柳） 

エンバクは、中生品種の「アムリ２」と「前進」

が生育や収量の面で有望と考えられた。イタリアン

ライグラスは、標準品種の「ナガハヒカリ」と「フ

ウジン SR」の間に初期生育等の差はみられなかった。 

WCS用イネ品種では、「つきはやか」は草丈・稈長、

茎葉収量・割合、出穂期水分、茎葉の NFC含量およ

び ADL 含量の点から、WCS 用イネ品種としてコシヒ

カリより適していると考えられた。 

 

(8) にいがた地鶏振興事業 

事業の背景と目的 

「にいがた地鶏」の安定供給や品質向上及び所得

向上を図るため、低コスト生産体制の構築を推進す

る。 

 

518 にいがた地鶏振興事業 

 （村山） 

 ５名のにいがた地鶏飼養者に対して、雄 2,700羽、

雌 140羽、計 2,840羽のひなを供給した。 

 

(9) 畜産担い手基盤強化促進事業 

事業の背景と目的 

意欲ある中心的経営体の維持・拡大等を進めるた

め、その妨げとなる環境問題に対応し、畜産と地域

との共存が可能な家畜排せつ物の適正管理、臭気発

生状況等の点検、改善指導等を実施する。 

 

519 中心的経営体指導強化推進事業（臭気低減対策

指導） 

 （小見） 

地域振興局等が実施する臭気発生状況調査の支援

を行うともに、現地の実情に応じた臭気対策技術に

ついて助言等を行った。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和６年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（複合営農推進に向けた技術） 

24か月齢出荷が可能となる黒毛和種オス子牛の人工哺乳技術 

 

酪農肉牛科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（農業共通基盤部門の技術） 

有機質資材に含まれる貯留炭素の畑状態における分解特性 

 

生産・環境科 

 

２ 

（複合営農推進に向けた技術） 

低・未利用資源を含む飼料全般に適用できる消化性評価手法 

 

生産・環境科 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

牛由来メタン低減に地産地消の目線 海藻の飼料化を検討する（山下

舞） 

畜産技術第819号 令５.８ 

酸性デタージェント分析値を用いた有機質資材の炭素分解モデル（小

柳 渉） 

日本土壌肥料学雑誌94巻 令５.12 

酸性デタージェント分析による有機質資材の炭素貯留性評価（小柳

渉） 

新潟アグロノミー第 56号 令５.12 
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イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

新潟県における畜産DXの現状と取組（宮腰 雄一） 北信越畜産学会 令５.10.26 

直接移植を目的としたウシ胚ガラス化保存法の検討（中川 浩） 北信越畜産学会 令５.10.27 

県産海藻の牛消化管内発酵由来メタン低減効果の検討（山下 舞） 北信越畜産学会 令５.10.27 

蜀鶏育成鶏への緑餌給与の効果（村山 剛） 北信越畜産学会 令５.10.27 

トウモロコシの代替としてのソルガムの品種選定と栽培技術の検討 

（品田 晃平） 

北信越畜産学会 令５.10.27 

酸性デタージェント分析による有機質資材の炭素貯留性評価 

（小柳 渉） 

新潟県土壌肥料懇話会 令５.12.１ 

 

 

（３）現地指導 

ア  研究成果情報名：黒毛和種去勢肥育牛の出荷月齢早期化を可能にする飼料給与技術（令和３年度） 

担当部署 

担当者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

酪農肉牛科 

関﨑 幸一 

村上農業普及指導セン

ター 

合同会社アグリフロ

ンティア 

 

村上市荒川地

区 

 

 

 

 

令５.５.19 計画検討会議 

令５.７.31 

 

 

令３成果及び現在研究中の24か月齢出荷

体系の研究概要、全共出品牛等の枝肉６

形質・MUFAについて 

令６.２.６ 

 

改良の進んだ現在の和牛の月齢に応じた

発育、円滑な早期肥育、大型化につなげる

ための初期発育・肥育前期について 

令６.２.26 超音波肉質診断、月齢に応じた発育、飼料

給与内容・量 

令６.３.５ 実績検討会議 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令５.４.13 課題候補検討会 21 全研究員 

令５.４.13 令和５年度試験設計検討会 18 全研究員 

令５.４.24 令和５年度作業安全研修会 30 三条市消防署職員 

令５.７.３ 酪農情勢懇談会 5 玉木 勇、宮腰 雄

一、山下 舞 

令５.７.５ 令和５年度試験研究発表会 

 

62 全研究員、新潟大

学、農業団体他 

令５.７.31

～８.１ 

令和５年度北陸地域畜産関係場所長会議 10 玉木 勇、宮腰 雄

一、長谷川 裕二、山

下 舞 

令５.９.26 新潟大学農学部地域交流サテライト実習 35 長谷川 裕二、宮腰

雄一 

令５.10.７ 畜産研究センター見学デー 41 全研究員 

令５.11.15 

 

公開セミナーin佐渡 24 宮腰 雄一、小柳 

渉、関﨑 幸一 

令６.２.７

～８ 

令和５年度試験成績検討会 20 全研究員 

令６.２.15 

 

令和５年度畜産分野成果候補検討会 21 全研究員 

令６.２.26 

令６.３.４ 

畜産技術員資質向上研修会（妙法育成牧場現場交流会） 20 玉木 勇、小柳 渉、

上村 次郎、他 

令６.３.13 課題候補検討会 21 全研究員 

 

（３）農業大学校 

教科名 
授業時間（時間） 

講師 
講義 演習 実習 計 

家畜育種学 12   12 関﨑 幸一 

繁殖工学 ６  ８ 14 福留 信司 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 
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（５）その他講師派遣 

年月日 主催者 行事 内容 講師 

令５.５.19 経営普及課 黒毛和種早期肥育技術

研修 

黒毛和種早期肥育技術の

特徴的内容 

関﨑 幸一 

令５.６.８

～９ 

経営普及課 新任専門技術研修Ⅰ

（畜産） 

乳用牛・肉用牛・鶏・豚・

飼料作物について 

山下 舞、関﨑 幸一、

村山 剛、小見 朋子、

清水 翔太、品田 晃平 

令５.６.16 新潟県学校農業クラブ

連盟 

家畜審査競技大会 乳牛及び肉牛の審査競技

会審査員 

宮腰 雄一、関﨑 幸

一、山下 舞 

令５.７.31 経営普及課 黒毛和種肥育出荷月齢

早期化技術検討会 

令３成果及び現在研究中

の 24 か月齢出荷体系の研

究概要、全共出品牛等の枝

肉６形質・MUFAについて 

関﨑 幸一 

令５.８.10 津南町養豚組合・津南

町畜産クラスター協議

会 

養豚研修会 試験研究の成果と今後の

試験研究への要望につい

て 

小見 朋子 

令５.８.18 

令５.11.20 

～22 

令５.12.22 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 酪農経営指導 品田 晃平 

令５.８.21

～９.15 

畜産課 家畜人工授精師養成講

習会 

家畜人工授精師免許取得

のための講習会 

中川 浩、関﨑 幸一、

福留 信司、安野 僚太

郎、山下 舞 

令５.８.22 

11.29、12.

４、12.20 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 酪農経営指導 宮腰 雄一 

令５.８.23 

令６.１.23

～25、２.

21 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 酪農経営指導 小柳 渉 

令５.８.24 

令６.３.22 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 酪農経営指導 山下 舞 

令５.９.26 全農新潟県本部 新潟県子牛研修会 子牛共進会審査員 関﨑 幸一 

 

令５.９.４

～６ 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 養豚経営指導 小見 朋子 

令５.９.13 

～15、10.

12 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営（繁殖）指導 関﨑 幸一 

令５.11.２ 経営普及課 土壌診断能力向上研修 RQ フレックスとカリウム

イオンメーターの活用等 

小柳 渉、清水 翔太 

令５.11.８

～10 

経営普及課 新任専門技術研修Ⅰ

（畜産） 

乳用牛・肉用牛・豚・繁殖、

ふん尿処理について 

宮腰 雄一、関﨑 幸

一、中川 浩、小柳 渉 

令５.12.25 

令６.１.30 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 養豚経営指導 小見 朋子 

令５.12.８ 三条農業普及指導セン

ター 

上中越ブロック畜産普

及指導員調査研究検討

会 

24 か月齢出荷につながる哺

乳技術、最新の水田飼料作

物栽培技術について 

関﨑 幸一 

清水 翔太 
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令５.12.21 保健環境科学研究所 保健環境科学研究所所

内セミナー 

牛消化管内発酵由来メタン

の研究について 

山下 舞 

令５.７.19 

令６.１.16

～18,２． 

９、２.13、 

２.16、３． 

１ 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営（一部一貫） 

指導 

関﨑 幸一、清水 翔

太 

令６.２.14 新潟地域農業振興協議

会、新潟地域振興局農

林振興部 

令和５年度新潟地域 

新規就農者研修会 

園芸等における土づくり

の基本 

小柳 渉 

令６.２.26 経営普及課 

 

黒毛和種早期肥育技術

研修 

超音波肉質診断指導 宮腰 雄一、関﨑 幸

一 

令６.３.19 にいがた畜産女子会

（新潟県畜産協会） 

にいがた畜産女子会研

修会 

場内視察及び家畜栄養管

理の基礎について 

宮腰 雄一、関﨑 幸

一、小見 朋子 

 

（６）研修生受け入れ 

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

小笠原 啓祐 新潟大学農学部 インターンシップ 令５.９.11～15 酪農肉牛科 

落 翔真 新潟大学大学院 インターンシップ 令５.10.２～６ 酪農肉牛科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令５.７.13 新潟日報 まいにちふむふむ「牛がもぐもぐ健康の印」 宮腰 雄一 令５.９.４ 
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４ 総務報告 

（１）施設（畜産研究センター） 

   所 在 地 三条市棚鱗 178 

   建物面積 10,943.94ｍ2 

   圃場面積 26.2ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 11,889     11,889 

維持管理費 24,128     24,128 

経常研究費 2,382     2,382 

ほ場・飼育管理費 54,130    39,608 14,522 

受託試験費 124    124 0 

政策研究費 11,832    8,424 3,408 

備品整備費 11,401     11,401 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 18,431     18,431 

その他（他課事業） 17,812     17,812 

合   計 152,129 0 0 0 48,156 103,973 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

総務課 センター長 

総務課長 

主査 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

玉木 勇 

星野 幸生 

坂内 稔之 

長谷川 元 

岩村 伸行 

若林 祐志 

高橋 稔郎 

上村 次郎 

淡路 実 

渡邉 千里 

古山 一希 

目黒 正介 

高山 肇 

酒井 直樹 

橘 芳則 

酪農肉牛科 

 

 

 

 

 

生産・環境科 

酪農肉牛科長 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

主任研究員 

生産・環境科長 

専門研究員 

主任研究員 

  〃 

研究員 

  〃 

  〃 

宮腰 雄一 

中川 浩 

関﨑 幸一 

福留 信司 

安野 僚太郎 

山下 舞 

長谷川 裕二 

小柳 渉 

村山 剛 

小見 朋子 

清水 翔太 

品田 晃平 

本間 みのり 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

令和５年 

11月１日付 

令和５年 

３月31日付 

転 出 

〃 

転 入 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

異 動 

 

退 職 

〃 

〃 

〃 

島津 是之 

山家 崇 

玉木 勇 

福留 信司 

安野 僚太郎 

本間 みのり 

酒井 直樹 

橘 芳則 

本間 みのり 

 

大矢 俊行 

弥田 進 

渋谷 誠 

酒井 直樹 

妙法牧場・場長 

妙法牧場・主任 

センター長 

酪農肉牛科・専門研究員 

酪農肉牛科・主任研究員 

酪農肉牛科・研究員（新採用） 

技術員（再任用） 

技術員（再任用） 

生産・環境科・研究員 

 

退職 

退職 

退職 

退職 

酪農肉牛科長 

酪農肉牛科・主任研究員 

妙法牧場・場長 

農業大学校・農学部准教授 

妙法牧場・主任 

 

 

 

酪農肉牛科・研究員 

 

センター長 

酪農肉牛科・臨時的任用職員 

技術員 

技術員 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

ディスクハロー 東洋農機・TH02224NX 

トラクター ニューホランド・T4.75PS 

経膣採卵用超音波画像診断装置 本多電子・HS-1600V 

セミミクロ天秤 OHAUS・explorer EX125 

分光光度計 Thermo Fisher Scientific・EVOLUTION One 

ミルクサンプラー DeLaval社・Voluntary Milking System（VMS）用サンプラー 

自走式ラッピングマシーン タカキタ・SW1120D 

牽引式ラッピングマシーン タカキタ・WM1071A 

乾式臨床化学分析装置 アークレイ・SPOTCHEM EZ SP-4430 N 

食肉脂質測定装置 相馬光学・S-7740一式・２台 

食肉脂質測定装置リファレンス板 相馬光学・S-7740用・２台 

食肉脂質測定装置バッテリー 相馬光学・S-7740用・２台 

食肉脂質測定装置充電器 相馬光学・S-7740用・２台 

ドローン DJI・Mavic3 Multispectral 

マルチスペクトラムカメラドローン用

反射板 
Quantomics・REF2550-1 

 

（６）派遣研修者 

研修名 研修者名 研修目的 期間 講師 

令和５年度中央畜産技

術研修会(新任畜産技

術職員（１）)  

本間 みのり 畜産に関する高度な知

識の習得および指導力

の向上 

令５.６.６～８ 畜産局、（独）家畜改良

センター、消費・安全局 

   

（７）参観者数 

農業者 行政関係 教育関係 一般県民 見学デー 合    計 

１回 ３回 １回 １回 １回 ７回 

９人 23人 35人 ３人 41人 111人 
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（８）無体財産権など 

ア 特許権 

なし 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

（９）栄誉 

  なし 
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VI食品研究センター  組織構成図 

蛋白菓子食品チーム 

米穀食品チーム 

園芸利用食品チーム 

微生物利用食品チーム 

生産工学チーム 

生物機能工学チーム 

食品工学科 

園芸特産食品科 

総 務 課 

穀類食品科 

食品研究センター長 

水産加工食品科（新潟分室） 

水産加工食品チーム 



90 

 

－ VI - 2 － 

目次 

１ 研究概要 

 （１） 研究課題及び調査事業一覧 ····························································· VI- 3 

 （２） 研究成果及び調査事業概要 ····························································· VI- 5 

 

２ 研究成果 

（１） 新技術情報 

  ア 研究成果情報 ·········································································· VI-10 

イ 参考情報 ········································································· VI-10 

 （２） 研究発表 

  ア 学会誌等投稿 ·········································································· VI-10 

  イ 講演発表 ·············································································· VI-11 

 （３） 現地指導 ············································································· VI-11 

 

３ 技術援助及び行政対応活動 

 （１） 指針及び行政関係資料の執筆 ··························································· VI-12 

 （２） 成果発表、研修会、関係会議等 ························································· VI-12 

 （３） 農業大学校 ··········································································· VI-14 

 （４） 農業大学校研究科 ····································································· VI-15 

 （５） その他講師派遣 ······································································· VI-15 

 （６） 研修生受け入れ ······································································· VI-16 

 （７） 取材対応 ············································································· VI-17 

 （８） 実地指導回数 ········································································· VI-17 

 

４ 総務報告 

 （１） 施設 ················································································· VI-18 

 （２） 事業予算 ············································································· VI-18 

 （３） 職員一覧 ············································································· VI-18 

 （４） 職員の異動 ··········································································· VI-19 

 （５） 購入研究備品 ········································································· VI-19 

 （６） 派遣研修者 ··········································································· VI-19 

 （７） 参観者数 ············································································· VI-19 

 （８） 無体財産権など ······································································· VI-19 

 （９） 栄誉 ················································································· VI-20 

  



91 

 

－ VI - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

601 

 

602 

603 

(1) 穀類の用途拡大と高付加価値に向けた基盤技術の確立 

ア 穀類の用途拡大技術の開発 

（ア）大豆加工食品の開発 

イ 穀類の高付加価値化技術の開発 

（ア）澱粉の結着性を利用した雑穀全粒粉麺状食品の開発 

（イ）水素ガスの食品に対する作用効果の検証 

令５～７ 

 

 〃 

 

〃 

〃 

穀類食品科 

 

〃 

 

〃 

 〃 

県単経常  

 

604 

605 

 

 

606 

 

607 

608 

(2) 県産農産物の商品性向上技術の開発 

ア 県産農産物・加工品の高品質安定流通技術の開発 

（ア）原料処理・加工技術開発 

（イ）保存技術の開発 

イ 新潟オリジナル微生物の利用技術の開発と危害防止技

術の開発 

（ア）オリジナル微生物の利用技術 

ウ 伝統食品の新規規格商品化技術の開発 

（ア）伝統食品の製造条件の確立 

（イ）伝統食品の賞味期限延長技術の検討 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

園芸特産食品科 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

県単経常  

 

609

610 

 

(3) 農産物の付加価値を高める新規食品素材の開発及び機能

性評価 

ア 農産物を用いたプラントベース食品素材の開発 

イ 地域特産農産物に含まれる有用成分量の評価及び簡易

分析法の検討 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

食品工学科 

 

 〃 

 〃 

県単経常  

 

611 

(4) 蛋白質供給源として新しい価値を持つ水産加工品の製造

技術開発 

ア 魚肉すり身等を用いた新しい蛋白質供給源の加工化、

素材化技術開発 

令５～７ 

 

 〃 

水産加工食品科 

  

 〃 

県単経常 612 (5) かんしょ「べにはるか」の早期追熟特性の把握 令５～６ 園芸特産食品科 

県単政策  

 

 

 

613 

 

614 

 

 

 

615 

 

616 

(6) 県産農水産物の新たな需要を喚起する食品加工技術の開

発 

 

ア 県産米粉の用途拡大に向けた特性付与技術の開発 

（ア）米の性状改変技術の確立 

 

（イ）性状改変米粉の製造確立と目的に対応した最適利用

方法の検討 

 イ オリジナル乳酸菌を利用した発酵漬物の安定生産技術

の開発 

（ア）無塩発酵漬物の安定製造技術開発 

 

ウ 県産農林水産物を用いた魚臭低減技術の開発 

令３～５ 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 

令３～５ 

 

令３～５ 

穀類食品科、園芸特

産食品科、食品工学

科、水産加工食品科 

 

穀類食品科、食品工

学科 

穀類食品科 

 

 

 

園芸特産食品科、食

品工学科 

水産加工食品科、食

品工学科 

県単政策  

 

 

(7) 農作物の栄養や健康に関する機能性成分の評価（黒龍江

省との共同研究事業） 

ア 水稲、大豆に含まれる機能性成分含有量の評価（黒龍

令３～５ 

 

 

食品工学科、穀類食

品科 
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予算 

区分 
課題名 年次 分担 

 

617 

618 

 

619 

620 

江省との共同研究） 

（ア）水稲の機能性成分含有量の評価 

（イ）大豆の機能性成分含有量の評価 

イ 加工処理による機能性成分への影響評価 

（ア）発酵・酵素処理による成分への影響評価 

（イ）米菓の加工適性試験 

 

 〃 

 〃 

 

令４～５ 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

県単政策 621 (8) 進化型アモルファス米粉とその利用技術の開発 令５～６ 穀類食品科 

県単政策 622 (9) 超高齢社会の今、柿で QOLの向上を！ 令５～６ 食品工学科、園芸特

産食品科 

県単事業  

 

 

 

623 

 

624 

 

 

 

625 

626 

(10) フードテックによるプラントベースフード素材の製造

技術開発（新潟ライスフードテック研究事業） 

 

ア 米を主原料とした機能素材の製造技術の開発 

（ア） 米粉のブレンドによる品質安定化技術の開発 

（イ） 乳化機能を有する米素材の製造技術開発 

a 物理化学的操作による乳化機能米素材の製造技術 

開発 

 

イ 米を原料とするプラントベースフード製造技術の開発 

（ア）ライスミルク製造技術の開発 

（イ） 畜産物代替素材の開発 

令５～７ 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

  

〃 

 〃 

食品工学科、穀類食

品科、園芸特産食品

科 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 

 〃 

 〃 

県単事業  

627 

628 

(11) 県産食材加工体制強化事業 

ア 県産農産物１次加工品の品質安定化（えだまめ） 

イ 県産農産物１次加工品の品質安定化（ル レクチエ） 

令３～５ 園芸特産食品科 

 〃 

 〃 

県単事業 629 (12) 県産食品新市場開拓支援事業 令４～６ 穀類食品科、園芸特

産食品科、食品工学

科、水産加工食品科 

外部資金 630 (13) 粉砕処理を利用した製餡技術 令５ 穀類食品科 

外部資金  

 

631 

632 

(14)農産物の風味を活かしたプラントベースフード製造技術

の開発 

ア  テンペの基礎データの蓄積 

イ  大豆とえだまめを用いたテンペ製造条件の検討 

令５ 

 

 〃 

 〃 

 

園芸特産食品科 

 

 〃 

 〃 

 

 

 
※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 穀類の用途拡大と高付加価値に向けた基盤技術の

確立 

研究の背景と目的 

 穀類を主原料とする企業の製造コストや販売環境は

戦争や円安等により大きな影響を受けている。これら

を解決し県内企業を振興するため、穀類の用途拡大と

高付加価値を付与できる基盤技術開発を行う。 

 

601 大豆加工食品の開発 

         （諸橋） 

豆乳加工品の食感調製を行うため豆乳濃度・凝固剤

濃度および凍結・解凍・圧搾を行った。その結果、凝

固物の硬さや凝集性への豆乳濃度の関与は低く、凝固

剤濃度や凍結・解凍後の豆腐生地水分の関与が大きか

ったことから、これを変えることで物性を調整できる

ことが示唆された。 

 

602 澱粉の結着性を利用した雑穀全粒粉麺状食品の開

発                 （野呂・諸橋） 

 

穀粒の水分と加熱時間を調整し、小麦（「ゆきちから」、

「ゆきはるか」）やソバの糊化調整穀粉（糊化度 33～

68％）を製造した。穀粒水分が高く加熱時間が長いほ

ど糊化度が増加した。これらの糊化調整穀粉の粒度分

布を測定したところ、対照に比べて細かくなる傾向を

示した。 

 

603 水素ガスの食品に対する作用効果の検証 

 （髙橋・知野・大野） 

POV判定紙の L*値で評価を行ったところ、保存 28日

までは全試験区とも変化は見られなかった。保存 60日

では、包装資材 L、Kの空気区で僅かに測定値が低下し

たが、さらに長期間の検討が必要と考えられた。 

 

(2) 県産農産物の商品性向上技術の開発 

研究の背景と目的 

県産農産物の多くは季節食材として取り扱われてお

り、長期販売、安定供給できる技術開発の要望がある。

また、県産農産物を利用した加工品や発酵食品では、

差別化のため特徴ある製品作りが求められている。そ

こで県産農産物の商品性向上を目的に、県産農産物の

長期供給技術、微生物による食品の物性改変や食品安

全に関わる利用技術、県産農産物を原料とした伝統食

品の用途拡大・商品性向上のための技術開発を行う。 

 

604 原料処理・加工技術開発 

（太刀川・大源・奥原・佐藤） 

 かき「突核無」を正月販売するための長期貯蔵条件

を検討した。「突核無」は、炭酸ガス脱渋後、LDPE120

で包装し、０℃で貯蔵することで、包装内ガス組成が

酸素３％程度、二酸化炭素 13％程度の高炭酸ガス低酸

素状態で安定し、120日間（１月中旬まで）の貯蔵が可

能であった。 

 

605 保存技術の開発 

  （太刀川・大源・奥原・佐藤） 

かき「突核無」の冷凍焼けを防止するための冷凍保

存条件を検討した。「突核無」は、-35℃で保存するこ

とで保存６か月後も果皮色を保存前と同等に保持でき

た。また、窒素置換包装は、冷凍保存-18℃、３ヶ月時

点で、含気包装より彩度の低下がやや抑制されたが、

外観上の大きな差異は認められなかった。 

 

606 オリジナル微生物の利用技術 

（奥原・大源・太刀川） 

低温熟成ぬか床から３種６株の乳酸菌を分離した。

乳酸菌ヤマコシ株の粘性物質は多糖類で、グルコー

スとラムノースから構成されており、また、その粘

性は、菌体が連なる構造に起因する可能性が示唆さ

れた。 

 

607 伝統食品の製造条件の確立 

    （堀井・渡辺） 

ホスファターゼ低生産麹菌株 KBN8048株とリン酸塩

を含有する製麹助剤を併用することで、米麹の酸性ホ

スファターゼ活性は著しく低下し、また、50℃・30分

間の加熱をすることで更に低下した。 

 

608 伝統食品の賞味期限延長技術の検討 

 （渡辺・堀井） 

味噌において 45～55℃程度の中温処理を行うこと

で酵母を不活化し、アルコール等を添加せず防湧でき

ることを見出した。また、加熱による品質低下は官能

評価では僅少であった。 

 

(3) 農産物の付加価値を高める新規食品素材の開発及

び機能性評価 

研究の背景と目的 

動物性原材料の代替としてプラントベース食品の需

要が高まっており、県産農産物から新たなプラントベ

ース食品を開発し、県内食品産業の振興を目指す。ま

た、県産（地域特産）農産物やその加工品には、顕著

な量の機能性成分や栄養成分を含有するものが多く、

地域特産農産物の特徴的有用成分量を明確化し、農産

物の付加価値向上による販売促進、生産者の所得向上

に繋げる。 
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609 農産物を用いたプラントベース食品素材の開発 

（相原・小林和・太養寺・山岸） 

植物由来素材の改質技術につながる乳酸菌の探索

を試みた。保有する乳酸菌 32株から、プロテアーゼ

活性を示し Lactiplantibacillus plantarum と推定

される飯寿司由来の乳酸菌 1株を確認した。また、

別の乳酸菌により県産さつまいもペーストを発酵さ

せ、良食味の食品素材を調製できる可能性を見出し

た。 

 

610 地域特産農産物に含まれる有用成分量の評価及び

簡易分析法の検討 

（太養寺・山岸・相原・小林和） 

佐渡金山で２ヶ月保存した佐渡産みかんは、保存前

とβ-クリプトキサンチン含量はほぼ変わらず、β-カ

ロテンは約２倍に増加した。有機酸は減少し、遊離ア

ミノ酸も変化した。カロテノイドと糖度との関係性は

低かった。 

 

(4) 蛋白質供給源として新しい価値を持つ水産加工品

の製造技術開発 

研究の背景と目的 

水産練り製品は、高蛋白質・低脂肪としての価値が

改めて認められている。一方、食の意識や価値観は多

様化しており、今後様々な形で食品に利用されること

が考えられる。そこで、魚肉すり身が従来持つ価値に

加え、新しい価値（食感、風味等）を付加する技術を

開発する。 

 

611 魚肉すり身等を用いた新しい蛋白質供給源の加工

化、素材化技術開発 

            （小林将） 

冷凍魚肉すり身又はワニエソ魚肉を用いたシート及

びフィルムの性状把握を行った。蛋白質分解酵素の添

加によりシートの物性低下及び褐変が認められた。ま

た pH調整により、一定の引張強度を持つフィルム様形

成物が得られた。しかし、喫食及び実用に耐えうる品

質になるよう検討が必要であった。 

 

(5) かんしょ「べにはるか」の早期追熟特性の把握              

研究の背景と目的 

かんしょ「べにはるか」は、収穫後の追熟管理が

必要な品種であり、追熟期間が年次によって 45 日

～90日と大きく変動することから、追熟期間を短縮

及び平準化するための追熟調整技術の開発が求めら

れている。そこで、早期追熟調整の可否及びその条

件を明らかにするため、追熟管理温度が「べにはる

か」の追熟進度、品質（糖度、硬度）、腐敗率等に

及ぼす影響を検討する。 

 

612 かんしょ「べにはるか」の早期追熟特性の把握 

（太刀川） 

10℃以下の貯蔵温度が「べにはるか」の性状に及ぼ

す影響を検討した。０℃貯蔵は、貯蔵 30日時点まで果

肉褐変や腐敗等の症状がなく、現状の追熟管理温度で

ある 12℃貯蔵よりも短期間に生芋 Brix％の上昇及び

硬度の低下が認められたことから、追熟促進条件とし

て有望であった。 

 

(6) 県産農水産物の新たな需要を喚起する食品加工技

術の開発 

研究の背景と目的 

 

県産農水産物の新たな需要を喚起する新たな食品加

工技術として、一般の中アミロース米を原料に用いて、

パン、麺、洋菓子など各種用途に利用できる微細米粉

製造技術を開発するとともに、県オリジナル乳酸菌を

用いた発酵漬物の生産技術、魚臭低減を可能にする県

産魚加工技術を開発する。 

 

613 米の性状改変技術の確立 

（髙橋・知野・大野・野呂・太養寺・山岸・宍戸） 

作用機序の異なる酵素の併用により硬化抑制効果の

増強に違いが見られた。うるち米品種（一部産年が異

なる）を用いて、改質処理条件で製造した米粉の理化

学的性状は、改質処理を行わない米粉とほぼ同等程度

だった。団子硬度からは、「こしいぶき」や「ゆきん子

舞」はいずれも改質効果が認められたが、「越のかおり」

では効果は小かった。 

 

614 性状改変米粉の製造確立と目的に対応した最適利

用方法の検討 

（髙橋・知野・大野・本間・諸橋・野呂・宍戸） 

硬化抑制効果が高い米粉で製造した米粉パンは、保

存温度25℃、10℃保存いずれにおいても保存時の硬化

が抑えられた。スポンジケーキでは10℃保存において

保存時の硬化が抑えられた。米粉麺では、対照（無処

理区）に比べ生地色調に違いは見られなかった。官能

評価は対照より「硬さ・コシ」で高い評価となったが、

「越のかおり」と同等の食感とはならなかった。 

 

615 無塩発酵漬物の安定製造技術開発 

（奥原・堀井・相原） 

原料野菜を湯通しし、低温増殖性乳酸菌を添加して

低温５℃で発酵させると、３～５週間で菌数を低減し

た無塩発酵漬物が製造できた。野菜が隠れる程度の加

水は２次汚染を低減した。また、米麹床中の耐熱性菌
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数は、乳酸発酵または乳酸 0.8％以上の添加により

15℃で１カ月後に 1/100以下に低減した。 

 

616 県産農林水産物を用いた魚臭低減技術の開発 

  （松原・小林和・太養寺） 

分析型パネルによるにおい識別試験で 2.5％アラメ

浸漬液によるソウハチ一夜干し、５％アラメ浸漬液に

よるマアジ一夜干し非加熱品について、対照区（無処

理）より魚臭の低減が認められた。さらに 0.2％柿渋

浸漬液によるマアジ一夜干し非加熱品においても同様

の効果が認められた。 

 

(7) 農作物の栄養や健康に関する機能性成分の評価

（黒龍江省との共同研究事業） 

研究の背景と目的 

新潟県・黒龍江省がそれぞれ保有する米や大豆に含

まれる機能性成分の含有量等を明らかにし、機能性の

高い品種の県内企業での活用や中国への輸出などに貢

献する。 

 

617 水稲の機能性成分含有量の評価 

（相原・太養寺・山岸・小林和・髙橋） 

令和４年産玄米のフェルラ酸、γ-オリザノール、ポ

リフェノール、トコフェロール類、デンプン特性は、

前年度産と同様の品種間差が見られた。成分によって

年次間差が認められ、特に有色素米のポリフェノール

で差異が大きかった。 デンプン特性では、前年度産以

上に高温障害の影響が見られた。 

 

618 大豆の機能性成分含有量の評価 

（相原・太養寺・山岸・髙橋・小林和） 

 令和４年産大豆のイソフラボン、サポニン、ミネラ

ル、食物繊維、ポリフェノール、トコフェロールを測

定し、品種間差や年次間差を把握した。「里のほほえみ」 

でサポニン SS-Aが少なく、えぐみの少なさが示唆され

た。黒大豆のアントシアニンは年次間差が大きかった。 

 

619 発酵・酵素処理による成分への影響評価 

（山岸・太養寺・小林和・相原） 

黒大豆のテンペ加工において、アントシアニンは蒸

し後に半減し、発酵でさらに減少した。「紫宝」の甘酒

加工と黒大豆テンペにおいて、硫酸鉄浸漬によるアン

トシアニンの減少抑制効果を検討したが、加工後の残

存率の有意な向上は認められなかった。 

 

620 米菓の加工適性試験 

（山岸・太養寺・髙橋・知野・大野） 

米菓加工におけるプロアントシアニジンの挙動は前

年度と同様であった。米菓中のアントシアンの残存

率は約 30％で、抗酸化能は４～５割に減少した。煎り

豆のアントシアニンは、硫酸鉄浸漬等により約 60％

保持できた。 

 

(8) 進化型アモルファス米粉とその利用技術の開発 

研究の背景と目的 

輸入食材の供給が不安定な現在、食品企業は国産原

料への回帰を模索しており、県産農産物の利用促進を

図る好機である。そこで、パン用米粉やα粉とは物性

や加工性の異なるアモルファス米粉について製造技術

とその利用技術を検討し、新たな需要創出を目指す。 

 

621 進化型アモルファス米粉とその利用技術の開発 

（野呂・諸橋・本間） 

ボールミルを用いて、アモルファス米粉の製造を検

討した。ボールミルはバイブレーションミルより時間

を要したが、品種や米粉の種類を問わずアモルファス

米粉を製造することができた。DSC 分析では、コシヒ

カリのアモルファス米粉は他の米粉とは異なる結晶性

を示した。また、アモルファス米粉を用いた寒天やク

リームの試作を行った。 

 

(9) 超高齢社会の今、柿で QOLの向上を！ 

研究の背景と目的 

柿は骨の維持に関わる機能性成分β-クリプトキサ

ンチン（CX）等のカロテノイドを多く含み、特に果皮

で含量が多い。そこで、干し柿製造時の廃棄物である

果皮の有効利用と皮ごと食べられる「突核無」の CX分

析を行い、健康機能性が明確な県産柿製品・素材の実

現を目指す。 

 

622 超高齢社会の今、柿で QOLの向上を！  

（太養寺・山岸・小林和・太刀川） 

柿果皮の物理処理により、ペーストや粉末状の素材

ができた。また、セルロースナノファイバーの製造可

能性を示した。「突核無」90 果についてカロテノイド

含量等の性状を分析した。重量の小さい果実の着色が

良好な傾向が見られたが、糖度に差は認められなかっ

た。 

 

(10) フードテックによるプラントベースフード素材

の製造技術開発（新潟ライスフードテック研究事業） 

 研究の背景と目的 

県内で生産される非主食用米の需要拡大を図るため、

米を原料とした乳化剤機能を有する食品素材開発、及

び、米を原料としたミルク・チーズ・肉等動物性原料

の代替素材の製造技術を開発する。 
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623 米粉のブレンドによる品質安定化技術の開発 

（髙橋・知野・大野・諸橋・本間・野呂） 

微粒区分は粗～細粒区分に比べ相対的に吸水量が少

ない傾向であった。細かな粒子が増加すると半吸水量

は増加傾向となり、粒度構成は吸水量よりも吸水時間

への影響が大きいものと推測された。半糊化粉添加に

よる吸水性は、ホットボックス製造粉よりもエクスト

ルーダー製造粉の方が吸水量の変化が大きい傾向であ

り、吸水性には糊化度以外の要因の関与が示唆された。 

 

624 物理化学的操作による乳化機能米素材の製造技術

開発 

             （髙橋・知野・大野） 

 試作した米素材の乳化力や安定性は物理操作の方

法・強度によって変化し、処理強度の強いほうが乳化

力は高いと考えられた。乳化力の付与には米粉以外の

副資材の影響も大きかった。今回試作した米素材の乳

化力は、大豆レシチンや合成品よりも相対的には弱い

と考えられた。 

 

625 ライスミルク製造技術の開発 

（奥原・大源・太刀川） 

各種米粉・デンプンを原料に米油を加えて乳化さ

せライスミルクを試作した。試作品の中から、牛乳

様の色調を示し、一晩以上静置後、及び 85℃で 30分

間の加熱殺菌処理後も乳化状態が安定していたもの

を選定した。 

 

626 畜産物代替素材の開発 

（相原・太養寺・小林和・山岸・知野） 

チーズ様食品については、米由来原料に酵母エキス

や米発酵物を添加することにより風味の向上を図るこ

とができた。卵様食品については、米由来素材を主原

料としたスクランブルエッグに近い質感を持つ試作品

を調製することができた。肉様素材については、米タ

ンパク質の溶解や加熱処理による保水性や弾力性の向

上が認められた。 

 

(11) 県産食材加工体制強化事業 

 事業の背景と目的 

本県の基幹産業である食品産業分野において、地

域内での食品加工体制を拡充し、県産農林水産物の

加工食品素材としての流通を活性化させることで、

県産農林水産物の需要の底上げ及び食品産業と農林

水産業との一体的な競争力強化を図る。そこで、県

産青果物の加工前調整方法及び加工後の冷凍保存に

よる品質変化を検証し、県内の一次加工業者へ情報

提供を行う。 

 

627 県産農産物１次加工品の品質安定化（えだまめ） 

（太刀川・大源・奥原・佐藤） 

各種サイクロデキストリン（CD）がえだまめペース

トの香気保持に与える影響を検討した。α-CD は、え

だまめペースト重量に対して 0.75％（w/w）以上添加

することで、他の CDよりもえだまめに特徴的な香気成

分（ヘキサナール、１-ペンタノール、１-ヘキサノー

ル）を強く保持した。 

 

628 県産農産物１次加工品の品質安定化（ル レクチエ） 

（太刀川・大源・奥原・佐藤） 

 光透過による「ル レクチエ」コルク状果肉障害果の

非破壊判別方法を検討した。コルク状果肉障害果は、

果実表面に光束 1,000ルーメンの光を照射することで、

果肉内部のコルク部分が光透過を阻害することにより、

高精度かつ短時間に目視判別が可能であった。 

 

(12) 県産食品新市場開拓支援事業 

研究の背景と目的 

県内食品産業の一層の振興を促進するため、新潟

県食品加工技術研究会を設立・運営し、県内食品企

業とともに、県が保有する開発技術などを活用して、

高品質・高付加価値商品の開発の支援に取り組む。 

 

629 県産食品新市場開拓支援事業 

（佐藤・宍戸・諸橋・高橋・野呂・奥原・大源・渡

辺・堀井・太刀川・西脇・太養寺・相原・小林和・

山岸・松原・小林将） 

本年度は昨年度に引き続き、会員企業に対する直

接的な支援活動を行った。研究会には 34 社が参加

し、38のワーキンググループを運営した。今年度の

ロードマップ進捗度は 73％に達し、商品化に至った

事例は５件（試作・改良まで５件）、補助事業採択

は１件であった。実績報告会を３月に対面式で開催

し、商品照会は３社から報告があった。 

 

(13) 粉砕処理を利用した製餡技術 

研究の背景と目的 

製餡（こし生餡製造）は単に豆粒を加熱して混錬す

るのではなく、煮熟、絞り、篩、さらしなど複数の工

程を経て餡粒子を取り出す作業であり、豆の粉を煮て

も餡にはならないとされている。そのため餡類は高価

な食材であり、製造コスト低減や高品質化に関する技

術更新の検討が必要である。そこで粉砕処理技術と餡

粒子の固定を目的とした加熱処理の組み合わせにより

生餡素材の製造に資する粉体化技術の作出を試みる。 

 

630 粉砕処理を利用した製餡技術 
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（本間・野呂・諸橋） 

各種粉砕方法および粉砕前蒸気処理（SHS、AQ）した

場合の豆粉について、粉体特性の確認ともに製餡性状

との関係を調査研究した。小豆、いんげん豆の粉体は

加水加熱混錬によりゲル化が生じ外郎状となった。粉

砕前に加熱処理した場合はゲル化が抑制され、RVA 測

定等により加熱時の粘性低下が理由と推測された。 

 

(14)農産物の風味を活かしたプラントベースフード製

造技術の開発 

研究の背景と目的 

大豆テンペの製造方法を改良するとともに、特有

な風味の新潟県産えだまめ、または、えだまめと大

豆との複合材料にテンペ菌を用いて発酵させ、嗜好

性の高いプラントベースフード製造技術を開発する。 

 

631 テンペの基礎データの蓄積 

       （堀井） 

テンペに適した大豆の蒸煮時間は７～25分間で、蒸

煮大豆をチョッパーで細分化することにより菌の被り

が向上した。上記処理における発酵の最適条件は、AFI

社のテンペ菌では 27℃・24 時間、AK 社のテンペ菌で

は27℃または30℃・40時間であった。 

 

632 大豆とえだまめを用いたテンペ製造条件の検討 

（堀井） 

えだまめテンペの菌の被りは、薄皮つきで不均一

となるため、剥皮後にチョッパーで細分化すること

で均一になった。また、アラニン添加により菌の被

りが向上した。上記処理における発酵の最適条件は

30℃・24時間であった。えだまめテンペは、えだま

めだけで試作すると苦味が強くなるため、大豆を同

量混合することで苦味が軽減され、えだまめ特有の

風味が残る良好な食味となった。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和６年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

２ 

３ 

４ 

 

５ 

（複合営農推進に向けた技術） 

かき「突核無」の正月販売に適した長期貯蔵法 

（食品産業振興のための技術） 

製品が硬くなりにくい微細米粉の製造技術 

魚臭を低減できる水産塩干品（一夜干し）の製造方法 

米由来のアレルゲンフリー・プラントベース食品「米マヨネーズ」の製造技

術 

西洋なし「ル レクチエ」におけるコルク状果肉障害果の光透過判別法 

 

園芸特産食品科 

 

穀類食品科 

水産加工食品科 

食品工学科、園芸特産食品

科 

園芸特産食品科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

（食品産業振興に向けた技術） 

乳酸菌を活用した無塩発酵漬物に関する基礎情報 

 

園芸特産食品科 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論文名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

米発酵食品の乳化性の比較と米素材でつくる新たな乳化食品「米マヨ

ネーズ」の開発(小林 和也、奥原 宏明、羽田 知由、田中 美優) 

第75回日本生物工学会大

会 Topics of 2023, 

pp44-45 

令５.８ 

Preventive roles of Rice-koji extracts and ergothioneine on 

anxiety-and pain-like responses under psychophysical stress 

conditions in male mice. (Kajita Piriyaprasath, Yoshito 

Kakihara, Atsushi Kurahashi, Mayumi Taiyoji, Kazuya Kodaira, 

Kotaro Aihara, Mana Hasegawa, Kensuke Yamamura, Keiichiro 

Okamoto) 

Nutrients 2023, 15(18), 

3989 

令５.９ 

Biodiversity of bacteria isolated from surimi made from Alaska 

pollock (Kobayashi Kazuya, Matsubara Yuki, Okuhara Hiroaki, 

Takada Natsuka, and Oosaka Masaki) 

Food Science and 

Technology Research, 

Vol. 29, pp559-565. 

令５.11 

米の需要拡大に向けた新たな用途開発について（太養寺 真弓） 食品の試験と研究，第58号

pp54 

令６.２ 

 

新規用途米粉の用途別推奨指標の策定とその普及（諸橋 敬子） 食品の試験と研究，第58号

pp77-82 

令６.３ 

高速液体クロマトグラフィーによる無菌包装米飯に含まれるヘキサ

ナールの定量（髙橋 誠、中島 正晴、野呂 渉）  

新潟県農業総合研究所報

告、第21号、pp74-78 

令６.８ 
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イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

米粉の用途別推奨指標の策定とその普及（諸橋 敬子） 日本食品科学工学会第 70

回記念大会 

令５.８.25 

核酸系うまみ成分分解に関与する麹菌酸性ホスファターゼの解析（酒

井 香奈江、鈴木 忠宏、堀井 悠一郎、和久 豊、楠本 憲一） 

第 75 回日本生物工学会大

会 

令５.９.３ 

米発酵食品の乳化性の比較と米素材でつくる新たな乳化食品「米マヨ

ネーズ」の開発(小林 和也、奥原 宏明、羽田 知由、田中 美優) 

第 75 回日本生物工学会大

会 

令５.９.４ 

米の需要拡大に向けた新たな用途開発について（太養寺 真弓） 農研機構食品研究成果展示

会 2023（第 21 回研究成果

ポスター展示） 

令５.11.８ 

 

核酸系うまみ成分分解能の低下した麹菌株における酸性ホスファタ

ーゼの特性解析（酒井 香奈江、鈴木 忠宏、堀井 悠一郎、和久 豊、

楠本 憲一） 

第 22 回糸状菌分子生物学

コンファレンス 

令５.11.22 

新潟県農業総合研究所食品研究センターによる食品産業への技術支

援について（小林 和也） 

食品技術士センター３月度

例会 

令６.３.16 

 

（３）現地指導 

   なし  
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１） 指針及び行政資料・書籍の執筆 

発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

お米の未来 日本食糧新聞社 令５.４ 堀井 悠一郎 

米・米粉情報まとめサイト(Web) 

08 米粉の種類と特性 

日本食糧新聞社 令６.３ 宍戸 功一 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

担当 開催年月日 名称 内容 
参集人数 

（人） 
講師等 

穀
類
食
品
科 

米
穀
食
品 

令５.９.27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令５.９.19

～22 

 

 

 

 

 

 

 

 

令５.10.17

～20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度餅製造

技術講習会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米菓製造実技研修

会（うるち） 

 

 

 

 

 

 

 

 

米菓製造実技研修

会（もち） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①切り餅の物性測定（TPA解析）

について 

②令和４年新潟県産糯米の特性

について 

③糯米のブレンドが切り餅製造

におよぼす影響について 

④気泡による餅の特性変化につ

いて 

⑤にいがたフードテック研究会

について 

⑥米を原料とした容器素材の製

造方法 

⑦米由来原料のみを用いたチー

ズ様食品の製造方法 

⑧米由来乳化素材を用いた「米マ

ヨネーズ」の開発 

 

①仕込み時の加水率と米菓加工

性、品質の関係 

②加水後のねかしと米菓加工性、

品質の関係 

③生地の練り回数と米菓加工性、

品質の関係 

④うるち米菓製造に関する基礎

知識 

⑤米菓製造関連実験・試験 

 

①仕込み時の加水率（餅生地水

分）と米菓品質の関係 

②餅生地の練り回数と米菓品質

の関係 

③冷却硬化条件と米菓品質の関

係 

④もち米菓製造に関する基礎知

識 

⑤米菓製造関連実験・試験 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知野 秀次 

 

知野 秀次 

 

大野 匠 

 

髙橋 誠 

 

宍戸 功一 

 

太養寺 真弓 

 

相原 浩太郎 

 

小林 和也 

 

 

髙橋 誠、知野 秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野 秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野 秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野 秀

次、大野 匠 

知野 秀次、大野 匠 

 

髙橋 誠、知野 秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野 秀

次、大野 匠 

髙橋 誠、知野 秀

次、大野 匠 

知野 秀次、大野 匠 

 

知野 秀次、大野 匠 
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令６.３.19 

 

第 79 回米菓製造技

術講習会 

 

 

①米菓生地の乾燥時水分状態の

把握に関する一検討 

②柿の種の食感評価 

③餅生地硬化促進剤のもち米菓

への適性検討 

27 

 

 

 

 

髙橋 誠 

 

知野 秀次 

大野 匠 

 

蛋
白
菓
子
食
品 

令６.３.５ 

 

 

 

 

 

 

 

令５.３.21 

 

令和５年度菓子研

修会 

 

 

 

 

 

 

製麺技術講習会 

①粉砕処理を利用した製餡技術 

 

②市販県産小麦粉「ゆきはるか」

の特徴と菓子類の製造 

 

③菓子類への餡製造残渣利用に

ついて 

 

①喫食者が識別できる麺の硬さ

について 

②酵素利用による米粉麺の物性

改善とその留意点 

③気流粉砕機で製粉した小麦全

粒粉を用いた麺の製造につい

て 

27 

 

 

 

 

 

 

 

10 

本間 紀之 

 

諸橋 敬子 

 

 

本間 紀之 

 

 

野呂 渉 

 

野呂 渉 

 

野呂 渉 

園
芸
特
産
食
品
科 

園
芸
利
用
食
品 

令５.10.25 令和５年度冷凍え

だまめに関する研

究成果等情報セミ

ナー 

①県産えだまめの生産状況 

 

 

②県のえだまめ振興について 

 

 

③新潟産えだまめのブランド化

の取組について 

 

④令和５年度研究成果情報の紹

介 

⑤商品化までの支援について 

31 外部講師（JA全農に

いがた  堀川  純

子、高山 大輝） 

外部講師（新潟県農

林水産部農産園芸

課 臼井 久樹） 

外部講師（新潟県農

林水産部食品・流通

課 西沢 徹哉） 

太刀川 泰生 

 

佐藤 嘉一 

微
生
物
利
用
食
品 

令５.５.16 

 

 

令５.12.５ 

新潟県みそ・しょう

ゆ品評会 

 

令和５年度微生物

利用食品講習会 

県産味噌・醤油の品評 

 

 

①味噌醤油用酵母の特性と当セ 

ンターの酵母頒布概要 

②味噌における細菌数の概要と

熟成後味噌の一般細菌数低減

技術 

③米麹の長期保存試験 

④米をベースとした新規加工食

品の開発 

25 

 

 

25 

原田 惇、佐藤 嘉

一、渡辺 聡、堀井 

悠一郎 

渡辺 聡、堀井 悠一

郎、小林 和也 

水
産
加
工
食
品
科 

令６.３.21 蒲鉾研修会 ①冷凍すり身及び県産低未利用

魚の新規加工化・素材化の検討 

②近年漁獲量が増加している魚

種ならびに練り製品原料化に

ついて 

40 小林 将也 

 

松原 祐樹 
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（３）農業大学校 

   なし 

 

 

 

 

 

全
科 

令５.８.４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令６.３.７ 

にいがたフードテ

ック研究会設立総

会・キックオフセ

ミナー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にいがたフードテ

ック研究会フード

テックピッチイベ

ント 

①設立総会 

 

②講演 関東経済産業局における

フードテックの取組について 

③研究紹介１ 米を用いた容器素

材と新たな高機能バイオ素材

に向けた取組の紹介 

④研究紹介２ 米由来原料のみを

用いたチーズ様食品の製造方

法 

⑤研究紹介３ 「米マヨネーズ」

の製造技術の開発経過と米由

来乳化素材開発に向けた取組

の紹介 

 

①講演 食とイノベーション／フ

ードテック、新潟における可

能性について 

②フードテックに関する取組の

紹介 

99 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

新潟大学名誉教授 

門脇 基二 

関 東 経 済 産 業 局 

萩野 稔 

太養寺 真弓 

 

 

相原 浩太郎 

 

 

小林 和也 

 

 

 

 

(株)イードア 石川

翔太 

 

ホリカフーズ(株) 

目黒 智大、マルシ

ン食品 (株 ) 新保 

尚志、(株)ヤマキ食

品  小 竹  周 平 、

(株)LacuS 古津 瑛

陸、新潟大学歯学部 

柿原 嘉人、新潟県

立大学人間生活学

部 山岸 あづみ 

令６.３.25 

 

「新潟県食品加工

技術研究会」実績

報告会 

 

①新潟県食品加工技術研究会活

動概要報告 

②雪室育ちの乳酸菌ウオヌマ株

を利用した新潟オリジナル柿の

葉寿司の開発    

③うめっちゃ佐渡シリーズ「べ

にはるかと佐渡バター」の開発               

 

④県産農産物を使用した新食感

和菓子「たのくろ」「繊麗紅」の

開発          

⑤食品産業支援事業の紹介 

25 

 

佐藤 嘉一 

 

外部講師（株式会社

能 水 商 店  松 本  

将史） 

外部講師（マルハフ

ーヅ株式会社 和

田 康広） 

外部講師（有限会社

正和 高橋 辰也） 

外部講師（新潟県農

林水産部食品・流通

課 木村 光寿） 
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（４）農業大学校研究科 

教 科 名 
授業時間（時間） 

講    師 
講義 演習 実習 計 

食品加工学Ⅱ 

 

 

４ 

４ 

４ 

４ 

  ４ 

４ 

４ 

４ 

奥原 宏明 

知野 秀次 

太刀川 泰生 

堀井 悠一郎 

 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

令５.５.19 新潟県漬物工業協同組

合 

第 54期通常総会方針説

明会 

今年度の方針について 佐藤 嘉一、奥原 宏

明 

令５.６.27 新潟県味噌醬油工業協

同組合 

味噌・醤油技術講習会 第 5回新潟県みそ・しょう

ゆ品評会出品味噌・醤油の

鑑評 

渡辺 聡、堀井 悠一

郎 

令５.７.31 JAえちご上越 えだまめ食味推定技術

講習会 

「新潟系 14号」の食味推定

技術について 

太刀川 泰生、佐藤

嘉一 

令５.９.６ 新潟県製菓衛生師協会 令和４年度製菓衛生師

試験受験準備講習会 

製菓理論、製菓実技（洋菓

子、和菓子、製パン） 

本間 紀之 

令５.９.12 新潟県味噌醬油工業協

同組合 

味噌鑑評会及び技術指

導会 

全国味噌鑑評会予選会 渡辺 聡、堀井 悠一

郎 

令５.10.10 JA全農にいがた 令和５年度おけさ柿 

(刀根早生)選別査定会 

刀根早生の脱渋性につい

て 

太刀川 泰生 

令５.10.11 新潟県果樹振興協会 

JA全農にいがた 

令和５年度「ル レクチ

エ」収穫・追熟研修会開 

今年の果実品質から見た

追熟管理上の留意点 

太刀川 泰生 

令５.10.11

～12 

中央味噌研究所 全国味噌鑑評会 味噌の鑑評 堀井 悠一郎 

令５.10.12 新潟大学農学部 講義（醸造学） 発酵食品総論、味噌・醤油・

納豆及びその他食品とそ

の関連技術 

渡辺 聡 

令４.10.13 新潟県学校給食会 学校給食用米粉パン品

質審査会 

学校給食用米粉パンの品

質評価 

本間 紀之 

令５.10.18 北陸農政局 「知りたい・米粉のウ

ラ側  北陸米粉サロ

ン」  

米を利用した加工食品 宍戸 功一 

令５.10.19 新潟大学農学部 講義（醸造学） 発酵食品総論、味噌・醤油・

納豆及びその他食品とそ

の関連技術 

渡辺 聡 

令５.10.20 JA 新潟かがやき（梨の

実館） 

ル レクチエ追熟研修

会 

今年度のル レクチエ追熟

について 

太刀川 泰生 

令５.11.１ JA新潟かがやき（白根） ル レクチエ追熟管理

現地研修会 

今年度のル レクチエ果実

追熟のポイントについて 

太刀川 泰生、佐藤

嘉一 

令５.11.２ JA全農にいがた 令和４年度おけさ柿 

(平核無)選別査定会 

平核無の脱渋性について 太刀川 泰生 

令５.11.７ JA全農にいがた 令和５年産「ル レクチ

エ」出荷目合せ会 

ル レクチエ追熟管理の留

意点について 

太刀川 泰生 
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令５.11.28 JA全農にいがた 令和５年産「ル レクチ

エ」選別査定会 

ル レクチエ追熟進度と品

質について 

太刀川 泰生、佐藤

嘉一 

令５.11.29 食品・流通課 園芸品目一次加工マッ

チング促進セミナー 

高品質な一次加工品に向

けた農産物の取扱につい

て 

佐藤 嘉一、太刀川

泰生 

令５.12.１ 新潟県果樹振興協会 西洋なし果実品評会 西洋なしの官能評価と品

質について 

太刀川 泰生、佐藤

嘉一 

令５.12.２ 株式会社グレイン・エ

ス・ピー 

「 米 を 食 べ て 健 康

に！」学術会議 

玄米の機能性と加工利用

について 

太養寺 真弓 

令５.12.６ 新潟食料農業大学 講義（食品製造学） 最新の食品加工技術（フー

ドテックとは） 

西脇 俊和 

令５.12.６ 新潟県味噌醬油工業協

同組合 

全国味噌鑑評会、全国

醤油品評会結果検討会 

全国味噌鑑評会及び全国

醤油品評会の結果検討 

渡辺 聡、堀井 悠一

郎 

令５.12.11 新潟県学校給食会 学校給食用米粉めん審

査会 

学校給食用米粉めんの品

質評価 

野呂 渉 

令６.１.23 新潟県職業能力開発協

会 

技能検定実技試験（和

菓子、洋菓子） 

技能検定委員（和菓子、洋

菓子） 

本間 紀之 

令６.１.23 JAえちご中越（柏崎） 令和５年度 JAえちご中

越かしわざき枝豆生産

部会反省検討会 

えだまめ食味推定技術の

活用法 

太刀川 泰生、佐藤

嘉一 

令６.１.24 新潟県職業能力開発協

会 

技能検定実技試験（パ

ン） 

技能検定委員（パン） 本間 紀之 

令６.１.30

～２．1 

新潟県職業能力開発協

会 

技能検定（試験科目：か

まぼこ製品製造作業） 

技能検定委員（水産練り製

品製造） 

吉水 聡 

 

 

（６）研修生受け入れ 

氏 名 所  属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

須田 拳太 新潟大学農学部 米菓の製造理論、製造技

術、品質評価および分析手

法の修習を通した技術開

発・課題の把握 

令５.９.４～９.８ 穀類食品科 

岩瀨 理子 新潟大学農学部 未利用魚を用いた魚醤油

製造、新潟県オリジナル微

生物による県産食材の発

酵技術の修習 

令５.９.４～９.８ 園芸特産食品科 

小島 佳織 新潟大学大学院 

自然科学研究科 

食品の物性改質技術につ

ながる新潟オリジナル乳

酸菌産生のプロテアーゼ

や界面活性成分の分析・評

価方法の修習 

令５.９.11～９.15 食品工学科 

浦上 陽菜 新潟大学大学院 

自然科学研究科 

食品の物性改質技術につ

ながる新潟オリジナル乳

酸菌産生のプロテアーゼ

や界面活性成分の分析・評

価方法の修習 

令５.９.11～９.15 食品工学科 
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津田 尚子 新潟大学大学院 

自然科学研究科 

食品の物性改質技術につ

ながる新潟オリジナル乳

酸菌産生のプロテアーゼ

や界面活性成分の分析・評

価方法の修習 

令５.９.11～９.15 食品工学科 

加藤 和樹 新潟大学大学院 

自然科学研究科 

米粉の性状解析法および

米粉生地の物性評価法の

習得 

令５.10.１～６.３.31 穀類食品科 

 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

令５.10.12 新潟日報社 フードテック研究会の活動状況について 西脇 俊和 令６.10.19 

令５.12.８ 新潟放送 新潟のマカロニに製造の始まりについて 宍戸 功一 令５.12.13 

 

 

（８）実地指導回数 

区 分 工場指導 来所相談 電話・メール 

指導 

合 計 

 

支援業務による 

新商品数 

米穀食品 ２ 37 316 355 

24 

蛋白菓子食品 ３ 42 95 140 

園芸利用食品 28 85 444 557 

微生物利用食品 ６ 38 190 234 

生産工学 ７ 31 42 80 

生物機能工学 ２ 13 34 49 

水産加工食品 10 19 34 63 

合  計 58 265 1,155 1,478 
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４ 総務報告 

（１）施設（食品研究センター） 

    所 在 地 加茂市新栄町 2番 25号 

    建物面積 延 4,068.83ｍ2 

 

（２） 事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 1,174    1,032 142 

維持管理費 14,478    13 14,465 

経常研究費 3,734    1,550 2,184 

ほ場・飼育管理費 0     0 

受託試験費 4,235    4,235 0 

政策研究費 11,667    2,300 9,367 

備品整備費 5,949     5,949 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 1,305     1,305 

その他（他課事業） 7,824     7,824 

合   計 50,366 0 0 0 9,130 41,236 

注)その他(他課事業費)は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 センター長 原田 惇 園芸特産食品科 

 

 

 

 

 

園芸特産食品科長 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

  〃   

佐藤 嘉一 

奥原 宏明 

大源 正明 

渡辺 聡 

堀井 悠一郎 

太刀川 泰生 

総務課 総務課長 

主査 

遠藤 二郎 

佐藤 和美 

穀類食品科 参事(穀類食品科

長) 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

  〃 

研究員 

宍戸 功一 

 

諸橋 敬子 

本間 紀之 

髙橋 誠 

野呂 渉 

知野 秀次 

大野 匠 

食品工学科 食品工学科長 

専門研究員 

主任研究員 

  〃 

研究員 

西脇 俊和 

太養寺 真弓 

相原 浩太郎 

小林 和也 

山岸 有希 

水産加工食品科 

(新潟分室) 

水産加工食品科長 

主任研究員 

研究員 

吉水 聡 

松原 祐樹 

小林 将也 
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－ VI - 19 － 

 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

転 入 

 

採 用 

 

原田 惇 

 

山岸 有希 

センター長 

 

食品工学科・研究員 

新潟農林振興部・参事（普及課長） 

 所 内 渡辺 聡 

小林 和也 

園芸特産食品科・専門研究員 

食品工学科・主任研究員 

センター長 

園芸特産食品科・主任研究員 

令和５年 

３月31日付 

転 出 

 

退 職 

中尾 令子 

 

中島 正晴 

 

内水面水産試験場・主任研究員 

 

退職 

食品工学科・主任研究員 

 

食品工学科・専門研究員 

 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

超低温フリーザー 

超低温槽 

超純水製造装置 

卓上型ボールミル粉砕機 

ダブルビーム分光光度計 

パン及び焼成製品用画像解析装置 

微生物培養装置 

日本フリーザー(株)製 CLN-35CD2 

日本フリーザー(株)製 CLN-35CWHC 

アドバンテック東洋(株)製 RFU424CC 

(株)エイシン BM-15 

日立ハイテクサイエンス(株)UH5300 

Calibre Control製 C-Cell Colour 

(株)丸菱バイオエンジ MSJ-U2 

 

 

（６）派遣研修者 

なし 

 

 

（７）参観者数 

行政関係 食品企業関係 農業関係 ふれあいデー その他 合計 

   １回 １回 ２回 

   76人 21人 97人 

 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発明の名称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

麺の製造に用いる原料粉の製造方法及び

麺の製造方法 

野呂 渉 

他３名 

2010-148136 

平 22.06.29 

2012-10617 

2012.01.19 

第 5077601号 

平 24.９.７ 

米粉の製造方法並びに米粉並びに米粉加

工品（共同） 

本間 紀之 

他６名 

2012-166121 

平 24.07.26 

2013-66457 

2013.04.18 

第 5326147号 

平 25.８.２ 

新規乳酸菌およびこの乳酸菌を利用した

発酵食品の製造方法 

西脇 俊和 

他 1名 

2012-113007 

平 24.05.17 

2013-236604 

2013.11.28 

第 5577559号 

平 26.７.18 
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－ VI - 20 － 

 

大豆発酵食品及びその製造方法（共同） 渡辺 聡 

他２名 

2012-242765 

平 24.11.02 

2014-090693 

2014.05.19 

第 5919457 

平 28.４.22 

大豆アレルゲンと小麦アレルゲンを含ま

ない醤油風調味料の製造方法（共同） 

堀井 悠一郎 

他６名 

2018-239824 

平 30.12.21 

2020-099252 

2020.07.02 

第 6967244号 

令３.10.27 

抗ストレス組成物（共同） 相原 浩太郎 

他６名 

2020-56467 

令 2.3.26 

2021-153461 

2021.10.7 
 

新規乳酸菌およびこの乳酸菌を利用した

粘性発酵物の製造法 

奥原 宏明 

他 1名 

2020-129598 

令 2.7.30 

2022-26233 

2022.2.10 

第 7199063号 

令４.12.22 

食品乳化用みそ風味調味料とその製造方

法および水中油滴型乳化食品の製造方法 

小林 和也 

他２名 

2023-0023 

令 5.1.11 

2024-98737 

2024.7.24  

第 7452806号 

令６.３.11 

 

 

（９）栄誉 

   なし 
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－ VII - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

 

 

 

 

 

 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

701 

702 

703 

 

704 

705 

706 

707 

708 

709 

 

(1) 雪及び冷涼な気候を活用した園芸生産技術の開発 

ア 地域ブランド品目の高品質生産技術の開発 

（ア）えだまめの高品質生産技術の開発 

（イ）ユリの高品質生産技術の開発 

（ウ）葉菜類の有機質肥料を用いた低コスト技術開発 

イ 雪及び冷涼な気候を活用した特産品目生産技術の開発 

（ア）秋ニンジンの安定生産技術確立 

（イ）かぼちゃの高品質省力化技術の開発 

（ウ）多雪地におけるブドウ栽培技術の開発 

（エ）こんにゃくの栽培技術の開発 

（オ）夏どりカリフラワーの安定生産技術 

（カ）キクの生産技術の確立 

令３～５ 

 

 〃 

 〃 

令５ 

令３～５ 

令５ 

令４～５ 

令３～５ 

令３～５ 

令５ 

令５ 

 

 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 



112 
 

－ VII - 4 － 

（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 雪及び冷涼な気候を活用した園芸生産技術の

開発 

研究の背景と目的 

大規模畑作地域における園芸品目の高品質安定

生産に寄与する技術開発を進めるとともに、雪と

冷涼な気候という地域の特性を活かした特産品

目・新規品目の生産技術を開発する。 

 

701 えだまめの高品質生産技術の開発 

  （前田） 

 えだまめ「新潟系 14 号」の種どり栽培における

緩効性肥料の基肥施肥、は種時期、登熟期の茎葉先

刈り処理について検討した。緩効性肥料の施用は、

高温少雨のため子実の品質や収量への効果が確認

されなかった。は種時期は、あばたなど品質低下や

収量低下の少ない７月中旬が有望と考えられた。 

また茎葉の先刈り処理は、株の成熟を早める効果

が低かった。 

 

702 ユリの高品質生産技術の開発 

   （大塚） 

 オリエンタル系ユリ栽培における施肥量は切花

品質に影響を及ぼさなかった。土壌条件による影

響が大きいと思われ、結果は判然としなかった。 

 

703 葉菜類の有機質肥料を用いた低コスト技術

開発 

（前田） 

キャベツを４月中旬、５月中旬、７月中旬には種した 

各作型において、堆肥混合肥料の施用は化成肥料と

同等の収量となった。また鶏糞施用は４月中旬は種の

み化成肥料よりやや肥大が遅かったが、他のは種期は

同等の肥大であった。 

 

704 秋ニンジンの安定生産技術確立 

（前田） 

６月は種・10 月収穫作型は、品種により抽苔や

裂根の発生に差が認められ、「アロマ 809」と「紅

うらら」が品質収量面で有望と考えられた。 

 

705 かぼちゃの高品質省力化技術の開発 

（前田） 

収穫時の品質は、各品種の目安とする開花後日数

と平均気温積算温度で比較した場合、果肉色や Brix

値にあまり差がなかった。 

不織布による生育初期の保温は、茎葉の生育が促

進された。しかし、開花日は数日早まる程度で収穫の

前進効果はわずかであった。 

 

706 多雪地におけるブドウ栽培技術の開発  

（大塚） 

ブドウ「シャインマスカット」の多雪地における

露地栽培の栽培適応性を検討した。2022 年２月 16

日に最大積雪深 227cm を観測した条件下において、

雪対策の有無にかかわらず越冬後の主枝の折れは

認められなかった。一方、側枝には裂けているか所

が見られた。 

 

707 こんにゃくの栽培技術の開発 

（前田・西土） 

追肥の２倍量施肥は、球茎重の増加に効果は認め

られなかった。また冷涼な高冷地での栽培は準高冷地

と比べ、葉焼けや収穫前の腐敗が少なく、球茎の肥大

は同等であった。 

 

708 夏どりカリフラワーの安定生産技術 

（前田） 

超極早生品種「ホワイトパラソル」は、準高冷地で６

月下旬から７月上旬に定植することにより、８月上中旬

に商品率の高い生産が可能であることが示唆された。 

 

709 キクの生産技術の確立 

（大塚） 

 コギク切花栽培における黒マルチの使用は、切

花品質に影響し、その傾向は品種によって異なる

ことが示唆された。また、施肥量は切花品質に影響

し、施肥量が多いほど切り花ボリュームが大きか

った。しかし、施肥量が少ない区でも十分な切り花

ボリュームが確保されており、土壌条件による影

響が大きいと考えられた。 
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２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

なし 

 

イ 参考情報 

     なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

    なし 

 

イ  講演発表 

なし 

 

（３）現地指導 

    なし 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

   なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令５.４.24 十日町地域農業振興協議会園芸振興部会 15 前田 浩 

令５.４.27 津南町農業改良会議 26 石本 万寿広 

令５.６.26 小松原工区の畑活用に関する意見交換会 20 前田 浩 

令５.８.24 小松原工区の畑活用に関する意見交換会 15 前田 浩 

令５.９.29 花き新技術等現地実践研修 8 大塚 英昭 

令５.10.17 秋ニンジンの試験に係る視察研修会 10 前田 浩 

令５.12.13 十日町地域園芸実績検討会 19 前田 浩 

令５.10.５ えだまめ新潟系 14号の種子生産検討 10 前田 浩 

令５.10.26 中魚沼指導農業士会研修会 20 前田 浩 

令５.11.28 津南町農業に関する意見交換会（第１回） 22 石本 万寿広 

令５.12.25 津南町農業に関する意見交換会（第２回） ８ 石本 万寿広、前田  

浩 

令６.１.16 津南町農業に関する意見交換会（第３回） 11 石本 万寿広、前田 

浩 

令５.１.31 津南町地域農業再生協議会総会 25 石本 万寿広 

令６.２.１ 高冷地・中山間地合同農業技術センター試験成績検討会 19 石本 万寿広、前田

浩、大塚 英昭 

令６.２.５ ジャパンフラワー強化プロジェクト事業に係る実証試験成績

検討会 

５ 大塚 英昭 

令６.３.６ 十日町地域農業振興協議会園芸振興部会 16 前田 浩 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）その他講師派遣 

   なし 

 

（５）研修生受け入れ 

   なし 

 

（６）取材対応 

なし 
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４ 総務報告 

（１）施設（高冷地農業技術センター） 

所 在 地 中魚沼郡津南町大字中深見乙 7910 

建物面積 1,452.79ｍ2 

圃場面積 3.35ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 2,828    950 1,878 

維持管理費 2,631     2,631 

経常研究費 1,101    700 401 

ほ場・飼育管理費 421     421 

受託試験費 1,210    1,210 0 

政策研究費 525     525 

備品整備費 612     612 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 0     0 

その他（他課事業） 203     203 

合   計 9,531 0 0 0 2,860 6,671 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

（庶務） 

（研究） 

センター長 

副 参 事 

専門研究員 

  〃 

  〃 

石本 万寿広 

井口 哲亨 

前田 浩 

大塚 英昭 

西土 恒二 

   

 

 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

 

令和５年 

３月31日付 

転 入 

 

 

退 職 

 

石本 万寿広 

 

 

山田 一成 

 

センター長 

 

 

退職 

農業総合研究所企画調整室・室長 

 

 

センター長 

 

 

（５）購入研究備品 

 備品・施設名 型式・規格・規模 

人参洗浄機 ＣＷＨ150－７ 

 

 

（６）派遣研修者 

   なし 



116 
 

－ VII - 8 － 

 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 その他 合計 

０回 ０回 ０回 ０回 

０人 ０人 ０人 ０人 

 

  

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

    なし 

 

イ  実用新案権 

    なし 

 

ウ 意匠権 

    なし 

 

（９）栄誉 

   なし 
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VIII 中山間地農業技術センター  組織構成図 

中山間地農業技術センター長 

庶  務 

地域農業研究 
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－ VIII - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

 

801 

802 

 

803 

 

804 

 

805 

806 

 

 

807 

808 

 

 

809 

 

810 

 

811 

(1) 中山間地地域農業の活性化に向けた地域資源活用技術の

確立 

ア 中山間地における持続可能な生産システムの確立  

（ア）既存野菜等の中核的品目の安定生産 

   ａ かぐらなんばんの抵抗性台木利用技術の開発 

   ｂ ６～７月どりカリフラワーに適した品種及び施肥

量の検討 

   ｃ カリフラワースーパーセル苗の特性把握 

（イ）中核的花き品目の高品質安定生産技術の確立 

ａ オリエンタルユリの白化要因の解明 

（ウ）特産、薬用品目の作型開発 

ａ じねんじょの安定生産技術 

  ｂ トウキの生育特性解析 

 

イ 地域未利用資源の一層の活用に向けた技術の確立 

（ア）ウルイの栽培技術の改良 

（イ）フキ品種特性の把握 

 

ウ データ・AIの活用による生産性向上技術の開発 

（ア）気象情報を活用した栽培管理システムの利用 

（イ）日射型灌水による無人育苗技術の確立 

  ａ 日射制御型かん水によるカリフラワー底面給水育苗

の安定化 

  ｂ 日射制御型かん水による底面給水育苗の多様な作目

への応用検討 

令４～６ 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 

  
※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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－ VIII - 4 － 

（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 中山間地地域農業の活性化に向けた地域資源活

用技術の確立 

研究の背景と目的 

中山間地域の農業活性化を目的として、既存産地

における栽培品目の安定化、地域特産品目の活用方

法の開発、ICTを活用した生産性向上技術の３つを

柱に研究を行う。 

 

801 かぐらなんばんの抵抗性台木利用技術の開発 

           （横山） 

自根及び接ぎ木栽培において数種の石灰資材を供試

し、土壌 pH矯正による青枯病発病抑制効果を検討した

が、発病が少なく判然としなかった。土壌 pH矯正効果

は、転炉スラグが安定して高かった。 

 

802 ６～７月どりカリフラワーに適した品種及び施

肥量の検討 

   （横山） 

慣行を含め６品種を検討したが、全般に花らい品

質が劣り、有望品種は見出せなかった。慣行品種「雪

まつり」の増肥による生育量の向上を検討した結果、

標準の 1.3倍量で外葉の生育が向上し、折葉作業が

改善できる可能性が示唆された。 

 

803 カリフラワースーパーセル苗の特性把握 

（神戸） 

 スーパーセル苗は定植後の活着率が高く、耐虫害、

耐乾燥性に優れることが明らかになった。生育は慣

行苗よりやや遅くなるものの、花らいの形質は慣行

苗と同等であり、生育の遅延に留意すれば作業平準

化技術として適用可能であることが示唆された。 

 

804 オリエンタルユリの白化要因の解明 

                         （諸橋） 

 冷蔵障害が発生し、一部品種で試験を継続したも

のの評価が判然としなかったたため、試験を終了し

た。 

 

805 じねんじょの安定生産技術         （神戸） 

加温出芽で萌芽率 100％を達成した。加温出芽や

早期収穫による有意な効果は認められなかった。試

験期間を満了し、次期課題に向け材料を養成する。 

 

806 トウキの生育特性解析 

        （神戸） 

露地育苗及び温室育苗において、収量確保に資す

る育苗条件について確認でき、必要な知見を得るこ

とができたことから、試験終了とした。 

 

807 ウルイの栽培技術の改良 

            （神戸） 

伏込み栽培における新資材の特性を確認した。株

養成栽培での立毛遮光率について評価した。 

 

808 フキ品種特性の把握 

        （神戸） 

５品種の種根増殖栽培を行ったが、夏季の高温に

より著しく生育量が減少した。種根増殖を継続する。 

 

809 気象情報を活用した栽培管理システムの利用 

     （諸橋） 

現地のデータについてさらに解析を行うことで、定

植～収穫の到花日数において誤差が小さくなることが

わかった。現地でのリアルタイム予測をしたところ、

気象変動にも対応できることがわかった。 

 

810 日射制御型かん水によるカリフラワー底面給水育

苗の安定化  

                 （神戸） 

制御ソフトを更新したが、前年並みの給水量に制御

することができた。後継課題において現地試験を拡充

する。 

 

811 日射制御型かん水による底面給水育苗の多様な

作目への応用検討 

 （神戸） 

４品目の育苗に成功し、手かん水との苗状の相違を明

らかにした。後継課題において品目を変更する。 
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－ VIII - 5 － 

２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（令和６年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成果名 担当 

 

１ 

 

２ 

（複合営農推進に向けた技術） 

活着に優れるカリフラワーのスーパーセル苗 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

タラノキに発生した立枯疫病に対するアゾキシストロビン・メタラキシル M 粒

剤による防除 

 

中農技セ 

 

基盤部、中農技セ 

 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成果名 担当 

 

１ 

２ 

（中山間・離島地域に対応した技術） 

ふきのとう促成栽培における秋定植作型の生育・収量特性 

薬用植物トウキの育苗方法 

 

中農技セ 

中農技セ 

 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

なし    

 

イ  講演発表 

発表題名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載雑誌名等） 

開催年月日 

アゾキシストロビン・メタラキシル M粒剤による定植１年目からの

タラノキ立枯疫病の防除効果 

（横山 泰之） 

第 77 回 北日本病害虫研究

発表会 

令６.２.21

～22 

     

 

（３）現地指導 

   なし 
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－ VIII - 6 － 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

なし 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 

 

（５）その他講師派遣 

   なし 

 

（６）研修生受け入れ 

   なし 

 

（７）取材対応 

   なし 
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－ VIII - 7 － 

４ 総務報告 

（１）施設（中山間地農業技術センター） 

所 在 地 長岡市川口牛ヶ島 135-1 

    敷地面積 56,693㎡ 

    圃場面積 31,226㎡ 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 3,394    331 3,063 

維持管理費 3,303    82 3,221 

経常研究費 937     937 

ほ場・飼育管理費 1,050     1,050 

受託試験費 1,264    1,264 0 

政策研究費 461     461 

備品整備費 295     295 

施設整備費 0     0 

その他（庁舎修繕費含む） 784     784 

その他（他課事業） 586     586 

合   計 12,074 0 0 0 1,677 10,397 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

中山間地農業

技術センター 

センター長 

副参事 

専門研究員 

専門研究員 

主任研究員 

技術員 

石本 万寿広 

吉川 智宏 

諸橋 修一 

横山 泰之 

神戸 崇 

小林 勝 

   

 

 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

 

令和５年 

３月31日付 

転 入 

 

 

退 職 

石本 万寿広 

 

 

山田 一成 

 

センター長 

 

 

退職 

企画・企画調整室長 

 

 

センター長 

 

 

（５）購入研究備品 

 備品・施設名 型式・規格・規模 

卓上型 pH・電気伝導率分析計 F-2000PC-S 1台、電気伝導率セル 3552-10D 1個 
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（６）派遣研修者 

   なし 

 

 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 その他 合計 

１回 ０回 ２回 ３回 

２人 ０人 61人 63人 

 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

なし 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

 

（９）栄誉 

   なし 
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IX 佐渡農業技術センター  組織構成図 

佐渡農業技術センター長 

庶  務 

地域農業研究 
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－ IX - 3 － 

１ 研究概要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課題名 年次 分担 

県単経常  

 

 

 

 

901 

902 

 

 

 

903 

904 

905 

906 

(1) 佐渡のブランド産地及び水田を活用した園芸生産に資

する技術開発 

  

ア 転換畑で水稲と労力が競合しない佐渡地域に適合する

園芸品目の栽培技術の確立 

（ア）夏ねぎの７月出荷作型の開発 

（イ）たまねぎの越冬率向上 

 

イ おけさ柿の生産性向上に向けた産地発展や担い手確保

につながる技術開発 

（ア） 新樹形を活かした安定生産技術の開発 

（イ） 生態生育調査（気象感応調査） 

（ウ） 病害虫対策技術の開発 

（エ） 品質向上につながる技術の開発 

令５～７ 

 

 

   

 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

※ 次ページ（２）研究成果及び調査事業概要 については、本表で用いた課題名を用いる。 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 佐渡のブランド産地及び水田を活用した園芸生

産に資する技術開発 

研究の背景と目的 

 佐渡地域に適合する園芸品目を選定し、栽培技術

を確立する。かき産地の維持・発展、担い手確保に

向けた生産性の改善や所得向上につながる技術を開

発する。 

 

901 夏ねぎの 7月出荷作型の開発 

   （土田） 

令和５年 12月から段播きをし、３月中に定植、生

育状況を調査した。 

 

902 たまねぎの越冬率向上 

      （土田） 

現場で課題等の聞き取り調査を行ったところ、越

冬率よりも春以降のべと病が問題となっていること

がわかった。 

 

903 新樹形を活かした安定生産技術の開発 

（山本） 

十二が柿の種子は高い発芽率を確認したが生育は

停滞した。柿における１-ナフタレン酢酸ナトリウム

水溶剤を用いた挿し木の発根は得られなかった。柿

ジョイント栽培における環状剥皮の効果を調査した。 

 

904 生態生育調査（気象感応調査） 

  （山本） 

柿の生育情報を提供した。甘柿は２樹で 10 口／

品種以上を接ぎ木した。 

 

905 病害虫対策技術の開発 

      （山本） 

柿におけるアオマツムシ調査を実施した。柿園で

の誘引は見られなかった。 

 

906 品質向上につながる技術の開発 

  （山本） 

柿の果実肥大における着果節位葉の重要性は認め

られなかった。収穫基準再構築に向け、果実品質を

調査した。 
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－ IX - 5 － 

２ 研究成果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

なし 

 

イ 参考情報 

なし 

 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

なし 

 

イ  講演発表 

なし 

 

 

（３）現地指導 

   なし 
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－ IX - 6 － 

３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発行誌名 発行者 発行年月 執筆者 

おけさ柿作柄・展示ほ成績書 

佐渡の園芸 

佐渡農業振興連絡会 

佐渡農業振興連絡会 

令６.１ 

令６.３ 

山本 和広 

土田 祥子 

 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講師等 

令５.４.13 園芸振興会担当者会議 12 山本 和広、土田 祥

子 

令５.４.18 園芸 1億円産地育成に係る産地支援チーム会議 19 山本 和広、土田 祥

子 

令５.５.24 佐渡農業振興連絡会総会 14 塚本 充広 

令５.６.７ おけさ柿ジョイント栽培研修会 20 山本 和広、土田 祥

子 

令５.６.22 稲作振興会担当者会議 12 塚本 充広 

令５.６.28 おけさ柿現地研修会 130 山本 和広 

令５.７.６ 全国カキ研究大会第１回現地視察班会議  9 山本 和広 

令５.７.27 稲作振興会担当会議  塚本 充広 

令５.８.３ 全国カキ研究大会第１回幹事会 17 塚本 充広 

令５.８.23 佐渡指導農業士会夏期研修会 16 塚本 充広 

令５.８.28 園芸 1億円産地育成に係る産地支援チーム会議 12 山本 和広、土田 祥

子 

令５.９.21 全国カキ研究大会資料作成班会議     7 山本 和広 

令５.10.28 佐渡農業技術センター一般公開 17 全研究員 

令５.11.７ ミニ柿等現地見学会 19 山本 和広 

令５.12.12    

    13 

新潟食料農業大学視察受け入れ ６ 山本 和広 

令５.12.22 「佐渡米」作柄検討会 18 塚本 充広 

令６.１.22 園芸 1億円産地育成に係る産地支援チーム会議 10 山本 和広、土田 祥

子 

令６.１.22 園芸作物病害虫防除検討会（野菜部門）  土田 祥子 

令６.１.25 佐渡農業振興連絡会幹事会  塚本 充広 

令６.２.13 全国カキ研究大会第２回現地視察班会議 10 山本 和広 

令６.３.８ 果樹専門技術研修検討会 17 山本 和広 

令６.３.22 稲作振興会担当者会議 11 塚本 充広 

令６.３.19 園芸振興会担当者会議 11 山本 和広 

 

 

（３）農業大学校 

   なし 

 

 

（４）農業大学校研究科 

   なし 
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－ IX - 7 － 

（５）その他講師派遣 

   なし 

 

 

（６）研修生受け入れ 

   なし 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取材内容 応対者 報道日 

令４.10.29 新潟日報社 佐渡農業技術センター一般公開「農の体験教

室」について 

塚本 充広 令４.11.10 
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－ IX - 8 － 

４ 総務報告 

（１）施設（佐渡農業技術センター） 

    所 在 地 佐渡市中興甲 351番地 

    建物面積 延 1,686.62 ｍ2 

    圃場面積 田 12,900ｍ2、畑 27,052ｍ2 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科目 予算額 
財源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 1,934     1,934 

維持管理費 1,794     1,794 

経常研究費 1,229     1,229 

ほ場・飼育管理費 4,032    2,704 1,328 

受託試験費 0     0 

政策研究費 312     312 

備品整備費 983     983 

施設整備費 2,282     2,282 

その他（庁舎修繕費含む） 6,076     6,076 

その他（他課事業） 140     140 

合   計 18,782 0 0 0 2,704 16,078 

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所属 職名 氏名 所属 職名 氏名 

 

(庶務)[兼務]  

  〃 [兼務] 

センター長 

庶務係長 

主査 

塚本 充広 

金子 義弘 

三條 則子 

(研究)  

  

専門研究員 

研究員 

山本 和広 

土田 祥子 

 

（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏名 新所属・職名 旧所属・職名 

令和５年 

４月１日付 

令和５年 

３月31日付 

転出 

転入 

退職 

佐藤 秀明 

土田 祥子 

赤塚 良和 

柏崎農業部・専門普及指導員 

研究員 

退職 

専門研究員 

園研・研究員 

技術員 

 

（５）購入研究備品 

 備品・施設名 型式・規格・規模 

ウッドチッパー  共立 KCM94・最大処理径 90 ㎜、処理能力 1.7 ㎥/ｈ 

 

（６）派遣研修者 

   なし 

 

（７）参観者数 

農業者 行政関係 その他 合計 

０回 ０回 １回 １回 

０人 ０人 19人 19人 
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－ IX - 9 － 

（８）無体財産権など 

    ア  特許権 

    なし 

 

    イ  実用新案権 

    なし 

 

ウ 意匠権 

    なし 

 

エ  登録品種 

    なし 

 

 

（９）栄誉 

    なし 
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